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ⅠⅠⅠⅠ    点検・評価制度とは点検・評価制度とは点検・評価制度とは点検・評価制度とは    

１ 点検・評価の目的 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 26 条の規定に

より行うもので、効果的な教育行政の推進に資するとともに、市民へ説明責任を果たすこ

とを目的とするものです。 

 

２ 点検・評価の方法 

(1) 平成 27 年度に実施した事務のうち、主要なものを教育委員会自らが点検・評価を行い

ました。 

(2) 点検・評価の結果を報告書にまとめ、議会に提出するとともに、ホームページで公表

します。 

 

３ 報告書の作成にあたって 

廿日市市教育委員会では平成 22 年 4 月に「廿日市市教育振興計画」（以下「振興計画」

という。）を策定しました。 

この振興計画は、まちづくりの指針である「第 5次廿日市市総合計画」（以下「総合計画」

という。）の施策の体系に基づいて、めざすべき教育の姿や教育委員会が実施する具体的な

施策などについて、教育の視点から整理したもので、そのねらいは、総合計画と整合性を

図り、総合計画に描かれたまちづくりをより推進していこうとするものです。 

この振興計画は、本市教育行政の進む方向を示した「基本構想」と、基本構想に基づき、

具体的な施策を示した「基本計画」で構成しており、その計画期間は、基本構想が平成 22

年度から平成 27年度まで、基本計画の前期が平成 22 年度から平成 23年度まで、後期が平

成 24 年度から平成 27年度までとなっています。 

この報告書は、振興計画の進行管理のため、振興計画の施策体系に基づいて編成してい

ます（施策体系図を 3ページに掲載）。 

この施策体系の「学校教育」とは、放課後や課外活動を含めた幼稚園、小学校、中学校

を中心として行う教育施策を対象としています。 

また、「社会教育」とは、「学校教育」以外のすべての教育行政を対象としており、学習

活動にとどまらず、その学習成果や学習の場を地域づくり、まちづくりにつなげるという

視点で対象施策を選んでいます。 

この報告書には、施策の数値目標を一覧表に掲載しており、「平成 27 年度目標数値等」

の欄の数値は、平成 24 年 4 月に策定した振興計画（後期基本計画）で定めた平成 27 年度

の目標値を達成するために、それぞれの年度において目標とする値を示しています。 

複数の施策に当てはまる取組（14 ページ チャレンジ学校づくり支援事業など）は、そ

れぞれの施策に重複して掲載しています。その場合、もう一方の掲載箇所を「再掲：学校

教育の基本目標－施策の基本方針○－( )」、「再掲：社会教育の基本目標－施策の基本方針

○－( )」で表示しています。 

なお、幼稚園、小学校、中学校は、特に記載のないものは廿日市市立の幼稚園、小学校、

中学校です。 
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振興計画における施策体系図 

基

本

構

想

基

本

計

画

次代次代次代次代のののの地域社会地域社会地域社会地域社会をををを支支支支ええええ未来未来未来未来をををを創造創造創造創造するひとづくりするひとづくりするひとづくりするひとづくり

○○○○ 個性豊個性豊個性豊個性豊かでかでかでかで創造性創造性創造性創造性にににに富富富富むひとづくりむひとづくりむひとづくりむひとづくり

○○○○ 地域地域地域地域にににに愛着愛着愛着愛着とととと誇誇誇誇りをりをりをりを持持持持つひとづくりつひとづくりつひとづくりつひとづくり

○○○○ 社会社会社会社会のののの発展発展発展発展にににに貢献貢献貢献貢献できるひとづくりできるひとづくりできるひとづくりできるひとづくり

めざすべき教育の姿

社会教育の基本目標

市民市民市民市民のののの学学学学びをびをびをびを支支支支ええええ文化文化文化文化をををを育育育育むむむむ

ひとづくり・まちづくりひとづくり・まちづくりひとづくり・まちづくりひとづくり・まちづくり

～学～学～学～学びによるまちづくりをめざしてびによるまちづくりをめざしてびによるまちづくりをめざしてびによるまちづくりをめざして～～～～

・いつでもどこでもだれでも学べる環境づくり（学び）

・ともに学び人と人がつながる環境づくり（つながり）

・学んだことを地域で生かす環境づくり（まちづくり）

学校教育の基本目標

夢夢夢夢とととと志志志志をもちをもちをもちをもち社会社会社会社会をたくましくをたくましくをたくましくをたくましく

生生生生きるきるきるきる『『『『はつかいちっはつかいちっはつかいちっはつかいちっ子子子子』』』』のののの育成育成育成育成

は：はつかいちに愛着と誇りをもつ子（郷土愛）

つ：追求する目標をもつ子（夢・志）

か：感性を磨き体を鍛える子（徳育・体育）

い：意欲をもち自ら学ぶ子（気力・知育）

ち：チャレンジ精神で元気にがんばる子

（挑戦・活力）

①①①① 誰もが学習しやすい環境づくり誰もが学習しやすい環境づくり誰もが学習しやすい環境づくり誰もが学習しやすい環境づくり

②②②② 学びにより人と人がつながる環学びにより人と人がつながる環学びにより人と人がつながる環学びにより人と人がつながる環

境づくり境づくり境づくり境づくり

④④④④ 地域の教育力を生かした子ども地域の教育力を生かした子ども地域の教育力を生かした子ども地域の教育力を生かした子ども

の健全育成の健全育成の健全育成の健全育成

⑤⑤⑤⑤ 文化財の継承・活用文化財の継承・活用文化財の継承・活用文化財の継承・活用

①①①① 地域地域地域地域やややや小小小小・・・・中学校中学校中学校中学校がががが連携連携連携連携したしたしたした教教教教

育体制育体制育体制育体制のののの確立確立確立確立

②②②② 教育内容教育内容教育内容教育内容のののの充実充実充実充実

③③③③ 子どもが健やかに育つ環境づく子どもが健やかに育つ環境づく子どもが健やかに育つ環境づく子どもが健やかに育つ環境づく

りりりり

④④④④ 教職員教職員教職員教職員のののの資質資質資質資質・・・・指導力指導力指導力指導力のののの向上向上向上向上

⑤⑤⑤⑤ 地域による学校支援や子どもの地域による学校支援や子どもの地域による学校支援や子どもの地域による学校支援や子どもの

成長を支える仕組みづくり成長を支える仕組みづくり成長を支える仕組みづくり成長を支える仕組みづくり

⑥⑥⑥⑥ 安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心なななな教育環境教育環境教育環境教育環境のののの確保確保確保確保

施施施施
策策策策
のののの
基基基基
本本本本
方方方方

針針針針

③③③③ 学んだ成果をひとづくり・学んだ成果をひとづくり・学んだ成果をひとづくり・学んだ成果をひとづくり・まちづまちづまちづまちづ

くりくりくりくりにつなげる支援につなげる支援につなげる支援につなげる支援

 
 

《参考》 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋）」 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第 1 項の規定により教育長に委任された

事務その他教育長の権限に属する事務（同条第 4 項の規定により事務局職員等に委任された事務を

含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を

作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見

の活用を図るものとする。 
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４ 点検・評価報告書に関する意見 

客観性を確保するとともに、効果的な点検・評価となるよう、教育に関する学識経験者

から意見をいただきました。 

広島修道大学 人文学部 教授 岡本 徹 氏 

専門分野：教育行財政学 

 

平成 19年 6 月、地方教育行政の組織及び運営に関する法律が改正され、効果的な教育行政の

推進と住民への説明責任を果たすために「教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理

及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会

に提出するとともに、公表しなければならない。」と新たに規定された。爾来、平成 20 年度事

業分から平成 27年度事業分までの 8年間、教育に関する学識経験者として廿日市市教育委員会

の自己点検・評価に当たって意見を述べてきた。 

その際のチェックポイントは、①Ｐｌａｎ（計画）、Ｄｏ（実施）、Ｃｈｅｃｋ（点検・評価）、

Ａｃｔｉｏｎ（改善）という、いわゆるＰＤＣＡサイクルが有効に働き、教育委員会事務の管

理執行業務が効果的に行われているか、②一般市民にわかりやすい報告書になっているかの大

きく 2 点であった。 

①に関しては、この 8 年間に、ＰＤＣＡサイクルが着実に精緻化され、運用されていること

を実感している。事務の点検・評価は、教育の基本方針ごとに、「平成 27年度の取組」「数値目

標の状況」「点検・評価」「今後の取組の方向」に分けられて行われている。「平成 27 年度の取

組」は、平成 26年度報告書でまとめられた「今後の取り組みの方向」を踏まえて計画実施され

たものであり、その結果は可能なかぎり平成 26 年度実績に基づく平成 27 年度数値目標として

設定されている。それらの数値目標の達成度や各種取組の実施状況を点検・評価して課題を明

らかにし、平成 28年度の取組の方向が提示されている。平成 27年度報告書は平成 20年度報告

書に比べると、はるかに緻密な分析による点検・評価が行われ、継続的な改善につながるもの

になっていると高く評価できる。 

 ②に関しては、平成 27 年度報告書でも用語解説を巻末に掲載するなど工夫がされている。ま

た、報告書完成までに数回行われる点検・評価会議でも、市民にわかりやすい表現にするよう

絶えず検討が繰り返された。すなわち、平成 27年度廿日市市教育委員会事務の管理執行は、適

正及び効果的に行われていたといえる。 

ただし、平成 27 年度報告書にある教育の基本方針とその最終達成目標は、「第 5 次廿日市市

総合計画」とそれに基づく「廿日市市教育振興計画（平成 22年度―平成 27 年度）」に定められ

ているので、この教育振興計画目標と平成 27 年度実績を比較した詳細な点検・評価が、教育委

員会内で厳格に行われることを期待したい。 

また、これまでの点検・評価会議に出席して強く感じたことがある。それは、教育委員会各

課の責任者が集まり点検・評価報告書を詳細に検討することによって、各課の担当分野を超え

た教育委員会全体事務の管理執行に関する現状と課題を共有することができ、そのプロセスそ

のものも効果的な教育行政の推進に大きく貢献しているということであった。 

 平成 28年度から、「第 6 次廿日市市総合計画」と「第 2 期廿日市市教育振興基本計画」に基

づく教育施策が始まった。廿日市市の教育の益々の発展と充実を祈念しながら、8年間の任期を

終えたいと思う。 
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ⅡⅡⅡⅡ    教育委員会の活動状況教育委員会の活動状況教育委員会の活動状況教育委員会の活動状況    

１１１１    教育委員の選任状況教育委員の選任状況教育委員の選任状況教育委員の選任状況    

《教育委員会委員一覧》 

職 名 名 前 任 期 備 考 

教育長 奥 典道 H27. 4. 1～H30. 3.31 2 期目 

教育長職務代理者 山川 肖美 H24.12.24～H28.12.23 2 期目（保護者） 

委 員 山下 芳樹 H27. 3.11～H31. 3.10 2 期目 

委 員 澁谷 憲和 H24.12.24～H28.12.23 2 期目 

委 員 中尾 好美 H25.12.25～H29.12.24 2 期目（保護者） 

委 員 山田 恭子 H26. 6.26～H29. 6.25 1 期目 

※ 平成 28 年 3月 31 日現在 

※ 任期は委員としての任期（4年） 

※ 教育長の任期は 3 年 

 

２２２２    教育委員会会議教育委員会会議教育委員会会議教育委員会会議    

会議は、毎月 1 回の定例会のほか、必要に応じて臨時会を開催し、教育行政の実施に関

する事項の審議を次のとおり行った。 

会議は原則公開で行った。市民への積極的な情報提供を行うため、会議を傍聴できるこ

とや会議の日時、場所のホームページへの掲載などを引き続き行っていく。 

 

4 月定例会（平成 27 年 4 月 10 日） 

区 分 件 名 

報告事項 

 

専決処分（注 1）につき承認を求めることについて 

○廿日市市教育委員会事務局等の組織に関する規則の一部を改正する規則 

○廿日市市教育委員会事務局及び学校その他の教育関係職員の職の設置に関

する規則の一部を改正する規則 

○廿日市市教育委員会事務決裁規程の一部を改正する訓令 

○廿日市市教育委員会公印規程の一部を改正する訓令 

○学校その他の教育機関の長に対する事務委任規程の一部を改正する訓令 

○技術員の給与に関する規程の一部を改正する訓令 

○廿日市市庁用自動車管理規程の一部を改正する訓令 

○廿日市市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する規程の一部を

改正する訓令 

○選挙運動のためにする個人演説会等開催のために必要な設備の程度等に関

する規程の一部を改正する告示 

○選挙運動のためにする個人演説会等の施設の使用のために納付すべき費用

の額を定める規程の一部を改正する告示 

○廿日市市教育委員会事務局及び教育機関の職員の人事異動について 

○教育委員会の権限に属する事務の補助執行について 
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 ○市長の権限に属する事務の委任について 

○廿日市市スポーツ推進委員の委嘱について 

○廿日市市文化財保護審議会委員の委嘱について 

○廿日市市公民館管理運営規則の一部を改正する規則 

○浅原中央活性化センター等の長に対する事務委任規程の一部を改正する訓

令 

審議事項 廿日市市就学指導委員会委員の委嘱について 

宮島歴史民俗資料館協議会委員の委嘱について 

その他 平成 27 年度の重点取り組みについて 

指定校一覧について 

ＡＳＴＣアジアトライアスロン選手権試泳会について 

 

5 月定例会（平成 27 年 5 月 1 日） 

区 分 件 名 

審議事項 平成 28 年度に廿日市市立学校で使用する教科用図書の採択方針について 

廿日市市立学校給食センター運営委員会委員の委嘱について 

廿日市市社会教育委員の委嘱について 

その他 学校の閉校後の様子等について 

いじめ防止対策の徹底について 

四季が丘小学校での小火について 

学校支援地域本部事業について 

チャレンジ学校づくり支援事業について 

 

6 月定例会（平成 27 年 6 月 12 日） 

区 分 件 名 

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて 

○平成27年度補正予算案に係る教育に関する予算を市議会に提出することに

ついて 

○廿日市市ＩＣカード管理規程の一部を改正する訓令 

○はつかいち市民図書館協議会委員の任命について 

その他 廿日市市学校給食施設の整備について 

平成 28 年度使用教科用図書採択事務の進捗状況について 

生徒会サミットについて 

いじめ防止対策の徹底について 

四季が丘小学校に出没するサルへの対策について 

ＡＳＴＣアジアトライアスロン選手権残日計除幕式について 
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7 月定例会（平成 27 年 7 月 3 日） 

区 分 件 名 

その他 平成 27 年度広島県市町教育委員会連合会定期総会の概要について 

平和の大切さを未来につなぐメッセージについて 

生徒会サミットについて 

平成 27 年度廿日市市「市町の挑戦支援加配」取組状況について 

教育委員の学校訪問について 

平成 28 年度使用教科用図書採択事務の進捗状況について 

 

8 月定例会（平成 27 年 8 月 7 日） 

区 分 件 名 

審議事項 廿日市市スポーツ推進委員の委嘱について 

その他 廿日市市教科用図書採択地区選定委員会答申内容について 

教育委員会事務の点検・評価報告書について 

第 2 期廿日市市教育振興基本計画の策定について 

教育委員の学校訪問について 

公開研究会の日程について 

運動会・体育祭の日程について 

伝統的建造物群保存地区制度について 

 

8 月臨時会（平成 27 年 8 月 11 日） 

区 分 件 名 

審議事項 平成 28 年度に廿日市市立中学校で使用する教科用図書の採択について 

平成28年度に廿日市市立小中学校特別支援学級で使用する教科用図書の採択

について 

 

9 月定例会（平成 27 年 9 月 4 日） 

区 分 件 名 

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて 

○廿日市市教育委員会事務局の職員の人事異動について 

審議事項 平成27年度補正予算案に係る教育に関する予算を市議会に提出することにつ

いて 

教育委員会の事務の点検及び評価の結果に関する報告書について 

市議会の議決を求めることについて（廿日市市伝統的建造物群保存地区保存

条例） 

その他 平成 27 年度「基礎・基本」定着状況調査結果について 

全国学力・学習状況調査結果について 

生徒会サミットについて 
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10 月定例会（平成 27年 10 月 2 日） 

区 分 件 名 

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて 

○廿日市市教育委員会事務局の職員の人事異動について 

○廿日市市教育委員会事務局の職員の人事異動について 

その他 学校給食への異物混入について 

いじめ防止対策の徹底について 

小・中学校における生徒指導上の諸問題の調査結果について 

こども相談室の利用状況について 

第 25回廿日市市生涯学習フェスティバルについて 

大会開催 200 日前イベント「トライアスロン写真展及び用品展示」について 

 

11 月定例会（平成 27年 11 月 20 日） 

区 分 件 名 

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて 

○廿日市市教育委員会事務局の職員の人事異動について 

○廿日市市教育委員会事務局の職員の人事異動について 

審議事項 廿日市市教育委員会事務局等の組織に関する規則の一部を改正する規則 

市議会の議決を求めることについて（公の施設の指定管理者の指定について） 

廿日市市スポーツ推進委員の委嘱について 

廿日市市伝統的建造物群保存地区保存条例施行規則 

市議会の議決を求めることについて（財産の取得について） 

その他 平成 28 年度当初予算編成方針について 

第 2 期廿日市市教育振興基本計画の策定について 

学校の規模適正化について 

学力調査の分析結果について 

通級指導教室の設置について 

平成 26 年度「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」にお

ける「いじめ」に関する調査結果について 
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12 月定例会（平成 27年 12 月 11 日） 

区 分 件 名 

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて 

○平成27年度補正予算案に係る教育に関する予算を市議会に提出することに

ついて 

○市議会の議決を求めることについて（廿日市市市民センター条例の一部を

改正する条例） 

審議事項 廿日市市文化財保護審議会に諮問することについて 

その他 平成 28 年度当初予算要求状況について 

第 2 期廿日市市教育振興基本計画の策定について 

第 6次廿日市市総合計画の策定状況について 

平成 27 年度広島県児童生徒の体力・運動能力調査について 

児童生徒等の健全育成に係る廿日市市教育委員会と廿日市警察署との相互連

絡制度に関する協定書について 

平成 27 年度優れた「地域による学校支援活動」推進にかかる文部科学大臣表

彰について 

 

1 月定例会（平成 28 年 1 月 8 日） 

区 分 件 名 

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて 

○廿日市市教育委員会教育機関の職員の人事異動について 

審議事項 廿日市市社会教育委員の委嘱について 

その他 平成 28 年度教育委員会会議の日程について 

第 2 期廿日市市教育振興基本計画の策定について 

平成 28 年度学校教育の取組について 

平成 27 年度卒業式について 

いじめ防止対策の徹底について 

廿日市市サッカー場人工芝改修工事の請負契約の締結について 

 

2 月定例会（平成 28 年 2 月 19 日） 

区 分 件 名 

報告事項 専決処分につき承認を求めることについて 

○廿日市市伝統的建造物群保存地区保存審議会委員の委嘱について 

審議事項 市議会に報告することについて（損害賠償の額を定めることについて） 

廿日市市就学指導委員会規則の一部を改正する規則 

市議会の議決を求めることについて（廿日市市立学校施設使用条例の一部を

改正する条例） 
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 市議会の議決を求めることについて（廿日市市歴史民俗資料館条例の一部を

改正する条例） 

市議会の議決を求めることについて（廿日市市サッカー場設置及び管理条例

の一部を改正する条例） 

市議会の議決を求めることについて（廿日市市パークゴルフ場設置及び管理

条例の一部を改正する条例） 

その他 平成 28 年度教育費の主な政策的事業について 

第 2 期廿日市市教育振興基本計画の策定について 

 

3 月定例会（平成 28 年 3 月 14 日） 

区 分 件 名 

報告事項 

 

専決処分につき承認を求めることについて 

○平成28年度予算案に係る教育に関する予算を市議会に提出することについ

て 

○平成27年度補正予算案に係る教育に関する予算を市議会に提出することに

ついて 

○廿日市市立小中学校長の任免に係る内申について 

審議事項 第 2 期廿日市市教育振興基本計画の策定について 

選挙運動のためにする個人演説会等開催のために必要な設備の程度等に関す

る規程の一部を改正する告示 

選挙運動のためにする個人演説会等の施設の使用のために納付すべき費用の

額を定める規程の一部を改正する告示 

農業委員会委員選挙の選挙運動のためにする個人演説会の施設の使用のため

に納付すべき費用の額を定める規程を廃止する告示 

廿日市市立学校の管理及び学校教育法の実施に関する規則の一部を改正する

規則 

廿日市市大野体育館等管理規則の一部を改正する規則 

廿日市市埋蔵文化財取扱規則 

廿日市市指定重要文化財の指定について 

その他 就学指導委員会で審議した児童生徒の就学について 

読書活動推進計画について 

平成 28 年度入学式について 

いじめ防止対策の徹底について 

ＡＳＴＣアジアトライアスロン選手権開催準備状況について 

※ 定例会 12回、臨時会 1回 

※ 報告事項 32 件、審議事項 32 件、その他 61 件 
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３３３３    教育委員の活動状況教育委員の活動状況教育委員の活動状況教育委員の活動状況    

   国や県の動向について情報収集を行うとともに、今後の課題解決の参考とするため、各

種会議や研修会への参加、先進地の視察等を行った。また、学校等の教育機関への訪問や

行事への出席を行い、各機関の状況把握に努めた。 

   今後も、引き続き、教育施設等への視察や意見交換会などを開催し、現場の状況や課題

の把握に努めるとともに、新たに設置された総合教育会議（注 2）を通じて市長とより緊密に

連携しながら教育行政を推進していく。 

 

《総合教育会議》 

開催日 議 事 内 容 

平成 27 年 6 月 26 日 
○廿日市市総合教育会議の運営について 

○教育大綱（注 3）策定の考え方について 

平成 28年 1 月 15 日 ○廿日市市教育大綱（案）について 

平成 28年 3 月 25 日 
○廿日市市教育大綱（最終案）について 

○平成 28年度子育て・教育関連の主な事業 

 

《会議、研修会等への参加》 

項  目 内  容 

平成 27年度広島県市町

教育長会議 

（教育長） 

○開催日：平成 27 年 4月 13 日、平成 28年 1月 27 日 

○開催地：広島市 

○議事：県教育施策の推進状況及び次年度の施策の方向性につ

いて 

平成 27年度広島県都市

教育長会総会 

（教育長） 

 

 

 

 

○開催日：平成 27 年 4月 20日、10月 7 日 

○開催地：福山市 

○議事：役員、予算関係等 

○広島県教育委員会との意見交換及び諸連絡 

「平成 27年度広島県教育委員会に対する要望事項の回答」 

「平成 28年度広島県教育委員会に対する要望事項の提出」 

広島県西部教育事務所

管内教育長、部課長合

同会議 

(教育長） 

○開催日：平成 27 年 5月 14 日、7 月 22 日、12月 16 日 

○開催地：呉市、呉市、広島市 

○全体会「不祥事を生まない職場づくりについて」等 

○教育長部会「平成 27 年度教育施策目標等の実施状況につい

て」「学びの変革アクションプランの実現に向けた取組につい

て」等 

○部課長部会「人事事務上の課題について」「生徒指導上の諸

問題の状況について」等 
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項  目 内  容 

平成 27 年度広島県市町

教育委員会連合会定期

総会 

（教育長） 

○開催日：平成 27 年 5月 27 日 

○開催地：広島市 

○議事：決算、予算関係等 

○広島県教育委員会との意見交換項目 

「教職員の人員確保及び人材育成について」「教育現場におけ

るＩＣＴの活用について」「新たな教育委員会制度について」 

中国地区市町村教育委

員会連合会研修大会 

（１名） 

○開催日：平成 27 年 7月 23 日、24 日 

○開催地：岡山県倉敷市 

○実践発表：岡山県笠岡市教育委員会教育長 

      「笠岡の教育～最優先は授業改善～」 

      広島県世羅町教育委員会教育長 

      「教育の質の向上を目指す教育行政」 

○記念講演：くらしき作陽大学 

子ども教育学部長 高橋 香代 氏 

      「教育委員の 16 年を振り返って」 

平成 27 年度中国地区都

市教育長会定期総会並

びに研究協議会 

（教育長） 

○開催日：平成 27 年 10月 22 日、23 日 

○開催地：岡山県倉敷市 

○議事：決算予算関係等、宣言、決議 

○講演：文部科学省初等中等教育局参事官付 

    参事官補佐 廣田 貢 氏 

    「コミュニティ・スクールを核とした地域とともにあ

る学校づくりの推進」 

○行政説明：文部科学省初等中等教育局財務課教育財政室 

      室長補佐 清重 隆信 氏 

      「初等中等教育における諸課題」 

○研究発表：学校教育 鳥取県倉吉市 

      社会教育 広島県江田島市 

平成 27 年度市町村教育

委員会研究協議会 

（1名） 

○開催日：平成 27 年 11 月 12 日、13 日 

○開催地：奈良県奈良市 

○基調講演：福井大学大学院教育学研究科  

教授 松木 健一 氏 

「思考力・判断力・表現力等を育成するための教員

の資質・能力の向上について」 

○パネルディスカッション 

○事例発表・研究協議 

※ 参加回数 11回、延べ 11 人 
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《行事等への出席》 

項  目 参加委員数（教育長は除く。） 

廿日市市立小中学校教職員辞令交付式 5名 

入学式 小学校 2名（2校）、中学校 3名（3 校） 

運動会、体育祭 

小学校 4名（4校）、中学校 4名（4 校） 

小中一貫校 1 名（1 校）、幼稚園 1 名（1

校） 

学校訪問 小学校 5名（1校）、中学校 5名（1 校） 

成人式 5名 

卒業式 小学校 4名（4校）、中学校 4名（4 校） 

廿日市市立小中学校教職員退職辞令交付式 3名 

※出席回数 28 回、延べ 46 人 
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ⅢⅢⅢⅢ        事務の点検・評価事務の点検・評価事務の点検・評価事務の点検・評価    

学校教育の基本目標学校教育の基本目標学校教育の基本目標学校教育の基本目標        夢と志をもち、社会をたくましく生きる『はつかいちっ子』の育成夢と志をもち、社会をたくましく生きる『はつかいちっ子』の育成夢と志をもち、社会をたくましく生きる『はつかいちっ子』の育成夢と志をもち、社会をたくましく生きる『はつかいちっ子』の育成    

基本方針基本方針基本方針基本方針①①①①        地域や小・中学校が連携した教育体制の確立地域や小・中学校が連携した教育体制の確立地域や小・中学校が連携した教育体制の確立地域や小・中学校が連携した教育体制の確立    

    

    

    

    

    

    

    

 

    

    

１ 平成 27 年度の取組 

    

(1)(1)(1)(1)    小中一貫教育の推進小中一貫教育の推進小中一貫教育の推進小中一貫教育の推進 

ア 小中合同公開研究会などの開催 

小・中学校間の円滑な接続を図り、9 年間の効果的な指導体制を確立するため、中学

校区で共通の教育目標や研究主題を設定し、すべての中学校区で小中合同研修会や授

業研究会などを実施した。 

また、小・中学校共通の取組や成果を発信する小中合同公開研究会をすべての中学

校区で開催した。 

イ 小・中学校への非常勤講師の配置 

小学校の教員が中学校へ、中学校の教員が小学校へ出向いて学習指導や生徒指導等

を相互に体験し、自校での指導に反映させる取組を行った。小中一貫教育の取組が年々

積み重ねられ、小学校と中学校の共通理解が深まってきていることから、今年度は教

員が自校を離れる際、その教員の代替授業を行う非常勤講師の配置が昨年度より減少

し延べ 31人（延べ 119時間）となった。 

大野西小学校と大野中学校の本格的な施設一体型の小中一貫教育の実施に当たり、

小・中学校の両方で児童生徒を指導し、小・中学校の連絡調整を図るための非常勤講

師を 2 人（延べ 948 時間）配置した。 

ウ 小中一貫教育連絡協議会の開催 

各中学校区の代表が出席して、小中一貫教育推進校の実践報告や、今年度実施した

小中一貫教育についての教職員意識調査の結果やお互いの取組状況を情報交換し、課

題や取組を共有することで、より効果的な方法を模索した。年間 1回（2月）開催した。 

エ 学校施設の整備 

     平成 24 年度から引き続き大野西小学校・大野中学校小中一貫教育推進校（一体型）

の施設整備を実施し、平成 27 年度は、柔剣道場部室棟の建設工事を行うとともに、小・

中学校の校庭整備を行った。 

 

① 地域や小・中学校が連携した 

教育体制の確立 

(1) 小中一貫教育の推進 

(2) 学校規模適正化の推進 

(3) 体験活動の実施 

(4) 学校評価システム（注 4）の充実 

(5) 学校・家庭・地域の連携 
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事業費（決算額） 
小中一貫教育推進事業 3,498,099円     

小中一貫校施設整備事業 609,694,820円     

 

 ＜小中一貫教育を推進する中学校区一覧＞ 

型 中学校区 学校名 

一体型 

吉和中学校区 吉和小学校、吉和中学校 

宮島中学校区 宮島小学校、宮島中学校 

大野中学校区 大野西小学校、大野中学校 

連携型 

廿日市中学校区 廿日市小学校、佐方小学校、廿日市中学校 

七尾中学校区 平良小学校、原小学校、金剛寺小学校、七尾中学校 

阿品台中学校区 阿品台東小学校、阿品台西小学校、阿品台中学校 

野坂中学校区 宮内小学校、地御前小学校、野坂中学校 

四季が丘中学校区 宮園小学校、四季が丘小学校、四季が丘中学校 

佐伯中学校区 友和小学校、津田小学校、佐伯中学校 

大野東中学校区 大野東小学校、大野東中学校 

   ※ 一体型は、小・中学校が同じ敷地、校舎で、共通の経営理念のもと、一体となって

運営する。 

   ※ 連携型は、小・中学校が別々の敷地、校舎で、推進組織を設置し、計画的に連携す

る。 

 

((((2222))))    学校規模適正化の推進学校規模適正化の推進学校規模適正化の推進学校規模適正化の推進    

平成 27年 4 月 1日をもって、玖島小学校を友和小学校に、浅原小学校を津田小学校に

統合した。統合後半年が経過した状況で旧小学校に在籍していた児童及びその保護者に

アンケートを実施し、学校規模適正化の成果と課題を検証した。 

    

((((3333))))    体験体験体験体験活動の実施活動の実施活動の実施活動の実施    

ア チャレンジ学校づくり支援事業（再掲：学校教育の基本目標－施策の基本方針③－

(7)、社会教育の基本目標－施策の基本方針④－(2)） 

     地域の教育力を生かしながら自然や地域の伝統文化等に触れたり、宿泊体験等を行

ったりすることで、児童の豊かな人間性、社会性や自ら考え行動できる力を育むこと

を目指し、小規模小学校 2 校において、相互交流を実施した。 
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対象校 日程 会場等 活動事例 

吉和小学校⇔

宮島小学校 

4 月 30日 宮島小学校等 潮干狩り、ドッジボール大会 

5 月 16 日 吉和小学校等 ひまわりの種まき、田植え体験 

吉和小学校⇔

宮島小学校 

7月 24 日～

25 日 

吉和小学校、もみのき

森林公園等 

登山、星空観察、ひまわり畑･田

植え体験の田見学、川遊び 

10月 14日 

～15 日 

宮島小学校、商店街等 地域文化体験（もちつき、もみじ

まんじゅうづくり、子ども神輿）、

みやじマリン見学 

 

 

事業費（決算額） チャレンジ学校づくり支援事業 496,742円 

 

イ 様々な体験交流活動の促進（再掲：学校教育の基本目標－施策の基本方針③－(7)、

社会教育の基本目標－施策の基本方針④－(2)） 

     農山村地域の体験施設等で、企画実施している自然体験、農業体験など様々な体験

交流活動を推進するため、体験施設等と協議を行いプログラムの見直しを行うととも

に学校、子ども会、青少年育成団体などにＰＲを行った。 

ウ 移動文化教室 

     本物の芸術文化に触れる機会を提供するため、四季が丘中学校で合唱（エリザベト

シンガーズ）の鑑賞会を、廿日市中学校で「説教源氏節人形芝居眺楽座（注 5）」の鑑賞

を行い、音楽や伝統芸能に興味を持つように取り組んだ。 

事業費（決算額） 文化振興事業（移動文化教室事業） 300,000円 

エ 舞台芸術の鑑賞 

     舞台芸術の鑑賞を通じて、情感豊かな心を養うことを目的として財団法人舞台芸術

センターが企画・主催する「こころの劇場」で、劇団四季のミュージカル「むかしむ

かしゾウがきた」の鑑賞を小学校 6 年生対象に行った。 

 

(4)(4)(4)(4)    学校学校学校学校評価システムの充実評価システムの充実評価システムの充実評価システムの充実    

幼稚園、小・中学校では、学校の教育活動その他学校運営の状況についての評価を行

うとともに、保護者及び地域住民その他の関係者に積極的に情報提供をすることにより、

学校運営の改善を図り、教育水準の向上に努め、保護者等との連携協力を推進している。

学校訪問においては、校長の相談に応じたり、教頭、主幹教諭、主任層の教諭に対し、

学校評価に設定した評価項目を意識した学校経営への参画について、指導・助言を行っ

た。 

今年度も全ての学校が、自己評価に加えて、学校関係者による評価を行うとともに、

評価結果を各校のホームページへ掲載するなどして積極的な公表に努め、学校運営につ

いての情報を広く発信して、学校関係者の学校教育への参画を促進した。 

また、今年度から、自己有用感を育み、いじめ等の問題行動の未然防止や学習意欲の
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向上を図る「つながり支援プロジェクト（注 6）」に市内全校で取り組んでいることから、

全校の評価項目にも「自己有用感育成に係る項目」を入れるよう指導し、取組と評価が

一体となるよう取り組んだ。 

 

((((5555))))    学校・家庭・地域の連携学校・家庭・地域の連携学校・家庭・地域の連携学校・家庭・地域の連携 

学校支援地域本部事業（注 7）（再掲：学校教育の基本目標－施策の基本方針⑤－(1)、

社会教育の基本目標－施策の基本方針③－(2)、社会教育の基本目標－施策の基本方針④

－(2)）    

     地域の教育力による支援体制を整備し、地域の教育力の向上と学校が子どもと向き合

う時間を確保するため、学校、地域と協議を重ね、それぞれの地域の実態に合った学校

支援地域本部を新たに 2本部開設し、14本部となった。 

     また、既存の 1 本部の事業実施校に中学校（大野東中学校）が加わり、中学校区での

取組となった。 

 

 

 
事業実施校 設置年月日 

学校支援地域本部構成員 

（平成 28年 3月 31 日現在） 

地域教育

協議会 

地域 ｺ ｰ

ﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

学校支援

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 

大野学園学校支援

地域本部 

大野中学校 

大野西小学校 

平成 21 年 

10月 1 日 
17 人 11 人 110人 

友和小学校区学校 

支援地域本部 
友和小学校 

平成 22 年 

5 月 28日 
26 人 2 人 32 人 

大野東中学校学校

区支援地域本部 

大野東中学校 

大野東小学校 

平成 23 年 

12 月 19 日 
20人 12 人 90人 

佐方小学校区学校 

支援地域本部 
佐方小学校 

平成 23 年 

12 月 21 日 
22 人 7 人 73 人 

平良小学校区学校 

支援地域本部 
平良小学校 

平成 25 年 

1 月 17 日 
16 人 10人 88人 

阿品台東小学校・ 

阿品台中学校学校 

支援地域本部 

阿品台中学校 

阿品台東小学校 

平成 25 年 

2 月 7 日 
15 人 3 人 

 

104 人 

 
阿品台西小学校・ 

阿品台中学校学校 

支援地域本部 

阿品台中学校 

阿品台西小学校 

平成 25 年 

2 月 7 日 
15 人 10人 

地御前小学校区学

校支援地域本部 
地御前小学校 

平成 26 年 

1 月 21 日 
12 人 3 人 40人 

宮園小学校区学校 

支援地域本部 
宮園小学校 

平成 26 年 

1 月 29 日 
11 人 3 人 44 人 
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原小学校区学校支

援地域本部 
原小学校 

平成 26 年 

2 月 19 日 
8人 7 人 52 人 

四季が丘小学校区

学校支援地域本部 
四季が丘小学校 

平成 27 年 

2 月 3 日 
22 人 2 人 52 人 

金剛寺小学校区学

校支援地域本部 
金剛寺小学校 

平成 27 年 

2 月 5 日 
11 人 5 人 26 人 

宮内小学校区学校

支援地域本部 
宮内小学校 

平成 27 年 

11 月 25 日 
17 人 6 人 54 人 

津田小学校区学校

支援地域本部 
津田小学校 

平成 28年 

1 月 28日 
16 人 3 人 25 人 

書写、図工などの技術教科を中心とした学習支援、登下校時や校外学習時における安

全見守り支援、地域行事への参加など、学校と地域との協働による学校支援を推進する

ために、地域又は学校に対し、助言などを行った。 

学校支援地域本部での取組を学校だより、コミュニティの情報誌等に掲載するなどし、

ＰＴＡや地域住民との情報共有を図った。 

事業費（決算額） 学校支援地域本部事業 12,884,746円 

 

２  数値目標の状況 

 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

小・中学校が共通目標を設定して

指導している中学校区 
10 中学校区 10 中学校区  10 中学校区 達成 

小中合同研究会開催中学校区  8 中学校区 8 中学校区 10 中学校区 達成 

チャレンジ学校づくり支援事業

実施校数 
 2 校 2 校  2 校 達成 

移動文化教室開催校数  2 校 2 校  2 校 達成 

学校関係者評価実施校数  29 校 27 校  27 校 達成 

学校支援地域本部の設置数 

（家庭及び地域による支援体制

が整っている学校が存在する中

学校区数） 

12 か所 

(8 中学校区) 

14 か所 

(8 中学校区) 

14 か所 

( 8 中学校区) 
達成 

（中学校区：全 10校区  小学校：全 17 校  中学校：全 10校） 
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３  点検・評価 

 

(1)(1)(1)(1)    小中一貫教育の推進小中一貫教育の推進小中一貫教育の推進小中一貫教育の推進 

今年度は、すべての中学校区で合同公開研究会を実施するなど、小中一貫教育の取組

が充実した。 

また教職員へのアンケートによると、小中一貫教育を推進することについては、五つ

の項目すべてにおいて 80％以上の教職員がその効果を実感し、四つの項目においてその

教職員の割合は前年度以上となっている。 

この結果について、市のホームページに掲載し保護者や地域には公表することとして

いる。 

教職員への質問項目 
肯定的回答の割合 

平成 26 年度 平成 27 年度 

小中一貫教育を推進することにより、児童生徒理解が深ま

った。 
86.6% 91.1% 

小中一貫教育を推進することは、学力向上において効果が

ある。 
86.8% 86.9% 

小中一貫教育を推進することは、問題行動を減少させるう

えで効果がある。 
87.0% 88.9% 

小中一貫教育を推進することは、基本的な生活習慣をつけ

させる上で、教育効果がある。 
87.1% 85.8% 

小中合同研修会は、指導力向上に役立つ。 82.9% 86.7% 

小・中学校の教員の相互乗り入れについては、時間割調整等のノウハウが蓄積され円

滑に実施されるようになってきた。そのため、教員が自校を離れる際の代替授業を行う

非常勤講師の時数は年々減少している。 

大野西小学校・大野中学校は、平成 26 年 9 月より、新校舎に移転し、平成 27 年 4 月

に、施設一体型小中一貫教育校「大野学園」（愛称）として開校した。現在、小学校と中

学校の 9 年間を見通した教育活動の一環として、中学校教員による小学校での「乗り入

れ授業」、異年齢でグループ編成をした「ペア掃除」、中学生が小学生に勉強を教える「リ

トルティーチャー」の試みなどに加え、一体型校舎の特長を生かした取組が充実してい

るところである。 

その地域や保護者と学校との関わりを深め、学校だよりやホームページ等で情報を発

信することにより開かれた学校づくりの実現に努めることができている。 

 

((((2222))))    学校規模適正化の推進学校規模適正化の推進学校規模適正化の推進学校規模適正化の推進 

旧玖島小学校・浅原小学校の統合後、半年が経過した状況で旧小学校に在籍していた

児童と保護者に対してアンケート調査を実施した。児童・保護者へのアンケート調査結

果では、約 8 割の児童が学校の統合を肯定的に捉えており、約 6 割の保護者も学校の統

合を肯定的に捉えていた。その結果からも学校の統合は児童の教育環境を確保する上で、

一定の成果があった。学校統合に向けては、保護者や地域住民の声をしっかりと聞きな
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がら進めてきた。また、統合決定後についても、保護者や地域住民の意見を踏まえて、

環境の変化をできる限り緩和する姿勢で行ったことはよかったと考える。 

    

((((3333))))    体験活動の実施体験活動の実施体験活動の実施体験活動の実施    

ア チャレンジ学校づくり支援事業    

学校と地域の協力連携が良好であり、子どもたちが自分の住んでいる地域や交流相

手校のある地域へ愛着を感じていることがうかがえ、事業が円滑に実施できた。 

交流相手校の同世代の子どもと地域の支援者との交流や宿泊体験などにより、児童

の社会規範の習得・コミュニケーション能力の向上につながった。 

環境の異なる地域での自然体験や交流を通じて、子どもの視野が広がり、児童自身

が自己課題を発見し、解決する力の育成につながっている。 

事業実施にあたり、地域と十分話し合い、地域に過度な負担がかからないように取

組を進めることができた。 

イ 様々な体験交流活動の促進（再掲：学校教育の基本目標－施策の基本方針③－(7)、

社会教育の基本目標－施策の基本方針④－(2)） 

学校、子ども会、青少年育成団体などに日帰りで実施できるプログラムを中心にＰ

Ｒを行い、体験活動の促進が図られた。 

ウ 移動文化教室 

中学生に文化芸術に親しんでもらう機会を提供することで文化芸術の楽しさを学ば

せることができた。 

エ 舞台芸術の鑑賞 

小学校 6 年生を対象に、劇団四季ミュージカル「むかしむかしゾウがきた」の鑑賞

を行い、優れた舞台芸術に触れ情感豊かな心を養う機会の提供ができた。 

 

(4)(4)(4)(4)    学校評価システムの充実学校評価システムの充実学校評価システムの充実学校評価システムの充実 

平成 27 年度は、目指す児童生徒像を明らかにするとともに、教育委員会が示す取組の

重点である「つながり支援プロジェクト」に全校で取り組むことから、「自己有用感育成」

に関わる評価項目を全校で取り入れた。そのため、評価項目数は 248 個となり、平成 26

年度を上回ったが、どの学校からも、「自己有用感」というキーワードが取組の説明の中

で聞かれるようになり、教職員の意識を高める上で効果的だったと考えている。 

 

(5)(5)(5)(5)    学校・家庭・地域の連携学校・家庭・地域の連携学校・家庭・地域の連携学校・家庭・地域の連携 

新たに、二つの学校支援地域本部を開設し、学習支援及び地域交流などに着手した。 

既存の学校支援地域本部は、それぞれが体制の見直しや事務分担の見直しなどを行い

自主的な運営を行えるようになってきており、支援ボランティアと学校との良好な協調

関係を保ちつつ、地域行事への児童生徒の参加など、支援活動が順調に継続実施できた。 

    平良平良平良平良小学校区学校支援地域本部が小学校区学校支援地域本部が小学校区学校支援地域本部が小学校区学校支援地域本部が「「「「平成平成平成平成 27272727 年年年年度優れた『地域による学校支援活動』推度優れた『地域による学校支援活動』推度優れた『地域による学校支援活動』推度優れた『地域による学校支援活動』推

進にかかる文部科学大臣表彰」進にかかる文部科学大臣表彰」進にかかる文部科学大臣表彰」進にかかる文部科学大臣表彰」を受賞した。を受賞した。を受賞した。を受賞した。    
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４ 今後の取組の方向 

 

((((1)1)1)1)    小中一貫教育の推進小中一貫教育の推進小中一貫教育の推進小中一貫教育の推進 

今年度全校で合同公開研究会が実施されるなど、小中一貫教育は一定のレベルに達し

てきた。 

    今後は、「9 年間の小中一貫教育でめざす児童生徒像」を明確にし、そのような子ども

を育てるために必要な「資質・能力」を明らかにして、更なる充実を図る。 

 

(2)(2)(2)(2)    学校規模適正化の推進学校規模適正化の推進学校規模適正化の推進学校規模適正化の推進 

旧玖島小学校・浅原小学校に在籍していた児童の状況を、学校訪問や聞き取りなどに

より定期的に把握し、関係課や事業者等と連携して、必要な対応や支援を引き続き行う。

地域は、廃校をきっかけとして、地域の再生に向けた自治活動が活発化してきている一

方、跡地活用の協議は進行中であり、地域の活性化に向けて、行政と地域が相互に連携

し、それぞれの役割を果たしていくことが重要である。 

 

(3)(3)(3)(3)    体験活動の実施体験活動の実施体験活動の実施体験活動の実施    

ア チャレンジ学校づくり支援事業 

     小規模校の児童が普段は体験できない同世代の子ども同士の交流ができていること、

地域の人や伝統文化との触れ合いにより、コミュニケーション能力の向上が図られ、

子どもたちが地域に愛着を感じていることなどの事業効果が得られている。 

しかし、実施校が 2 校のみとなったこと、また、事業実施校は、いずれも本年度学

校支援地域本部を設置する予定であることを考慮し、学校、地域の意向を踏まえなが

ら今後の事業のあり方について検討していく。 

イ 様々な体験交流活動の促進 

学校、子ども会、青少年育成団体などのそれぞれのニーズに合わせた活用しやすい

各種体験交流活動プログラムを体験施設と協力してＰＲしていく。 

また、青少年育成団体が実施している体験活動について、多くの子どもが参加でき

るように学校等にＰＲを行う。 

ウ 移動文化教室 

     平成 28年度は、2 校で実施する。 

エ 舞台芸術の鑑賞 

他団体主催の事業であるが、児童が芸術に触れる機会を提供するとともに、家族で

の舞台芸術鑑賞へ結びつけるため、引き続き開催することで、芸術文化教育の充実を

図る。 

 

(4)(4)(4)(4)    学校評価システムの充実学校評価システムの充実学校評価システムの充実学校評価システムの充実    

学校評価システムが、学校経営や教育活動を改善させるためのツールとして、また、

人材育成を図るためのツールとして、一層機能するよう、目指す児童生徒像を明らかに

する。 

また、平成 28年度は、平成 27 年度と同様に教育委員会が示す取組が目標と評価項目、
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取組指標に適切に位置付けられ、取組が進むよう指導する。 

 

(5)(5)(5)(5)    学校・家庭・地域の連携学校・家庭・地域の連携学校・家庭・地域の連携学校・家庭・地域の連携 

学校支援地域本部は、諸状況に配慮した上で、学校に対し、地域内における各機関・

団体が連携した支援体制を取れることが重要であり、そのためには、関係する機関ごと、

地域コミュニティごと、団体ごとに協議、調整及び意思統一が必要である。市内全域へ

の設置を目指しており、次年度また新たに学校支援地域本部を設置する地域についても、

これまで同様十分な事前調査と調整を行う。 

地域の教育力が様々な場面において発揮できるよう、学校のニーズに合わせた支援活

動を学校区（地域）で十分協議し、持続可能な学校支援地域本部を形成する。 

それぞれの地域の実態に合った持続可能な支援内容の組立てに努め、また、各々の学

校支援地域本部の自立を目指し、各本部の実践交流や研修の場をもつと同時に教育委員

会教育指導課、市地域政策課との連携・協力を強める。 

平成 30年度末までに中学校区として取り組んでいく体制の完成を目指しており、体制

方針の検討を行い、既存の各本部にその方向性を示していく。 
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基本方針基本方針基本方針基本方針②②②②        教育内容の充実教育内容の充実教育内容の充実教育内容の充実        

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 平成 27 年度の取組 

 

(1)(1)(1)(1)    学力の定着・向上学力の定着・向上学力の定着・向上学力の定着・向上 

ア 学力・学習状況調査の実施 

児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、ＰＤＣＡサイクル（注 9）に基づいた授業

改善を行うため、全国学力・学習状況調査（小学校 6 年生・中学校 3 年生を対象に 4

月）、広島県「基礎・基本」定着状況調査（小学校 5 年生・中学校 2年生を対象に 6月）、

廿日市市学力定着状況調査（小学校 3 年生から中学校 2 年生を対象に 1 月下旬）を実

施した。 

項目 平成25年度実績 平成26年度実績 平成27年度実績 

 

 

 

全国学力・学習 

状況調査正答率 

 

※（  ）内は県平均 

 ［  ］内は全国平均 

※小学校は 6 年生、中学校は 

3 年生を対象に実施 

 ※表中のＡ、Ｂはそれぞれ 

  「Ａ問題」「Ｂ問題」（注 10）

を表す。 

 

 

 

小学校 小学校 小学校 

国語Ａ65.9% 

(65.8%) 

[62.7%] 

国語Ｂ53.6% 

(52.7%) 

[49.4%] 

算数Ａ78.9% 

(79.2%) 

[77.2%] 

算数Ｂ61.8% 

(61.3%) 

[61.8%] 

理科 

調査なし 

国語Ａ77.7% 

(75.9%) 

[72.9%] 

国語Ｂ58.8% 

(58.3%) 

[55.5%] 

算数Ａ82.1% 

(80.7%) 

[78.1%] 

算数Ｂ60.8% 

(60.1%) 

[58.2%] 

理科 

調査なし 

国語Ａ73.9% 

(73.8%) 

[70.0%] 

国語Ｂ69.2% 

(69.7%) 

[65.4%] 

算数Ａ77.8% 

(77.7%) 

[75.2%] 

算数Ｂ48.6% 

(46.7%) 

[45.0%] 

理科   63.7% 

(63.2%) 

[60.8%] 

 

② 教育内容の充実 (1) 学力の定着・向上 

(2) 伝統・文化に関する教育、国際理解教育の充実 

(3) キャリア教育（注 8）の推進 

(4) 環境教育の充実 

(5) 情報教育の充実 

(6) 読書環境の充実 
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項目 平成25年度実績 平成26年度実績 平成27年度実績 

 

全国学力・学習 

状況調査正答率 

 

※（  ）内は県平均 

 ［  ］内は全国平均 

※小学校は 6 年生、中学校は 

3 年生を対象に実施 

 ※表中のＡ、Ｂはそれぞれ 

  「Ａ問題」「Ｂ問題」を表す。 

 

中学校 中学校 中学校 

国語Ａ77.1% 

(76.7%) 

[76.4%] 

国語Ｂ69.9% 

(69.2%) 

[67.4%] 

数学Ａ63.0% 

(64.8%) 

[63.7%] 

数学Ｂ41.6% 

(43.5%) 

[41.5%] 

理科 

調査なし 

国語Ａ80.7% 

(80.1%) 

[79.4%] 

国語Ｂ53.3% 

(50.9%) 

[51.0%] 

数学Ａ69.2% 

(68.4%) 

[67.4%] 

数学Ｂ61.6% 

(60.5%) 

[59.8%] 

理科 

調査なし 

国語Ａ79.5% 

(76.5%) 

[75.8%] 

国語Ｂ70.5% 

(67.0%) 

[65.8%] 

数学Ａ65.4% 

(64.6%) 

[64.4%] 

数学Ｂ44.6% 

(42.7%) 

[43.6%] 

理科 55.2% 

(52.2%) 

[53.0%] 

 

項目 平成25年度実績 平成26年度実績 平成27年度実績 

広島県 

「基礎・基本」定着状況調査 

通過率（注 11） 

 

※（  ）内は県平均 

※小学校は 5 年生、中学校は 

2 年生を対象に実施 

小学校 小学校 小学校 

国語  71.2% 

(70.1%) 

算数  72.4% 

(69.8%) 

理科  61.4% 

(61.3%) 

国語  69.7% 

(71.8%) 

算数  79.4% 

(78.0%) 

理科  71.0% 

(70.6%) 

 

国語  74.2% 

(74.7%) 

算数  71.4% 

(71.6%) 

理科  64.5% 

(65.3%) 

中学校 中学校 中学校 

国語  72.1% 

(71.7%) 

数学  69.0% 

(69.0%) 

理科  39.8% 

(39.9%) 

英語  74.9% 

(72.1%) 

国語  75.3% 

(73.7%) 

数学  71.1% 

(70.2%) 

理科  54.3% 

(55.0%) 

英語  72.6% 

(68.2%) 

 

国語  74.5% 

(73.6%) 

数学  72.5% 

(70.4%) 

理科  49.8% 

(50.2%) 

英語  70.6% 

(68.2%) 
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項目 平成25年度実績 平成26年度実績 平成27年度実績 

広島県 

「基礎・基本」定着状況調査 

通過率 30％未満の 

児童生徒の割合 

 

※（  ）内は県平均 

※小学校は 5 年生、中学校は 

2 年生を対象に実施 

小学校 小学校 小学校 

国語  2.5% 

(2.8%) 

算数  2.2% 

(3.5%) 

理科  6.3% 

(8.0%) 

国語  3.3 % 

(2.9%) 

算数  0.7% 

(1.8%) 

理科  2.9% 

(2.9%) 

国語  3.3% 

(2.5%) 

算数  1.7% 

(1.6%) 

理科  3.8% 

(3.8%) 

中学校 中学校 中学校 

国語  3.2% 

(2.8%) 

数学   4.7% 

(6.0%) 

理科  28.5% 

(30.4%) 

英語   2.9% 

(4.5%) 

国語  1.1% 

(2.0%) 

数学   2.9% 

(4.7%) 

理科   8.8% 

(10.2%) 

英語   1.3 % 

(4.2%) 

国語  0.9% 

(1.3%) 

数学   3.9% 

(5.5%) 

理科  17.9% 

(17.1%) 

英語   3.0% 

(4.7%) 

 

項目 平成25年度実績 平成26年度実績 平成27年度実績 

広島県 

「基礎・基本」定着状況調査 

無解答の児童生徒の割合 

 

※県平均は公表されていない 

※小学校は 5 年生、中学校は 

2 年生を対象に実施 

小学校 小学校 小学校 

国語  4.9% 

 算数  1.5% 

 理科  2.4% 

国語 3.1% 

 算数 1.2% 

 理科 1.7% 

国語 3.0% 

 算数 1.7% 

 理科 2.2% 

中学校 中学校 中学校 

国語  5.2% 

数学  4.3% 

理科 11.8% 

英語  3.5% 

国語 1.6% 

数学 3.9% 

理科 13.6% 

英語 2.7% 

国語 3.0% 

数学 2.3% 

理科 2.3% 

英語 2.9% 
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項目  平成25年度実績 平成26年度実績 平成27年度実績 

廿日市市学力定着状況調査 

通過率 

 

※［  ］内は全国平均 

標準学力調査を使用 

小
学

３
年
生
 

国語  56.8% 

   [57.2%] 

算数  75.9% 

   [75.3%] 

国語  71.4% 

   [71.0%] 

算数  73.3% 

   [72.2%] 

国語  78.7% 

   [73.6%] 

算数  75.4% 

   [74.3%] 

小
学

４
年
生
 

国語  61.8% 

   [63.0%] 

算数  72.5% 

   [69.8%] 

国語  74.4% 

   [72.2%] 

算数  70.9% 

   [67.1%] 

国語  80.0% 

   [75.2%] 

算数  75.9% 

   [68.9%] 

小
学

５
年
生
 

国語  67.5% 

   [66.1%] 

算数  74.8% 

   [71.3%] 

国語  76.6% 

   [71.9%] 

算数  69.7% 

   [69.0%] 

国語  74.8% 

   [72.3%] 

算数  67.9% 

   [63.0%] 
小

学
６

年
生
 

国語  66.8% 

   [65.4%] 

算数  66.7% 

   [65.0%] 

国語  75.9% 

   [72.8%] 

算数  74.9% 

   [71.7%] 

国語  80.1% 

   [74.9%] 

算数  73.3% 

   [70.5%] 

中
学

１
年
生
 

国語  62.7% 

   [59.5%] 

数学  56.8% 

   [55.9%] 

英語  62.0% 

   [58.4%] 

国語  73.0% 

   [71.3%] 

数学  66.2% 

   [64.9%] 

英語  66.1% 

   [61.4%] 

国語  73.7% 

   [69.2%] 

数学  63.4% 

   [62.3%] 

英語  66.4% 

   [59.5%] 

中
学

２
年
生
 

国語  68.7% 

   [68.0%] 

数学  51.8% 

   [50.7%] 

英語  58.1% 

   [56.6%] 

国語  71.8% 

   [69.7%] 

数学  57.8% 

   [59.2%] 

英語  60.1% 

   [58.6%] 

国語  73.2% 

   [69.9%] 

数学  61.0% 

   [54.7%] 

英語  63.6% 

   [54.1%] 

イ 作品コンクールの活用 

     思考力・判断力・表現力等を育成するための学習活動を充実させる方法として、広

島県教育委員会が行う「『ことばの輝き』優秀作品コンクール」へ積極的に応募した。 

ウ 授業改善 

     県教育委員会の重点施策である「広島版『学びの変革』アクション・プラン（注 12）」

の推進に向けて、教務主任研修や研究主任研修で実際に授業のＤＶＤを見るなど実践

的な演習を取り入れ、子どもが主体的・協働的に学ぶ授業づくり、思考力・判断力・

表現力等の育成を目指す授業づくりに努めた。 

     また、算数・数学科、外国語活動・英語科、国語科、理科については、授業改善を
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目指した研修を小・中学校合同で実施した。 

また、各プログレス研修（注 13）では、中学校区での実践交流や協議の時間を設け、

小・中学校の具体的な指導の接続を図るよう指導した。 

さらに、市全体で取り組んでいる「つながり支援プロジェクト」の視点から、授業

の中で子どもの交流欲求を満たし、安心して教室で学べることを大きな柱として授業

改善に取り組んだ    

エ きめ細かな指導 

前年度に実施した学力調査の結果を分析し、児童生徒のつまずきを把握し授業改善

に努めた。その際に、個人思考の時間を確保し、少人数のグループ活動の時間を設け

て児童生徒間で考えを交流させ、定着を図る取組を取り入れるようにした。 

また、課題のある児童生徒に対して、個別のワークシートを用意する等、特別に時

間を設けて個別指導を行い、きめ細かな指導の充実に努めた。 

オ 連携の強化 

小・中学校間で指導内容や指導方法についての共通理解を図り、家庭での学習習慣

の確立を図るための家庭への働き掛けを小・中学校が足並みをそろえて行った。 

 

(2)(2)(2)(2)    伝統・文化に関する教育、国際理解教育の充実伝統・文化に関する教育、国際理解教育の充実伝統・文化に関する教育、国際理解教育の充実伝統・文化に関する教育、国際理解教育の充実 

ア 伝統・文化に関する教育の充実 

伝統・文化を主体的に学ぶ意欲や態度を育成するために、総合的な学習の時間等に

おいて、地域の人が受け継いでいる郷土料理や工芸・建築などの技術、踊りや太鼓と

いった地域の伝統芸能など、我が国に伝わる伝統・文化に触れる学習を各学校の実態

に応じて、体験的な学習を取り入れたり、関連する学習を効果的に組み合わせたりす

るなどの工夫をして取り組んだ。 

イ 幼稚園及び小・中学校へのＡＬＴ（外国語指導助手）の配置 

ＡＬＴ11名を 1園 27 校に配置し、外国文化に触れさせたり、英語によるコミュニケ

ーションの場を設定したりすることにより、外国文化への理解を深めるとともに、実

践的なコミュニケーション能力の育成を図った。 

また、平成 27 年 4 月に、1 園 27 校の担当者を集めて、本市の国際理解教育の実態、

ＡＬＴの活用の仕方等について研修を実施し、より効果的な活用が図られるよう取り

組んだ。 

項目 平成 26 年度 平成 27 年度 

ＡＬＴ（外国語指導助手）の配置校数  1 園 29 校（全学校）  1 園 27 校（全学校） 

 

事業費（決算額） 国際理解教育事業 51,084,000円 
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(3)(3)(3)(3)    キャリア教育の推進キャリア教育の推進キャリア教育の推進キャリア教育の推進 

ア 平成 27 年度廿日市市キャリア・スタート・ウィークの実施 

     実際の職場での体験活動等を通して、 生徒一人一人が社会人・職業人として自立し

ていくために必要な意欲、態度や能力を育成することを目的として、中学校 2 年生を

対象に 8月と 2月の 2期で、317 の事業所において実施した。 

イ キャリア教育推進のための研修会の開催 

児童生徒の発達段階に応じた系統的なキャリア教育を推進するために、各学校のキ

ャリア教育担当の教諭を対象とした、キャリア・スタート・ウィーク推進委員会を実

施した。 

    

(4)(4)(4)(4)    環境教育の充実環境教育の充実環境教育の充実環境教育の充実 

ア 研究委嘱校の指定・研修の実施 

     今年度は、「ユネスコスクール」に認定された宮島小・中学校にＥＳＤ（注 14）をテー

マに市教育委員会の研究委嘱を行い、豊かな自然環境を生かしたＥＳＤの取組を推進

した。 

イ  市主催の環境教室への参加 

「小・中学校向け環境講座」は、昨年度中学校の募集がなかったことから、実態に

合わせて今年度小学校に特化して「水辺・里山教室」とした。 

 

 

 

 

 

(5)(5)(5)(5)    情報教育の充実情報教育の充実情報教育の充実情報教育の充実 

各校に導入した情報モラルソフトを授業や、保護者への説明・啓発に直接役立てるよ

うにするとともに、学校からの求めに応じて情報教育に関する講師を紹介する等、各校

の取組を支援した。 

年度末には、各校が取り組んだ実践事例を収集し、次年度全校にまとめて配布するこ

とで、より充実した活用を図るようにした。 

また、大野西小学校にＩＣＴ（注 15）支援員を配置し、情報機器の効果的な活用方法に

ついての研究を推進し、その成果を他校に普及した。 

 

(6)(6)(6)(6)    読書環境の充実読書環境の充実読書環境の充実読書環境の充実    

ア 学校図書の充実 

(ｱ) 読書活動推進員の配置 

      児童生徒の読書活動を推進（たくさん読む・よりよく読む）するために、継続し

て全小・中学校に読書活動推進員（非常勤）を 1 人ずつ配置した。また、読書活動

の充実を図るため、読書活動推進員の資質能力向上を目的とした年間 2回の研修を

行った。演習を行ったり、読書活動推進員の実践交流を行ったりした。 

また、児童生徒が読書活動を通じて、考える習慣や豊かな感性、思いやりの心な

教室名 参加校 参加人数 

水辺・里山教室 8小学校 394名 

地球温暖化防止教室 16 小学校 522名 
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どが育っているかどうかを検証するために、新たに二つの指標（「本や資料を基に自

分の考えを持たせる指導をしている学校の割合」、「読んだ本の内容について友達や

家族と話す児童生徒の割合」）を設定し、県平均を目標値として取り組んだ。 

事業費（決算額） 学校図書館活用推進事業 15,808,272円 

(ｲ) 学校図書の整備 

      学校図書館の充実を図るため、学校図書標準冊数（注 16）を目標に図書整備を行っ

た。 

項目 平成 26 年度 平成 27 年度 

標準冊数達成校数 
小学校   19 校 17 校 

中学校   10校 10校 

（小学校：全 17 校  中学校：全 10校） 

イ 市民図書館との連携 

図書館職員による図書館の利用方法や本を使った調べ方の案内等のガイダンスを平

成 25 年度に引き続き中学校 2 校で実施した。 

     また、市民図書館のブックトークボランティア派遣事業によるブックトーク（注 17）

を小学校 6 校で実施し、昔話出前派遣事業による昔話のストーリーテリングを小学校

14 校で実施した。さらに、はつかいち市民図書館では 5 校の中学生が作成したポップ

やしおりなどの作品とその紹介本を展示した。 

平成 25 年度から市教育委員会の主催で行っている子ども司書養成講座には、平成 27

年度は市内の小学生 9 名が参加し、学校や市民図書館で、読書活動を推進するリーダ

ーに必要な研修を実施した。 

平成 26 年度に市民図書館で作成した「100 冊読書手帳」について、引き続き研修会

等で紹介し、学校での活用を呼びかけた。 

ウ 「廿日市市子どもの読書活動推進計画」（注 18）による推進 

     平成 23 年 2月に策定した「廿日市市子どもの読書活動推進計画」に基づき、学校や

地域の実態に沿った学校図書館の環境整備や読書活動の充実に努めた。「廿日市市子ど

もの読書活動推進計画」は、平成 27 年度の改訂に向けて、成果と課題を整理した。 
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２  数値目標の状況 

 

指標 区分 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

基礎学力が定着（通過率

60％以上）している児童生

徒の割合（広島県「基礎・

基本」定着状況調査） 

(  )内は県平均 

 

（通過率が60％以上であれ

ば、基礎学力が概ね定着し

ていると判断している。） 

小 

国 
78.4% 

90%以上 

84.3% 
未達成 

(81.4%) (85.2%) 

算 
87.5% 83.6% 

未達成 
(85.0%) (84.1%) 

中 

国 
82.4% 

85%以上 

85.6% 
達成 

(77.8%) (84.3%) 

数 
78.2% 78.7% 

未達成 
(75.8%) (75.6%) 

英 

82.1% 75.3% 

未達成 
(73.7%) (72.1%) 

学校の授業の復習をする子

どもの割合（広島県「基礎・

基本」定着状況調査） 

(  )内は県平均 

小 
 61.9% 

63.0% 
64.4% 

達成 

(63.8%) (65.6%) 

中 
 53.5% 

55.0% 
55.9% 

達成 

(55.3%) (57.3%) 

今住んでいる地域の行事に

参加している児童生徒の割

合（全国学力・学習状況調

査）( )内は前年度 

小 

 72.2% 

前年度比増  70.3% 未達成 

(69.5%) 

中 

 42.2% 

前年度比増  48.9% 達成 

(45.5%) 

小学生を対象に実施したア

ンケートにおいて、「外国

の人と廊下で会ったらどう

しますか」との問に対し、

「英語で挨拶する」と答え

た児童の割合 

（市教育委員会によるアン

ケート調査） 

小   78.3% 79.5％   79.9% 達成 

将来の夢や目標を持ってい

る児童生徒の割合（広島県

「基礎・基本」定着状況調

査）( )内は県平均 

小 
 91.7% 

93.6％ 
 92.0% 

未達成 
(91.3%) (91.8%) 

中 

  75.7% 

80.3％ 

  75.9% 

未達成 
(75.8%) (76.9%) 
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指標 区分 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

本を読むのが好きな児童

生徒の割合（広島県「基

礎・基本」定着状況調査） 

(  )内は県平均 

小 

  79.3% 

79.8％ 

  82.1% 

達成 
(80.8%) (81.6%) 

中 
 74.0% 

78.7％ 
 73.5% 

未達成 
(72.2%) (73.8%) 

児童生徒一人あたりの学

校図書年間貸出冊数 

小  49.0 冊 50.0 冊  50.1 冊 達成 

中  9.8 冊 10.0 冊  9.3 冊 未達成 

 

３  点検・評価 

 

(1)(1)(1)(1)    学力の定着・向上学力の定着・向上学力の定着・向上学力の定着・向上 

ア 学力・学習状況調査の実施 

全国学力・学習状況調査においては、小学校国語Ｂ以外のすべての教科において、

全国平均も県平均も上回っており、学力の定着について一定の成果が表れてきている。 

小学校では国語Ａ、算数Ａ、理科の平均正答率が 60％を上回っていることから、基

礎的・基本的な学習内容は概ね定着していると考えられる。しかし、算数Ｂで 60％を

下回っており、活用する能力に課題がある。 

中学校では、国語Ａ、数学Ａの平均正答率は 60％を上回っていることから、基礎的・

基本的な学習内容は概ね定着していると考えられる。しかし、活用する能力について

は国語Ｂでは60％を上回っているが、数学Ｂ、理科では60％を下回っていることから、

課題があると考えられる。 

広島県「基礎・基本」定着状況調査において、基礎学力が定着（通過率 60％以上）

している児童生徒の割合は小学校はいずれも県平均を下回ったが、中学校では理科以

外は県平均を上回った 

小学校では「基礎学力が定着（通過率 60％以上）している児童の割合」が、目標値

の 90％に、また中学校では「基礎学力が定着（通過率 60％以上）している生徒の割合」

が目標値の 85％にほとんどの学校が到達していない。 

廿日市市学力定着状況調査の結果から見ると、小学校、中学校ともに学年、実施教

科のすべてにおいて全国平均を上回っており、学力の定着が進んできていることがう

かがえる。 

各学校において、県教育委員会から配布された学力調査の報告書を活用し、児童生

徒の学力を分析し、分析した結果を踏まえた授業改善に取り組み、その検証を廿日市

市学力定着状況調査において行い、次年度の改善に生かすといったＰＤＣＡサイクル

に基づいた授業改善が定着し、学力の定着が進んでいる。 
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イ 作品コンクールの活用 

「『ことばの輝き』優秀作品コンクール」には全小・中学校が参加した。思考力・判

断力・表現力の育成につながる作品コンクール等への応募は定着してきた。 

ウ 授業改善 

児童生徒の学力課題の共通理解や授業改善のために、プログレス研修（算数・数学

科教育実践研修、国語科教育実践研修、外国語活動・英語科教育実践研修、理科教育

実践研修）を設定し、小・中学校の教職員が合同で協議を深めることができた。 

また、授業公開の場では、授業改善の方法を具体的に指導した。各教科等の授業に

おいて、「めあて」（学習目標）とそれに応じた「まとめ」を行うことで、子どもに付

けたい力を意識した授業を指導者が意識するようになり、子どもに力を付ける授業の

実践が進んできている。 

さらに、「広島版『学びの変革』アクション・プラン」に基づいた、「課題発見・解

決学習」の推進や、「つながり支援プロジェクト」で提唱している授業の中で子ども同

士の交流欲求を満たす取り組み等が、各指定校を中心に進みつつある。 

エ きめ細かな指導 

広島県「基礎・基本」定着状況調査において、小学校はすべての教科で、30％未満

の通過率の児童生徒が県平均と比べて高くなっていること、中学校は理科以外のすべ

ての教科で県平均と比べて低くなっていること等から、課題の大きな児童生徒へのき

め細かな指導は、中学校では効果をあげているが、小学校には課題があると考えられ

る。 

オ 連携の強化 

小・中学校間で連携した授業の進め方が定着してきており、授業改善が進んでいる。 

また、中学校教員による小学校への乗り入れ授業の回数が増えてきており、小学校

ではより専門的な授業展開が行われてきている。 

中学校間の連携では、国語、数学、英語について授業参観や研究協議を重ね、授業

改善につながった。 

 

(2)(2)(2)(2)    伝統・文化に関する教育、国際理解教育の充実伝統・文化に関する教育、国際理解教育の充実伝統・文化に関する教育、国際理解教育の充実伝統・文化に関する教育、国際理解教育の充実    

ア 伝統・文化に関する教育の充実 

成果指標としている「今住んでいる地域の行事に参加している児童生徒の割合」に

ついては、肯定的な回答をした児童生徒の割合は、小学校では前年度比 1.6 ポイント

減少し、中学校では 6.7ポイント増加している。 

各学校では、各教科等において伝統・文化に関する教育活動を行ったり、地域や学

校の実態に応じた教育活動を行ったりした。 

イ 幼稚園及び小・中学校へのＡＬＴ（外国語指導助手）の配置 

ＡＬＴを幼稚園及び全小・中学校に配置し、外国文化に触れたり、英語によるコミ

ュニケーションの場を設定したりしたことにより、外国の言葉や文化への興味、関心

が高まり、英語での簡単な挨拶など、自然にできるようになった。また、積極的にＡ

ＬＴとコミュニケーションを図ろうとする姿も見られるようになった。 
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(3)(3)(3)(3)    キャリア教育の推進キャリア教育の推進キャリア教育の推進キャリア教育の推進 

ア 平成 27 年度廿日市市キャリア・スタート・ウィークの実施 

キャリア・スタート・ウィークの実施に当たっては、各中学校の努力により受入事

業所数が増加し、中学生の職場体験として地域の中で定着しつつあり、生徒にとって

勤労観、職業観について考える貴重な機会となった。1,019 人の生徒が参加し、意義あ

る体験活動を実施することが出来た。 

また、報告会では、「5 日間実施することの意義」を、取組のきっかけや、国の調査

等から説明するとともに、キャリア・スタート・ウィークを体験した高校生が「中学

校のキャリア・スタート・ウィークで学んだこと」を語り、参加した事業者に体験を

通じた具体的な成果を伝えることができた。 

イ キャリア教育推進のための研修会の開催 

キャリア・スタート・ウィーク推進委員会において、キャリア教育担当教諭の理解

を深めた。 

 

(4)(4)(4)(4)    環境教育の充実環境教育の充実環境教育の充実環境教育の充実    

ア 研究委嘱校の指定・研修の実施 

宮島小・中学校は 12 月に研究発表会を行い、「ＥＳＤの視点に立った授業づくり」

について実践報告を行い、市内全小・中学校からの参加者に対して、持続可能な地域

社会の担い手を育む教育についての提言を行った。宮島小・中学校の取組は広島県ユ宮島小・中学校の取組は広島県ユ宮島小・中学校の取組は広島県ユ宮島小・中学校の取組は広島県ユ

ネスコ連絡協議会でも評価され、第ネスコ連絡協議会でも評価され、第ネスコ連絡協議会でも評価され、第ネスコ連絡協議会でも評価され、第 2222 回広島県ユネスコＥＳ回広島県ユネスコＥＳ回広島県ユネスコＥＳ回広島県ユネスコＥＳＤ大賞を受賞した。Ｄ大賞を受賞した。Ｄ大賞を受賞した。Ｄ大賞を受賞した。 

イ 市主催の環境教室への参加 

小学校では、環境教室への参加が定着しつつある。 

 

(5)(5)(5)(5)    情報情報情報情報教育の充実教育の充実教育の充実教育の充実    

外部講師を招いて教員の研修を実施することにより、情報モラル教育の重要性を説く

ことができた。 

情報モラル教育について、現場の先生方から、危機感はあるが、どのように対処した

らよいか分からない、という声が多くあった中で、具体的な研修を企画できたことによ

り、今後の指導に役立てることができた。しかし、すべての学校で、ソフトを十分に活

用できているとは言いがたい。 

    また、ＩＣＴ機器を活用した授業の成果を他校に普及した。 

 

(6)(6)(6)(6)    読書環境の充実読書環境の充実読書環境の充実読書環境の充実    

ア 学校図書の充実 

     読書活動推進員の配置、学校図書の整備など、児童生徒にとって魅力ある学校図書

館の環境づくりに努めた。また読書活動推進委員に対する研修を年間 2 回実施し、取

組の好事例を共有化したことにより、学校における読書活動は充実した。小学校にお

いては、児童生徒一人あたりの学校図書年間貸出数は年々増加傾向にある。しかし、

中学校においては、読書をしない生徒が固定化する傾向があり、学校図書年間貸出冊

数は減少傾向にある。 
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読書活動の質を図ることについては、平成 27年度広島県「基礎・基本」定着状況調

査によると、小学校において「読んだ本の内容について家族と話す」という児童は

62.5％であり、県平均（61.1％）を上回ったが、｢自分の考えを持たせる指導をしてい

る｣と回答する学校は小学校 88.2％、中学校 80.0％であり、県平均（小学校 89.3％、

中学校 83.6％）をいずれも下回った。 

これらのことから、児童生徒の考える習慣等を育成する取組が必要であると捉えて

いる。 

イ 市民図書館との連携 

中学校での図書館利用ガイダンスや小学校でのブックトーク、昔話のストーリーテ

リング、市民図書館での作品展示を通して、読書及び図書館に対する興味・関心を高

めることができた。 

昔話に触れることが少なくなり、知らない児童が増える中、語り手の言葉から想像

力と集中力を働かせて物語を楽しむ力を養った。 

子ども司書養成講座では、受講した小学生 9 名が図書館業務の体験と職員との対話

を通して読書活動推進への意欲を高めることができた。 

市民図書館が平成 26 年 9 月から配布を始めた「100冊読書手帳」は、希望する小中

学校に 300冊程度を配布して読書意欲の向上、読書への関心につながった。 

ウ 「廿日市市子どもの読書活動推進計画」による推進 

      「廿日市市子どもの読書活動推進計画」に基づき、読書活動推進に係る各校の特色

ある取組を実践事例集としてまとめ、各小・中学校へ配布し各校の取組を他校へ広め

ることができた。 

また、「第 2次廿日市市子どもの読書活動推進計画」を、平成 28年 3 月に改訂した。 

 

４ 今後の取組の方向 

 

(1)(1)(1)(1)    学力の定着・向上学力の定着・向上学力の定着・向上学力の定着・向上 

学力検査結果をもとに、児童生徒の課題を焦点化して具体的に取り組ませることで、

基礎学力の定着に努めるとともに、教科で学習した知識・技能を実生活や学習の様々な

場面で活用する力の向上を図るなど、授業改善の一層の充実に努める。 

平成 28 年度は、県事業である「学びの変革パイロット校事業」の実践指定校として、

佐方小学校と七尾中学校が指定されたので、パイロット校の四季が丘小学校、大野中学

校と併せて 4 校に対して、それぞれ担当指導主事を置くなど、学校への支援を充実させ

る。 

また、「つながり支援プロジェクト」の一層の充実に向けて、宮内小学校、地御前小学

校、阿品台東小学校、大野東小学校、七尾中学校、野坂中学校計 6 校の市町の挑戦支援

加配校に、「授業における自己有用感」に重点を置き、具体的な取組を市内に発信させる。

「『ことばの輝き』優秀作品コンクール」などの作品コンクールへ積極的に応募するよう

引き続き働き掛ける。 
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(2)(2)(2)(2)    伝統・文化に関する教育、国際理解教育の充実伝統・文化に関する教育、国際理解教育の充実伝統・文化に関する教育、国際理解教育の充実伝統・文化に関する教育、国際理解教育の充実    

ア 伝統・文化に関する教育の充実 

引き続き、伝統・文化を主体的に学ぶ意欲や態度を育成するために、各学校の実態

に応じて、体験的な学習を取り入れたり、関連する学習を効果的に組み合わせたりす

るなどの工夫をして取り組む。 

     異文化を理解し、大切にする態度の育成には、自国の文化理解も必要であることか

ら、伝統・文化に関する教育と国際理解教育との関連も図りながら取組を進める。 

イ 幼稚園及び小・中学校へのＡＬＴ（外国語指導助手）の配置 

ＡＬＴは、引き続き幼稚園及び全小・中学校へ配置し、ＡＬＴのより効果的な活用

や幼・小・中学校が連携した取組について研修を深める。 

 

(3)(3)(3)(3)    キャリア教育の推進キャリア教育の推進キャリア教育の推進キャリア教育の推進 

キャリア・スタート・ウィークについては、新たな受入事業所の開拓を進め、地域と

連携しながら継続する。 

児童生徒に進路・職業の選択能力や社会人として必要な資質を育成していくために、

実態を踏まえたキャリア教育を推進する。 

 

(4)(4)(4)(4)    環境教育の充実環境教育の充実環境教育の充実環境教育の充実    

市主催の環境教室は、市教育委員会として校長会等を通じて広報する。また、市の環

境政策課が小学校中学年向けに作成した環境副読本（改訂版）も利用しながら、環境教

育の充実を図る。 

    中学校では、これまで学習してきた環境に係る知識や技能を活用し、理科や総合的な

学習の時間で環境に係る課題発見・解決学習に取り組む。 

    

(5)(5)(5)(5)    情情情情報教育の充実報教育の充実報教育の充実報教育の充実 

今年度各学校で実践した内容を収集しているので、この内容を年度当初にまとめて全

校に配布し、ソフトの具体的な活用が更に進むよう取り組む。 

また、学校のニーズに応じて、校内研修や、保護者懇談会にソフト導入業者を派遣す

るなど、情報モラル教育の充実に向けての学校の取組を継続的に支援していく。 

情報機器の活用能力の育成をねらいとしたＩＣＴ支援員を大野西小学校に配置し、Ｉ

ＣＴ機器を活用した授業の成果を他校に普及する 

さらに次年度から 3 年計画で、全校に電子黒板等を導入し、ＩＣＴを活用した教育を 

推進することとしており、分かる授業づくりのためのＩＣＴ活用の充実を図る。 

 

(6)(6)(6)(6)    読書環境の充実読書環境の充実読書環境の充実読書環境の充実    

ア 学校図書の充実 

読書活動の一層の推進を図るために、引き続き読書活動推進員を配置し、児童生徒

にとって、より魅力的な学校図書館の環境づくりに努める。特に、中学校での読書活

動を推進するために、読書活動推進員の研修を年間 2 回行い、研修を充実するととも

に、市教委だより等で情報を積極的に発信する。 
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イ 市民図書館との連携 

引き続き、市民図書館や子どもの読書に関わるボランティアと連携し、子どもと本

との出会いの場づくりや読書活動を進めるリーダー役となる子ども司書の育成に努め

る。 

今後も「100冊読書手帳」の活用について、研修等を通じて呼びかけていく。 

ウ 「廿日市市子どもの読書活動推進計画」による推進 

     「廿日市市子どもの読書活動推進計画（第 2 次）」に基づいて、「廿日市市の子ども

たちは不読率０」をめざし、市教育委員会、市民図書館、小・中学校、幼稚園、保育

所と連携し、読書活動を推進していく。 
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基本方針基本方針基本方針基本方針③③③③        子どもが健やかに育つ環境づくり子どもが健やかに育つ環境づくり子どもが健やかに育つ環境づくり子どもが健やかに育つ環境づくり    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

１  平成 27 年度の取組 

 

(1)(1)(1)(1)    道徳教育の充実道徳教育の充実道徳教育の充実道徳教育の充実    

ア 道徳教育に係る研修内容の充実 

各学校における道徳教育の推進担当者研修会（市教育委員会主催）において、道徳

の時間と命を大切にする教育の充実をテーマに研修を行った。県教育委員会の指導を

受け、授業づくりを中心に行い、授業参観の後の協議、各学校の授業実践の交流や事

例研修指導案の作成並びに道徳教育推進教師の役割についての協議等を行った（年 3

回）。 

イ 家庭や地域と連携した道徳教育の推進 

道徳の時間の授業を、保護者だけでなく地域にも公開するなど、家庭や地域と連携

した道徳教育の推進に努めた。しかし、授業後に懇談会を開催する学校の割合は、前

年度と比べ 5.3％減少した。 

項 目 平成 26 年度 平成 27 年度 

道徳教育について、保護者や地域の人々と

懇談会を開催している学校の割合 
79.3%（23 校/29 校） 74.0%（20校/27 校） 

 

(2)(2)(2)(2)    いじめ・不登校対策等の充実いじめ・不登校対策等の充実いじめ・不登校対策等の充実いじめ・不登校対策等の充実 

いじめ防止対策推進法及び本市の条例に基づいて設置している「廿日市市いじめ問題

対策連絡協議会」、「廿日市市いじめ防止対策委員会」では、いじめ防止に関る関係機関・

団体の連携を図るとともに、外部の専門家から助言を得て、本市や学校の取組を実効的

に進めた。 

ア 非常勤職員等の配置 

(ｱ) いじめ・不登校対策事業 

生徒指導アシスタント（注 19）を小学校 12 校に 1名ずつ配置した。生徒指導アシス

③ 子どもが健やかに育つ環境 

づくり 

(6) 特別支援教育の充実 

(1) 道徳教育の充実 

(2) いじめ・不登校対策等の充実 

(3) 心のケア体制の充実 

(5) 食に関する教育の充実 

(4) 健康の保持増進・体力つくりの充実 

(7) 多様な体験の場の整備 
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タントは、生徒指導を中心に担当する教諭 1 名（生徒指導主事）が加配される広島

県生徒指導実践指定校（以後、指定校）には配置しておらず、平成 27 年度は平成 26

年度より指定校が 3 校増加したため、配置校が 3校減った。 

事業費（決算額） いじめ・不登校対策事業 11,134,420円 

(ｲ) ハートウォーミング事業 

生徒の悩みや相談に対応するため、6 人の青少年指導員（注 20）をこども相談室（廿

日市、大野、佐伯）に配置した。22名の児童生徒が通室した。 

事業費（決算額） ハートウォーミング事業 15,684,298円 

イ 問題行動等への対応 

(ｱ) プログレス研修の実施 

各小・中学校の生徒指導主事を対象に、小中連携、関係機関との連携をもとに、

学校組織全体によるいじめ・不登校の未然防止に資するための研修を、年 3 回実施

した。 

(ｲ) 非行防止教室の開催 

小学校 15 校、中学校 10 校において、非行防止教室を実施した。また、そのうち

小学校 15校、中学校 8校が警察等関係機関と連携し、非行の防止に取り組んだ。 

(ｳ) 教育研究会との連携 

大竹市・廿日市市中学校教育研究会中学校部会生徒指導部と連携し、学校（生徒

指導部会）・市教育委員会・廿日市警察署が合同で協議するサポート会議を年 2回開

催した。 

加えて、今年「ゆめタウン廿日市」がオープンしたことを受け、夏季休業中に廿

日市警察署と連携し、市教育委員会、小・中学校生徒指導主事による合同パトロー

ルを実施した。 

ウ いじめ問題への対応 

(ｱ) つながり支援プロジェクトの実施 

子どもをいじめに向かわせない「自己有用感」を高める取組を全校で行う「つな

がり支援プロジェクト」を開始し、子どもたちが自分の「存在感」を持ち、良い点

を「賞賛」され、集団に「貢献」しているという満足感を得られるよう、学校教育

活動全体で取り組んだ。 

さらに、6 校に対して、重点的な取組を位置づけ、各校がお互いの強みを活かして

実践するとともに、公開研究会では参加者による協議の場を設けたり、成果の発表

の場を積極的に設けたりするなど、相互に学び合う体制を整えた。 

(ｲ) いじめを許さない気運の醸成 

命を大切にすることを児童生徒に考えさせる場として設定した 5 月 8 日の「命の

大切さについて考える日」では、教育長からのメッセージを配布し、宮島幼稚園を

含む全ての学校で、子どもたちが命の大切さと真剣に向き合うような取組を実施し

た。また、12 月を「いじめ防止対策推進月間」とし、児童生徒が主体的にいじめ防

止について考える取組等を市内すべての幼稚園、小・中学校で実施し、保護者には

「いじめ発見チェックリスト」を含めた啓発チラシを配布した。さらに、「第 1回廿
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日市市生徒会サミット」を 8月 20日に開催し、市内生徒会代表生徒が「いじめのな

い学校にするために私たちのできること」をテーマとして協議した。 

(ｳ) いじめの早期発見・組織的対応 

心理検査（アセス）を小学校 3 年生から中学校 3 年生まで実施し、子どものＳＯ

Ｓを事前に把握するとともに、適切な対応を行うために、専門家を年間 2 回まで校

内研修の講師として派遣した。 

組織的対応の充実については、学校がいじめを認知したら、速やかに市教育委員

会に報告を行い、いじめ対策グループが状況を観察する体制を整備した。また、学

校で発生する様々な事案に対して、スクールカウンセラー2名、スクールソーシャル

ワーカー3名等の専門的スタッフを学校に派遣した。 

 

(3)(3)(3)(3)    心のケア体制の充実心のケア体制の充実心のケア体制の充実心のケア体制の充実 

広島県教育委員会が配置しているスクールカウンセラーに加えて、中学校 9 校に心の

教室相談員（注 21）を配置し、生徒や保護者の教育相談を行った。 

項目 平成 26 年度 平成 27 年度 

1 校当たりの開室日数 200日 200日 

  

事業費（決算額） 心の教室相談員事業 6,374,077円 

 

(4)(4)(4)(4)    健康の保持増進・体力つくりの充実健康の保持増進・体力つくりの充実健康の保持増進・体力つくりの充実健康の保持増進・体力つくりの充実 

ア 健康教育の充実 

    学校と医療機関等の連携による薬物乱用防止教室を小学校 16 校、中学校 10 校で実施

した（平成 26 年度は、小学校 18校、中学校 10校で実施）。実施した全ての小・中学校

が講師を招聘する等、医療機関と連携を取った。 

イ 新体力テスト（注 22）の活用 

    新体力テストを「握力」等を重点種目として全小・中学校の全学年で実施し、測定結

果を体力つくりの取組の改善に活用した。 

    全小・中学校教職員を対象とした実技研修を 8月に行った。その内容に「握力」「ソフ

トボール投げ」につながる動き、運動を取り入れた。 

ウ 体力つくり推進計画の活用 

    新体力テストの結果分析に基づき、体力つくり推進計画や改善計画を作成し、課題を

明確にした上で校内研修を行い、基礎的な体力、運動能力の向上を図るために、学校全

体で業前・業間運動の実施、外遊びや昔遊びの奨励などを行った。 

    また、体力つくりの核となる体育科（中学校では保健体育科）では、準備運動の工夫

やサーキットトレーニングの導入など、授業改善を行った。 
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(5)(5)(5)(5)    食に関する教育の充実食に関する教育の充実食に関する教育の充実食に関する教育の充実 

ア 食に関する指導の充実 

     各校の食に関する指導の全体計画に基づき、学校の教育活動全体を通して取り組ん

だ。 

     また、平成 27 年度から作成しホームページで公表している「廿日市市教委だより」

に、本市の栄養教諭（注 23）が表彰されたことを取り上げることで、日々の実践をねぎ

らうとともに、他校に広げて啓発を図った。 

学校給食の充実や家庭における食育の推進を図るために、「ひろしま給食（注 24）100

万食プロジェクト」の取組等を通じて、食に関する理解や意識を高めるとともに、引

き続き関係機関や関係課との連携に努めた。 

       ＜食に関する指導の全体計画の作成状況＞ 

 

 

 

※平成 27年度：全 17 校（小学校）、全 10校（中学校） 

   イ 給食の充実 

     教科やその他の教育活動と関連した献立を実施するなどして、学校給食が「生きた

教材」として活用されるように工夫した。 

     廿日市学校給食センターでは、「たべもの新聞」の発行により、生産者と児童生徒を

つなぐ取組を継続して行っており、この取組についてはホームページで広く発信して

いる。 

 

(6)(6)(6)(6)    特別支援教育の充実特別支援教育の充実特別支援教育の充実特別支援教育の充実 

ア 研修内容の充実 

特別支援教育推進研修を年間 2回実施した。1回目は、各学校の校内委員会で中心的

役割を担う特別支援教育コーディネーター（注 25）を対象にした研修会を実施した。長

期研修に派遣した教員に報告をさせることで、研修の還元を図った。2回目は県立教育

センター指導主事を講師として招き、特別支援教育についての具体的な指導支援の在

り方を学んだりするなど、研修内容の充実に努めた。また、本研修では、市内保育園

保育士や幼稚園教諭の参加を呼びかけ、幼保・小・中の連携にも視点を当てた研修を

行った。すべての教員対象の研修は実施できなかった 

また、生徒指導主事対象の研修で、広島県の専門性向上事業を受講した教諭を授業

者として、通常学級に在籍する発達障害の児童に配慮した授業を公開することで、生

徒指導における特別支援教育の視点を実感させることが出来た。 

項目 平成 26 年度 平成 27 年度 

全体計画作成校 29 校 27 校 
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イ 特別支援教育士（注 26）の配置 

特別支援教育士が各学校での巡回相談を行い、障がいのある児童生徒への支援に対

する助言、教職員及び保護者への教育相談等を実施した。 

項目 平成 26 年度 平成 27 年度 

特別支援教育士の配置時間 週あたり 28 時間 週あたり 28 時間 

学校巡回相談の実施回数 
小学校 178 回 

中学校  86回 

小学校 138 回 

中学校  18 回 

ウ 特別支援教育支援員（注 27）の配置 

学校の状況に応じ、市内小・中学校に特別支援教育支援員を配置し、障がいのある

児童生徒の個別支援を行った。 

項目 平成 26 年度 平成 27 年度 

特別支援教育支援員の配

置校数（人数） 

小学校 17 校（44 人） 

中学校  8校（21 人） 

小学校 16 校（48人） 

中学校  8校（17 人） 

（小学校：全 17 校、中学校：全 10校） 

 

(7)(7)(7)(7)    多様な体験の場の整備多様な体験の場の整備多様な体験の場の整備多様な体験の場の整備 

ア チャレンジ学校づくり支援事業（再掲：学校教育の基本目標－施策の基本方針①－

(3)、社会教育の基本目標－施策の基本方針④－(2)） 

     地域の教育力を生かしながら自然や地域の伝統文化等に触れたり、宿泊体験等をお

こなったりすることで、児童の豊かな人間性、社会性や自ら考え行動できる力を育む

ことを目指し、小規模小学校 2 校において、相互交流を実施した。 

イ 様々な体験交流活動の促進（再掲：学校教育の基本目標－施策の基本方針①－(3)、

社会教育の基本目標－施策の基本方針④－(2)） 

農山村地域の体験施設等で、企画実施している自然体験、農業体験など様々な体験

交流活動を推進するため、体験施設等と協議を行い、学校、子ども会、青少年育成団

体などにＰＲを行った。 

 

２  数値目標の状況 

 

指標 区分 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

学校や社会のルールを守っている児

童生徒の割合（広島県「基礎・基本」

定着状況調査） 

小   90.9% 90.2%  92.7% 達成 

中  93.3% 95.0%  94.0% 未達成 
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指標 区分 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

1,000 人あたりのいじめ認知件数 

（  ）内は県平均 

〔 〕内は全国平均 

小 

  7.2 件 

県平均以下 

 6.3 件 

未達成 （5.0 件） （5.0 件） 

〔18.8 件〕 〔23.1 件〕 

中 

  10.3 件   7.0 件 

達成 （8.2 件） （7.6 件） 

〔15.8 件〕 〔17.1 件〕 

不登校児童生徒の割合 

（  ）内は県平均 

〔 〕内は全国平均 

小 

 0.66% 

県平均以下 

 0.63% 

未達成 （0.47%） （0.45%） 

〔0.39%〕 〔0.42%〕 

中 

2.92% 3.70% 

未達成 （2.56%） （2.60%） 

〔2.76%〕 〔2.83%〕 

1,000 人あたりの暴力行為発生件数 

（  ）内は県平均 

〔 〕内は全国平均 

小 

 8.2 件 

前年度比減 

 

7.0 件 

達成 （3.6 件） （3.1 件） 

〔1.7 件〕 〔2.6 件〕 

中 

   19.9 件    21.0 件 

未達成 （12.0 件） （9.2 件） 

〔10.7 件〕 〔9.5 件〕 

新体力テストの結果において、小学

校は 5 年生男女それぞれ 8 種目の計

16 種目、中学校は 2 年生男女それぞ

れ 9 種目の計 18 種目のうち、県平均

を上回った割合 

小   25.0% 31.3% 25.0% 未達成 

中  33.3% 40.0%  44.4% 達成 

毎日朝食を食べている児童生徒の割

合（広島県「基礎・基本」定着状況

調査） 

（  ）内は県平均 

小 
  97.5% 

  98.0% 
  97.2% 

未達成 

（96.9%） （96.6%） 

中 

  96.1% 

  98.0% 

  95.0% 

未達成 

（94.8%） （95.1%） 

給食残食率（副食）（廿日市学校給

食センター分） 

小 2.7% 

前年度比減 

3.1% 未達成 

中 6.1% 4.8% 達成 
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３  点検・評価 

 

(1)(1)(1)(1)    道徳教育の充実道徳教育の充実道徳教育の充実道徳教育の充実    

ア 道徳教育に係る研修内容の充実 

     実際の授業を参観する研修や指導案の作成を行う際に、事前に授業を観る・つくる

視点を確認して研修を行ったこと、道徳教育推進教師の役割について協議したことで、

受講者がより主体的に参加でき、具体的に今後何に取り組めばよいのかが明確になっ

た。 

イ 家庭や地域と連携した道徳教育の推進 

授業後に懇談会を開催する学校が減少しており、工夫が必要である。 

 

(2)(2)(2)(2)    いじめ・不登校対策等の充実いじめ・不登校対策等の充実いじめ・不登校対策等の充実いじめ・不登校対策等の充実 

ア 非常勤講師等の配置 

     生徒指導加配教員の配置がない全ての小学校（吉和小学校を除く。）に対して、生徒

指導アシスタントを配置することで、いじめや不登校に対する組織的な取組体制が整

ってきた。 

     不登校児童生徒数は、中学校は昨年度より増加しており、本事業の取組を見直す必

要がある。 

     こども相談室では、青少年指導員によるきめ細かな支援により、部分登校や上級学

校への進学を含め、学校への登校が可能になった児童生徒は 9名であった。 

イ 問題行動への対応 

非行防止教室を全ての小・中学校で実施した。問題行動の深刻化を防いでいること

の一因と考えられる。また、生徒指導規程（注 28）を全ての小・中学校で作成したこと

で、指導方針が明確になり、組織的に一貫した指導ができるようになったことも一因

と考えられる。 

学校、市教育委員会、廿日市警察署が合同で協議するサポート会議については、引

き続き開催していく。 

ウ いじめ問題への対応 

つながり支援プロジェクトの実施では、各学校の実態に応じた自己有用感を高める

取組が、学級活動や授業、学校行事などで実施された。 

市町の挑戦支援加配校 6 校では、成果指標としていた自己有用感・自己肯定感に係

るアンケート結果で肯定的な回答の割合が増えるなど、人と関わることの楽しさや、

協力することの喜びを実感させる取組ができた。 

いじめを許さない気運の醸成では、「命の大切さについて考える日」「いじめ防止対

策推進月間」は、児童会や生徒会が主催するなど、命の大切さやいじめ防止に向けて

子どもが主体的に取り組む内容が増えた。また、「第 1回廿日市市生徒会サミット」で

は、市内 10 校の中学校の生徒会代表者が集い、「いじめが起きない学校をつくるため

に」「いじめを見つけたら」「スマホやケータイでいじめをしない使い方をするために」

の三つの柱でいじめ防止に関する目標宣言を作成することができた。 

心理検査（アセス）は、検査の結果を「教師の観察では得られない子どものＳＯＳ」
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として察知し、面談や指導に生かすことができた。また、派遣した講師による校内研

修では、従来の生徒理解に加え、いじめを予防する観点からアセスを利用しようとす

る学校も出てきた。 

不登校やいじめ等子どもが抱える課題の解決に向け、学校の相談で受理した 39件の

ケースに対しスクールソーシャルワーカーを派遣し、福祉等関係者との連携体制を支

援することができた。 

 

(3)(3)(3)(3)    心のケア体制の充実心のケア体制の充実心のケア体制の充実心のケア体制の充実 

心の教室相談員と生徒が信頼関係を築いていく中で、生徒が本音で相談できるように

なるなど、不安を抱えた生徒の心のケアにつながる活動が充実しつつある。また、相談

内容を学校の教職員と共有し対応を検討することで、組織的に取り組むことができた。 

 

(4)(4)(4)(4)    健康の保持増進・体力つくりの充実健康の保持増進・体力つくりの充実健康の保持増進・体力つくりの充実健康の保持増進・体力つくりの充実 

ア 健康教育の充実 

医療機関等との連携を多くの学校がとっており、専門的な立場から健康の保持増進

について指導することができた。 

イ 新体力テストの活用 

新体力テストの結果について、平成 26年度と比べると、小学校では、県平均を上回

る種目数は昨年度より減少した。中学校は、県平均を上回った種目数は昨年度と同じ

数だった。平成 27 年度の結果を種目別でみると、小学校では「50ｍ走」が、中学校で

は「反復横とび」が、県平均の記録を上回った。 

ウ 体力つくり推進計画の活用 

     全小・中学校で体力つくり推進計画及び改善計画を作成し、体力に係る課題を明確

にすることができた。また、ＰＤＣＡサイクルの取組を行うことができた。 

 

(5)(5)(5)(5)    食に関する教育の充実食に関する教育の充実食に関する教育の充実食に関する教育の充実    

ア 食に関する指導の充実 

     食に関する指導の全体計画に基づいて指導を行うことで、教職員の共通理解が図ら

れ、一つ一つの取組が線となることで、食に関する指導の充実につながっていると考

える。 

     一方で、自校方式とセンター方式との違いや、地域の特性等、各校ごとに状況に大

きな違いがあるため、市内全校で食に関する指導の方向性はあるものの、各校の創意

工夫により取り組んでいる傾向が強い。 

   イ 給食の充実 

     献立の工夫等を通して、学校給食が「生きた教材」として活用されている。 

 

  (6)(6)(6)(6)    特別支援教育の充実特別支援教育の充実特別支援教育の充実特別支援教育の充実    

ア 研修内容の充実 

     特別支援教育コーディネーターが、校内委員会の中心的役割を果たすことができる

ようになりつつあり、校内での研修が充実しつつある。市内保育園保育士や幼稚園教
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諭が参加した研修では、全ての参加者が肯定的な評価をした。特別支援教育に関する

理解を深めることが出来た。 

イ 特別支援教育士の配置 

発達障がい等に対する教職員の理解が深まってきており、特別支援教育士による

小・中学校への巡回相談の回数が増加した。児童生徒一人一人に対して、適切な支援

がより一層充実してきている。 

市教育委員会事務局に特別支援教育士を配置することで、いつでも相談に応じるこ

とができ、教職員の精神的な負担軽減や保護者の安心感につながり、有効であった。 

ウ 特別支援教育支援員の配置 

     特別支援教育支援員が行う個別支援により、対象児童生徒が落ち着いて学習に集中

できたり、友達とのコミュニケーションがスムーズになったりしてきている。 

 

(7)(7)(7)(7)    多様な体験の場の整備多様な体験の場の整備多様な体験の場の整備多様な体験の場の整備 

ア チャレンジ学校づくり支援事業 

     学校と地域の協力連携が良好であり、子どもたちが自分の住んでいる地域や交流相

手校のある地域へ愛着を感じていることがうかがえ、事業が円滑に実施できた。 

     交流相手校の同世代の子どもと地域の支援者との交流や宿泊体験などにより、児童

の社会規範の習得、コミュニケーション能力の向上につながった。 

     環境の異なる地域での自然体験や交流を通じて、子どもの視野が広がり、児童自身

が自己課題を発見し、解決する力の育成につながっている。 

事業実施にあたり、地域と十分話し合い地域に過度な負担がかからないように取組

を進めることができた。  

イ 様々な体験交流活動の促進 

学校、子ども会、青少年育成団体などに日帰りで実施できるプログラムを中心にＰ

Ｒを行い、体験活動の促進が図られた。 

 

４ 今後の取組の方向 

 

(1)(1)(1)(1)    道徳教育の充実道徳教育の充実道徳教育の充実道徳教育の充実    

ア 道徳教育に係る研修内容の充実 

道徳的価値の自覚を深める授業づくりや命を大切にする教育について、また、道徳

の教科化にも対応するなど、これからの道徳教育の方向性について研修をさらに充実

させていく。道徳的価値の自覚を深める授業づくりや命を大切にする教育について、

視点を絞っての各学校の実践交流や事例研修等を行うことで、さらに充実させていく。 

イ 家庭や地域と連携した道徳教育の推進 

さらに、道徳教育について、ＰＴＡ総会や学級懇談会、学校だより等を活用し、話

題を提供していくことを通して、道徳教育について理解が深まるよう努める。 

具体的な取組として、参観日の授業に道徳を積極的に取り入れることや、学級懇談

等の場で道徳の時間の授業や命を大切する教育を話題にすることなどについて、引き

続き学校に働き掛ける。 
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(2)(2)(2)(2)    いじめ・不登校対策等の充実いじめ・不登校対策等の充実いじめ・不登校対策等の充実いじめ・不登校対策等の充実 

ア 非常勤講師等の配置 

生徒指導アシスタントやこども相談室の青少年指導員が学校と連携し、組織的に取

り組んでいくことで、今後も不登校の減少やいじめの早期発見、早期対応に努める。 

イ 問題行動への対応 

今後も、学校組織全体で問題行動の未然防止、早期発見、早期対応に努めていく。 

また、引き続き生徒指導規程をもとに、問題行動に対し組織的に一貫した対応を取

るよう学校を指導していくとともに、警察や関係機関との連携を積極的に行うことも

指導していく。 

今後は学校、市教育委員会、廿日市警察署、さらに近隣の警察署等関係機関とも協

議できる場の設定について検討していく。 

ウ いじめ問題への対応 

全市をあげて計画的、体系的、組織的にいじめ防止対策を取り組むため、これまで

重点的に推進してきた「いじめの未然防止」「いじめへの（組織的な）対処」に関する

取組の充実は継続しつつ、今後は「いじめの早期発見・早期対応」の取組の充実を図

ることとする。 

具体的には、児童生徒が発する小さなサインを見逃さないようアンケートを定期的

に実施したりアセスの効果的な活用を推進する。また、児童生徒がいじめを訴えやす

い環境を整え、子どもをいじめに向かわせないことを目的とした「つながり支援プロ

ジェクト」を、すべての学校教育活動全体で取り組んでいく。 

さらに、市町の挑戦支援加配校 6 校に対して、昨年度の成果と課題を踏まえた重点

的な取組を行い、各校がお互いの強みを活かして実践するとともに、相互に学び合う

体制を整える 

    

(3)(3)(3)(3)    心のケア体制の充実心のケア体制の充実心のケア体制の充実心のケア体制の充実 

    今後も、友達など他者とのコミュニケーションがうまくとれず、悩みや不安を抱えた

まま過ごす生徒が増えることが予想される。相談内容を共有し、組織的に対応できる体

制を構築していくために、心の教室相談員対象の研修の充実を図る。 

 

(4)(4)(4)(4)    健康の保持増進・体力つくりの充実健康の保持増進・体力つくりの充実健康の保持増進・体力つくりの充実健康の保持増進・体力つくりの充実 

ア 健康教育の充実 

すべての小・中学校が医療機関等と連携をとり、薬物乱用防止教室が実施できるよ

う努める。 

イ 新体力テストの活用 

小・中学校ともに県平均を下回った｢握力｣、「ソフトボール投げ」を最重点種目とし

て、実技研修や教育研究会体育部会等で、課題解決に向けた取組の充実について指導

していく。 

ウ 体力つくり推進計画の活用 

明らかになった課題の解決に向けて、具体的な取組計画を作成し、検証していく。
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また、各学校の取組の交流を行っていく。 

 

(5)(5)(5)(5)    食に関する教育の充実食に関する教育の充実食に関する教育の充実食に関する教育の充実    

ア 食に関する指導の充実 

     「廿日市市教委だより」等を活用し、各校の取組を相互交流する機会をもつ。 

   イ 給食の充実 

 平成 27年度の取組を継続して行うとともに、家庭や地域と一体となった取組となるよう

に、さらに啓発活動を充実する。 

 

(6)(6)(6)(6)    特別支援教育の充実特別支援教育の充実特別支援教育の充実特別支援教育の充実    

ア 研修内容の充実 

広島県の専門性向上事業を受講した教諭を講師に招き、特別支援教育コーディネー

ターの役割を明確にするとともに、専門性を高めるための理論研修や演習を行う。 

また、いじめの被害者に特別な支援が必要な児童生徒が多いことから、プログレス

研修（特別支援推進研修）では、特別支援教育コーディネーターはもとより、生徒指

導主事も参加させ、特別支援教育に関する研修を充実させ、児童生徒一人一人の教育

的ニーズを的確に把握し、効果的な指導が行われるように努める。また、来年度以降

も市内保育園保育士や幼稚園教諭と合同の研修行い、幼保・小・中の連携を一層強め

る。 

イ 特別支援教育士の配置 

引き続き特別支援教育士を配置し、幼稚園、小・中学校への巡回相談等を通して、

学習環境の整備や、児童生徒の実態を踏まえた支援の在り方など、特別支援教育の充

実に向けた助言を行っていく。 

また、就学相談等において、保護者への専門的な助言を行う。 

ウ 特別支援教育支援員の配置 

支援を必要とする児童生徒の状況を把握し、必要に応じた適切な支援員の配置とそ

の確保に努める。 

 

(7)(7)(7)(7)    多様な体験の場の整備多様な体験の場の整備多様な体験の場の整備多様な体験の場の整備 

多様な体験の場を確保するために、地域の教育力を生かした体験活動の場の充実を地

域との連携で進めていく。 

ア チャレンジ学校づくり支援事業 

小規模校の児童が普段は体験できない同世代の子ども同士の交流ができていること、

地域の人や伝統文化との触れ合いにより、コミュニケーション能力の向上が図られ、

子どもたちが地域に愛着を感じていることなどの事業効果が得られている。 

しかし、実施校が 2 校のみとなったこと、また、事業実施校は、いずれも本年度、

学校支援地域本部を設置する予定であることを考慮し、学校、地域の意向を踏まえな

がら今後の事業のあり方について検討していく。 

イ 様々な体験交流活動の促進 

学校、子ども会、青少年育成団体などのそれぞれのニーズに合わせた活用しやすい
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体験交流活動プログラムを体験施設と協力してＰＲしていく。 

また、青少年育成団体が実施している体験活動について、多くの子どもが参加でき

るように学校等にＰＲを行う。 

 



 

48 

基本方針基本方針基本方針基本方針④④④④        教職員の資質・指導力の向上教職員の資質・指導力の向上教職員の資質・指導力の向上教職員の資質・指導力の向上    

    

    

    

    

    

１  平成 27 年度の取組 

   

(1)(1)(1)(1)    教職員研修の充実教職員研修の充実教職員研修の充実教職員研修の充実 

教職員の資質・指導力の向上を図るため、研修会（プログレス研修）を実施した。課

題別研修の内容は、いじめ防止対策の充実を図り、県教育委員会の研修で扱われている

内容や職能別研修に組み込むことが可能な内容を踏まえて精選した。 

項目 平成 26 年度 平成 27 年度 

職能別研修 校長：2回、教頭：3回 

総括事務長・事務長：1回 

主幹教諭：1回、指導教諭：1回

教務主任：3回、研究主任：1回

初任者：2回 

校長：2回、教頭：2回 

総括事務長・事務長：1回 

主幹教諭：1回、指導教諭：1回

教務主任：3回、研究主任：2回

初任者：2回 

課題別研修 道徳教育：3回 

体力向上：1回 

国語科教育実践研修：1回 

算数・数学科教育実践研修：1回 

外国語活動・英語教育実践研

修：1回 

いじめ防止対策：5回 

特別支援教育：2回、食育：1回、

環境教育：1回 

「基礎・基本」定着状況調査結

果を踏まえた改善計画作成研

修：1回 

道徳教育：3回 

体力向上：1回 

国語科教育実践研修：1回 

算数・数学科教育実践研修：1回 

外国語活動・英語教育実践研

修：1回 

理科教育実践研修：1回 

いじめ防止対策：3回 

特別支援教育：2回、 

「基礎・基本」定着状況調査結

果を踏まえた改善計画作成研

修：1回 

基本研修 教職員夏季研修：1回 教職員夏季研修：1回 

※教職員夏季研修は、各校 3割程度出席とし、184名が出席した。 

④ 教職員の資質・指導力の向上 (1) 教職員研修の充実 

(2) 教職員の研究活動の充実 
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(2)(2)(2)(2)    教職員の研究活動の充実教職員の研究活動の充実教職員の研究活動の充実教職員の研究活動の充実    

ア 指導主事の派遣 

市教育委員会の指導主事（6 人）と市内指導教諭（2 人）を校内研修や公開研究会に

派遣し、指導助言及び講評を行った。 

指導主事による学校訪

問指導回数 

校内研修（要請訪問（注 29））：62回 

指定校への訪問指導：126回 

イ 各種教育研究委嘱事業の実施 

(ｱ) 広島県教育委員会の委嘱事業 

     【研究指定校・教育課題】 

廿日市小学校 生徒指導実践指定校、指導方法工夫改善指定校（教科限定：算

数） 

平良小学校 生徒指導実践指定校 

阿品台西小学校 生徒指導実践指定校 

友和小学校 生徒指導実践指定校、幼保小接続カリキュラム研究開発事業 

四季が丘小学校 ｢学びの変革｣パイロット校 

廿日市中学校 生徒指導実践指定校 

阿品台中学校 生徒指導実践指定校 

大野西小学校 指導方法工夫改善指定校（教科限定：算数） 

大野東小学校 生徒指導実践指定校、市町の挑戦支援加配校 

宮内小学校 市町の挑戦支援加配校 

地御前小学校 市町の挑戦支援加配校 

阿品台東小学校 指導方法工夫改善指定校（教科限定：算数）、市町の挑戦支援

加配校 

野坂中学校 市町の挑戦支援加配校、生徒指導集中対策指定校 

大野中学校 ｢学びの変革｣パイロット校、市町の挑戦支援加配校 

大野東中学校 指導方法工夫改善指定校（課題解決） 

道徳教育改善・充実総合対策推進事業指定校 

佐伯中学校 生徒指導実践指定校 

七尾中学校 市町の挑戦支援加配校 

四季が丘中学校 指導方法工夫改善指定校（課題解決） 

(ｲ) 廿日市市教育研究委嘱事業 

【研究指定校・教育課題】 

佐方小学校 授業づくり 

大野中学校 ＮＩＥ（注 30）実践研究 

宮島中学校 ＥＳＤ実践研究 

阿品台東小学校 いじめ防止対策実践研究 

宮内小学校 体力向上実践研究 

 



 

50 

事業費（決算額） 教育研究委嘱事業 3,880,299円 

 

ウ 廿日市市教育研究会の支援 

教職員による自主的な研修の場である廿日市市教育研究会に対して、研修会運営支

援や、研修会における外部講師の調整、研究内容についての指導助言などを行った。 

 

２  数値目標の状況 

 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

廿日市市教育研究委嘱校数 5 校 4 校 5 校 達成 

（小学校：全 17 校、中学校：全 10校） 

 

３  点検・評価 

 

(1)(1)(1)(1)    教職員研修の充実教職員研修の充実教職員研修の充実教職員研修の充実    

今年は、「つながり支援プロジェクト」を全市的に展開することから、すべての職種の

研修でこの内容を取り入れるとともに、外部から専門家を招聘するなど、効果が上がる

よう必要に応じて二つの研修を組み合わせて行うなど、工夫と充実を図った。 

特に教職員夏季研修では、国立教育政策研究所の滝充総括研究官をお招きし、自己有

用感とは何か、またいじめの未然防止のために自己有用感がポイントになるということ

を聞くことができ、参加した教職員は、自己有用感についてより深く理解し、実践意欲

を高めることができた。 

 また、学習指導要領の改訂を見据え、外国語活動についても、文部科学省初等中等教

育局直山木綿子教科調査官を招き、これからの英語教育について指導を受けたことは、

担当教職員にとって大きな刺激となった。 

    

(2)(2)(2)(2)    教職員の研究活動の充実教職員の研究活動の充実教職員の研究活動の充実教職員の研究活動の充実    

ア 指導主事の派遣 

     全小・中学校に対して、指導主事等（市教育委員会の指導主事、廿日市市内指導教

諭を含む。）が、合計 188 回校内研修の訪問指導を行い、授業改善に係る支援を行うこ

とができた。 

イ 各種教育研究委嘱事業の実施 

     研究指定校において、特定の教育課題について実践的な研究を行ったことにより、

教職員の課題への理解が高まり、教職員の指導力の向上を図ることができた。また、

研究の成果については、公開研究会で発表し、市内の他の学校へ紹介することができ

た。 

廿日市市教育研究委嘱事業は、市内小・中学校と市教育委員会が連携し、基礎・基
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本の確実な定着や，今日的な教育課題の解決をねらった指導内容・指導方法等の工夫

改善等についての実践的な研究を行い、研究成果を市内の他の学校へ普及させること

を目的としている。 

平成 27 年度は、「市町の挑戦支援加配」対象 7校の内、6校を「つながり支援プロジ

ェクト推進校」と位置づけ、研修での発表や報告、公開研究会等の機会で取組を報告

させ、つながり支援プロジェクトの進んだ取組を全市的に普及することに努めた。 

 

ウ 廿日市市教育研究会の支援 

廿日市市教育研究会は、授業研究をベースとした研修会を継続して実施し、授業改

善への意識の高まりが見られた。中学校では、各教科等の代表による成果発表会を実

施し、他教科の研究の視点や手法について互いに学び合うことができた。    

 

４ 今後の取組の方向 

 

(1)(1)(1)(1)    教職員研修の充実教職員研修の充実教職員研修の充実教職員研修の充実  

プログレス研修について、今年度講師として、生徒指導の第一人者である国立教育政

策研究所総括研究官を呼んだことが大変効果的であったことから、特別支援教育と道徳、

総合的な学習の時間などについて、全国的に活躍している講師を選定し、最先端の情報

を教職員に提供していきたい。 

また、研修を精選し、優先順位を付けて計画するとともに、研修の内容も、演習、協

議、実践報告など参加型の研修へ質を高めていく。 

 

(2)(2)(2)(2)    教職員の研究活動の充実教職員の研究活動の充実教職員の研究活動の充実教職員の研究活動の充実    

ア 指導主事の派遣 

     要請のある学校を始め、指導主事等（広島県教育委員会及び市教育委員会の指導主

事、市内指導教諭を含む。）による学校訪問指導を調整し、効果的・効率的な学校訪問

を行うことで、課題に対応した指導を行い、学校内で自ら高めあう研修体制づくりが

できるよう指導していく。 

指導主事による研究指定校への訪問については、一人の指導主事が 1 校を担当し、

年間を通じて訪問指導を継続的に行うチューター方式等も活用し、より指導主事の派

遣が「点」で終わらず「線」としてつながるよう工夫する。 

イ 各種教育研究委嘱事業の実施 

廿日市市教育研究委嘱校については、取組の精選を図る中で、次年度は見送り、県

の指定校訪問をより強化することとしたい。 

ウ 廿日市市教育研究会の支援 

廿日市市教育研究会に対して、引き続き外部講師や指導主事等の派遣を調整すると

ともに、国や県の動向を踏まえて市教育委員会の方針を周知していくなど、活動の活

性化のための支援を行う。 
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基本方針基本方針基本方針基本方針⑤⑤⑤⑤        地域による学校支援や子どもの成長を支える仕組みづくり地域による学校支援や子どもの成長を支える仕組みづくり地域による学校支援や子どもの成長を支える仕組みづくり地域による学校支援や子どもの成長を支える仕組みづくり    

    

    

 

 

 

１  平成 27 年度の取組 

 

(1)(1)(1)(1)    協働による魅力ある学校づくり協働による魅力ある学校づくり協働による魅力ある学校づくり協働による魅力ある学校づくり    

学校支援地域本部事業（再掲：学校教育の基本目標－施策の基本方針①－(5)、社会教

育の基本目標－施策の基本方針③－(2)、社会教育の基本目標－施策の基本方針④－(2)）    

    地域の教育力による支援体制を整備し、地域の教育力の向上と学校が子どもと向き合

う時間を確保するため、学校、地域と協議を重ね、それぞれの地域の実態に合った学校

支援地域本部を新たに 2本部開設し、14本部となった。 

    また、既存の 1 本部の事業実施校に中学校（大野東中学校）が加わり、中学校区での

取組となった。 

    書写、図工などの技術教科を中心とした学習支援、登下校時や校外学習時における安

全見守り支援、地域行事への参加など、学校と地域との協働による学校支援を推進する

ために、地域又は学校に対し、助言などを行った。 

    学校支援地域本部での取組を学校だよりに掲載するなどし、ＰＴＡや地域住民との情

報共有を図った。 

 

(2)(2)(2)(2)    放課後の子どもの学習・交流放課後の子どもの学習・交流放課後の子どもの学習・交流放課後の子どもの学習・交流・体験活動の場の提供・体験活動の場の提供・体験活動の場の提供・体験活動の場の提供 

放課後子供教室（注 31）の推進（再掲：社会教育の基本目標－施策の基本方針③－(2)、

社会教育の基本目標－施策の基本方針④－(2)） 

    学校支援地域本部の取組内容の１つとして、地域の教育力による学習と体験、子ども

の安全で安心な居場所の提供を目的に、学校支援地域本部の 4 本部が放課後子供教室を 4

教室実施した。 

 

放課後子供教室名 実施本部名 登録児童数 年間開設日数 

放課後はつかいち寺子屋塾大

野西小学校放課後子ども教室 

大野学園学校支援地域本

部 
7 人 70日 

放課後はつかいち寺子屋塾大

野東小学校放課後子ども教室 

大野東中学校区学校支援

地域本部 
15 人 64 日 

木曜塾 阿品台東小学校・阿品台

中学校学校支援地域本部 
21 人 33 日 

木曜教室 原小学校区学校支援地域

本部 
42 人 43 日 

 

⑤ 地域による学校支援や子ども 

の成長を支える仕組みづくり 

(1) 協働による魅力ある学校づくり 

(2) 放課後の子どもの学習・交流・体験活動の場の提供 



 

53 

事業費（決算額） 
学校支援地域本部事業 

（うち放課後子供教室分） 

12,884,746円 

（176,000円） 

 

２  数値目標の状況 

 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

放課後子供教室が実施されて

いる校数 
2 校 4 校 4 校 達成 

（小学校：全 17 校）※学校支援地域本部を設置している小学校において実施 

 

３  点検・評価 

 

(1)(1)(1)(1)    協働による魅力ある学校づくり協働による魅力ある学校づくり協働による魅力ある学校づくり協働による魅力ある学校づくり 

新たに、2 つの学校支援地域本部を開設し、学習支援及び地域交流などに着手した。 

    既存の学校支援地域本部は、それぞれが体制の見直しや事務分担の見直しなどを行い

自主的な運営を行えるようになってきており、支援ボランティアと学校との良好な協調

関係を保ちつつ、地域行事への児童生徒の参加など、支援活動が順調に継続実施できた。 

    平良平良平良平良小学校区学校支援地域本部が小学校区学校支援地域本部が小学校区学校支援地域本部が小学校区学校支援地域本部が「「「「平成平成平成平成 22227777 年年年年度優れた『地域による学校支援活動』推度優れた『地域による学校支援活動』推度優れた『地域による学校支援活動』推度優れた『地域による学校支援活動』推

進にかかる文部科学大臣表彰」進にかかる文部科学大臣表彰」進にかかる文部科学大臣表彰」進にかかる文部科学大臣表彰」を受賞した。を受賞した。を受賞した。を受賞した。    

 

(2)(2)(2)(2)    放課後の子どもの学習・交流・体験活動の場の提供放課後の子どもの学習・交流・体験活動の場の提供放課後の子どもの学習・交流・体験活動の場の提供放課後の子どもの学習・交流・体験活動の場の提供    

本年度、放課後子供教室を実施する本部が二つ増え、4 本部となった。 

大野学園学校支援地域本部と大野東中学校区学校支援地域本部で取り組む放課後はつ

かいち寺子屋塾の2教室では、はし使いなど基本的な生活習慣習得のための取組や宿題、

体験活動を行い、子どもたちが生きる力を身につけ、のびのび過ごすことができる場を

提供した。また、2 教室合同の工作教室や宿題クラブを実施し相互の交流を図ることがで

きた。 

    阿品台東小学校・阿品台中学校学校支援地域本部が取り組む木曜塾では、復習や宿題

の支援を主な活動内容とし、地域の方との関わりの中でコミュニケーション力を育んだ。 

    原小学校区学校支援地域本部が取り組む木曜教室では、遊びや体操、料理、囲碁等を

行い、市民センターと連携して内容の充実を図り、地域が子どもを育てる仕組みづくり、

環境づくりを進めることができた。 

 



 

54 

４ 今後の取組の方向 

 

(1)(1)(1)(1)    協働による魅力ある学校づくり協働による魅力ある学校づくり協働による魅力ある学校づくり協働による魅力ある学校づくり 

学校支援地域本部は、諸状況に配慮した上で、学校に対し、地域内における各機関・

団体が連携した支援体制を取れることが重要であり、そのためには、関係する機関ごと、

地域コミュニティごと、団体ごとに協議、調整及び意思統一が必要である。市内全域へ

の設置を目指しており、次年度また新たに学校支援地域本部を設置する地域についても、

これまで同様十分な事前調査と調整を行う。 

    地域の教育力が様々な場面において発揮できるよう、学校のニーズに合わせた支援活

動を学校区（地域）で十分協議し、持続可能な学校支援地域本部を形成する。 

    それぞれの地域の実態に合った持続可能な支援内容の組立てに努め、また、各々の学

校支援地域本部の自立を目指し、各本部の実践交流や研修の場をもつと同時に教育委員

会教育指導課、市地域政策課との連携・協力を強める。 

平成 30年度末までに中学校区として取り組んでいく体制の完成を目指しており、体制

方針の検討を行い、既存の各本部にその方向性を示していく。 

 

(2)(2)(2)(2)    放課後の子どもの学習・交流・体験活動の場の提供放課後の子どもの学習・交流・体験活動の場の提供放課後の子どもの学習・交流・体験活動の場の提供放課後の子どもの学習・交流・体験活動の場の提供    

平成26年度に放課後子供教室を学校支援地域本部の取組内容の一つとして実施するこ

ととする整理を行ったが、引き続き、学校支援地域本部へ取組について働き掛けを行い、

放課後子供教室が実施されている校数の増を目指す。 

    また、放課後児童クラブとの連携をすすめるため、市長部局との連携を図る。 
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基本方針基本方針基本方針基本方針⑥⑥⑥⑥        安全・安心な教育環境の確保安全・安心な教育環境の確保安全・安心な教育環境の確保安全・安心な教育環境の確保 

    

    

    

    

    

    

    

１  平成 27 年度の取組 

 

(1)(1)(1)(1)    学校施設の耐震対策等の実施学校施設の耐震対策等の実施学校施設の耐震対策等の実施学校施設の耐震対策等の実施    

校舎等の耐震補強工事 

学校施設の耐震化を図るため、佐方小学校ほか 4校の 8棟、廿日市中学校ほか 1 校の 4

棟の耐震補強工事を完了した。 

事業費（決算額） 
小学校施設耐震化事業 582,895,700円 

中学校施設耐震化事業 443,270,970円 

    

(2)(2)(2)(2)    子ども子ども子ども子どもを災害、事故や犯罪から守るための安全対策を災害、事故や犯罪から守るための安全対策を災害、事故や犯罪から守るための安全対策を災害、事故や犯罪から守るための安全対策    

ア 子どもの安全対策推進本部（再掲：社会教育の基本目標－施策の基本方針④－(2)）    

ＰＴＡや地域から要望があったときに、情報提供を行うとともに説明に出向いた。 

学校、ＰＴＡと連携し、通学路危険箇所を確認し、必要な場合は交通安全啓発看板

（電柱巻きつけ）、足型マークなどの設置を推進した。 

通学路の安全確保に向けた取組みを継続するため、国・県・市の道路管理者、警察、

学校、ＰＴＡ等の関係機関による廿日市市通学路安全推進会議を開催し、「廿日市市

通学路安全推進プログラム」の更新、関係機関の連携が必要な危険箇所の合同点検及

び安全対策の検討を行った。 

イ 不審者情報の発信 

不審者情報を、学校や市民センター、市役所各課に発信し、子どもの安全確保のた

めの情報提供を行った。 

ウ スクールガードリーダー（注 32） 

     本市の子どもたちが安心して教育を受けられるように、地域や関係部局・機関と連

携し、安全で安心できる学校を確立する体制づくりを行うため配置したスクールガー

ドリーダーが、市内 17 の小学校及び幼稚園へ訪問し、①学校内及び通学路の危険箇所

等の確認、改善指導及び評価、②学校等に対する防犯対策と改善指導及び評価、③学

校及び地域における安全体制整備に関する指導及び評価を行った。 

 

⑥ 安全・安心な教育環境

の確保 

(1) 学校施設の耐震対策等の実施 

(2) 子どもを災害、事故や犯罪から守るための安全対策 

(3) 学校給食施設の整備 
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(3)(3)(3)(3)    学校給食施設の整備学校給食施設の整備学校給食施設の整備学校給食施設の整備 

平成 26 年度に策定した「廿日市市学校給食施設整備基本構想」に基づき、大野学校給

食センターの事業方式をＤＢＯ方式（設計・建設・運営一括発注方式）（注 33）とし、事業

内容や事業期間について検討した。 

 

２  数値目標の状況 

 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

非木造 2 階建以上又は非木造の 200

㎡超の小・中学校施設の耐震化率  

( )は県平均 [  ]は全国平均 

  85.0 % 

(83.5 %) 

[95.6%] 

100.0% 

  96.5 % 

(91.7%) 

[98.1%] 

未達成 

通学路点検実施校数   29 校 27 校  27 校 達成 

（小学校：全 17 校、中学校：全 10校）  

 

３  点検・評価 

   

(1)(1)(1)(1)    学校施設の耐震対策等の実施学校施設の耐震対策等の実施学校施設の耐震対策等の実施学校施設の耐震対策等の実施    

学校施設の耐震化を平成27年度末までに完了するよう工事発注を行ったが入札不調に

より、工事請負契約の締結に遅れが生じ、平成 27 年度末までの完了が困難となった。 

    

(2)(2)(2)(2)    子どもを災害、事故や犯罪から子どもを災害、事故や犯罪から子どもを災害、事故や犯罪から子どもを災害、事故や犯罪から守るための安全対策守るための安全対策守るための安全対策守るための安全対策    

ア 子どもの安全対策推進本部 

      道路管理者、警察、学校、ＰＴＡなどの関係機関が連携し「廿日市市通学路安全推

進会議」を開き、合同点検や安全対策の検討を行い、通学路の安全確保を図ることが

できた。 

  安全対策については、歩道の拡幅、標識の設置といったハード面での対策のみでな

く、地域の方などの見守り活動の充実や学校での交通安全指導などソフト面での対策

強化も必要である。 

イ 不審者情報の発信 

適切に情報発信を行うことができた。市民センターが掲示等により地域へ情報提供

することもできた。 

ウ スクールガードリーダー 

     防犯や事故防止に豊富な知識を有する専門家であるスクールガードリーダーが各学

校を訪問指導することで、学校の実態にあった指導をすることができた。また、具体

的な学校の課題が明らかになり、その課題を改善することで、学校の安全体制の確立

が図られた。また、関係部局と連携を取ることで、スクールガードリーダーの訪問指

導に市地域政策課のくらし安全指導員が同行するなど横のつながりもできてきた。 
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(3)(3)(3)(3)    学校給食施設の整備学校給食施設の整備学校給食施設の整備学校給食施設の整備    

大野学校給食センターの平成 30年 9 月の供用開始に向けて、事業スケジュールに基づ

き、着実に進んできている。事業内容等の検討では、学校給食調理現場の声も取り入れ

た。 

大野東小学校給食調理場の老朽化の課題や、廿日市学校給食センターが市内全体の学

校給食供給数の 8 割強と集中し過ぎている課題を早期に改善するために、大野学校給食

センターの平成 30年 9月の供用開始に向けて、今後も確実に事業を進めていく必要があ

る。 

    

４ 今後の取組の方向 

 

(1)(1)(1)(1)    学校施設の耐震対策等の実施学校施設の耐震対策等の実施学校施設の耐震対策等の実施学校施設の耐震対策等の実施    

入札不調による工事請負契約の締結の遅れにより、平成 27 年度から継続して行ってい

る校舎・屋内運動場 4棟について耐震補強工事を完了させる。 

 

(2)(2)(2)(2)    子どもを災害、事故や犯罪から守るための安全対策子どもを災害、事故や犯罪から守るための安全対策子どもを災害、事故や犯罪から守るための安全対策子どもを災害、事故や犯罪から守るための安全対策    

ア 子どもの安全対策推進本部 

通学路の危険箇所について、関係機関が一同に会しての合同点検は、関係機関の連

携が必要な危険箇所について引き続き実施していく。その他、必要に応じ現地での状

況確認、関係機関での対策協議も実施する。 

通学路改善情報を速やかにＰＴＡ・学校等に提供し、地域と連携して、その後も危

険箇所の効果的な把握と安全対策の実施を継続していく。 

交通安全啓発看板（電柱巻きつけ）に関しては、現状では「学童多し注意」、「ス

ピード落とせ」の 2 種類の看板しか購入しておらず、そのいずれかを設置することと

しているが、必要に応じ他の表示内容の看板も準備し設置する。    

イ 不審者情報の発信 

     子どもの安全を確保するため、今後とも、適切な情報発信に努めるとともに必要に

応じて引き続き市民センターに協力を依頼し、市民センターでの掲示等を行う。 

ウ スクールガードリーダー 

来年度は 1 学期から訪問指導を始め、より学校のニーズに応じた指導ができるよう

に改善し、今後も、より効果的な実施となるよう工夫しながら継続していく。 

 

(3)(3)(3)(3)    学校給食施設の整備学校給食施設の整備学校給食施設の整備学校給食施設の整備    

実施方針の公表や、入札公告、事業者の選定、契約事務など、大野学校給食センター

の平成 30年 9 月の供用開始に向けて、確実に事業を進めていく。 

    また、安心で安全な学校給食を提供するため、異物混入等の未然防止に向けて、調理

器具等の点検方法の見直しや備品等の取替えについて検討する。 
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社会教育の基本目標社会教育の基本目標社会教育の基本目標社会教育の基本目標        市民の学びを支え市民の学びを支え市民の学びを支え市民の学びを支え    文化を育む文化を育む文化を育む文化を育む    ひとづくり・まちづくりひとづくり・まちづくりひとづくり・まちづくりひとづくり・まちづくり    

                                                                                        ～学びによるまちづくりをめざして～～学びによるまちづくりをめざして～～学びによるまちづくりをめざして～～学びによるまちづくりをめざして～    

基本方針基本方針基本方針基本方針①①①①        誰もが学習しやすい環境づくり誰もが学習しやすい環境づくり誰もが学習しやすい環境づくり誰もが学習しやすい環境づくり    

    

    

    

    

    

１  平成 27 年度の取組 

 

(1)(1)(1)(1)    多様な学習機会の充実多様な学習機会の充実多様な学習機会の充実多様な学習機会の充実 

ア 生涯学習情報の提供 

     生涯学習情報誌として「私のまちの自主活動グループ」を発行した。市役所ホーム

ページへの掲載、各種チラシ類等の備え置き、毎週 1 回のＦＭはつかいち生涯学習情

報コーナーでの情報提供、市民からの学習相談、市民センターへの情報提供を行うと

ともに、新聞、タウン誌、ケーブルテレビなど報道機関への情報提供を行った。 

     青少年関係の情報に関しては、ＦＭはつかいちで青少年育成団体が実施している番

組内での情報提供及び「青少年健全育成新聞（しゃぼん玉新聞）」に掲載を行うなど広

く情報の提供を試みた。 

イ 市民センターの活動（市では、生涯学習や社会教育を地域の課題解決に生かせるよ

う、平成 20年度から「公民館」を「市民センター」としている。） 

各種の学級・講座を開催するとともに、市民による自主的な学習活動の場を提供し

た。また、昨年度に引き続き講座内容の充実に向け、市民センターと連携した講座の

実施を考えている担当課から詳細な聞き取りを行い市民センターに情報提供を行った。 

企画書の様式の変更に伴い、講座を行う前に、学習プログラムを作成し、実施後に

は講座の適切な評価を行うというサイクルに沿って実施し、明確な目的をもった講座

を実施した。 

各種のチラシ類を施設内に備え置くとともに、ホームページや市民センターだより

により様々な情報の提供を行った。 

ウ 図書館の運営 

平成 27 年度の「子どもと本の講座」は、読み聞かせボランティアや子どもの本につ

いて関心のある人を対象に、子どもが絵本や紙芝居、わらべうたと触れ合う中で「言

葉」や「心」がどのように発達するかを講師による実演を交えた講義で行い、スキル

アップに繋がる講座を実施した。 

     季節や時事の話題、文化ホールの催しなどに関連した図書の展示及び貸し出しを行

った。 

昨年度に引き続き「100冊読書手帳」を作成し、図書館 3館で主として子どもを対象

に配布を始めた。希望する小中学校へも配布し活用を図った。 

     こども読書週間にスタンプラリー、読書週間にまたがる 2 ヵ月間にスタンプカード

を実施し、読書啓発を行った。 

① 誰もが学習しやすい環境づ 

くり 

(1) 多様な学習機会の充実 

(2) 学習しやすい場の整備 
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エ 文化施設の運営 

はつかいち文化ホールさくらぴあ、美術ギャラリー、さいき文化ホールにおいて主

催事業を実施して市民に文化に触れる機会を提供したほか、施設の貸館を行い文化活

動の場を提供し、市民文化の向上を支援した。 

特に、はつかいち文化ホールにおいては、ニーズの把握に努めるとともに、公演入

場料について地域性を勘案した料金設定の研究、団体へのチケット販売促進の検討や、

ニーズ調査を反映した公演開催に取り組んだ。 

また、顧客の新規獲得・底辺の拡大を目的に年会費 500 円の会員制度のほか、イン

ターネットでチケット購入や施設予約などができるサービスを提供し、利便性の向上

に努め利用者増加に取り組んだ。 

オ スポーツ推進委員の活動（再掲：社会教育の基本目標－施策の基本方針④－(2)） 

家族、幅広い年齢層が参加できるニュースポーツの教室や大会を実施するとともに、

地域コミュニティ活動への参画により、ニュースポーツを広める活動を継続している。 

     ・ 大野グラウンドゴルフ大会（10月 11 日） 

     ・ 佐伯地域体力測定会（11月 29 日） 

     ・ 廿日市地域ウォーキング大会（11 月 29 日） 

     ・ ニュースポーツフェスティバル（3 月 6 日） 

カ 体育施設の運営（再掲：社会教育の基本目標－施策の基本方針④－(2)） 

体育施設の運営を委託している指定管理（注 34）者が地域貢献の一環として、子ども

対象のスポーツ教室、大会を実施することで、青少年の健全育成やスポーツ活動の活

性化に取り組んだ。 

     ・ 小学生ドッジボール大会（サンチェリー） 

     ・ キッズスポーツ教室（水泳、体操、バスケットボール、ハンドボール、ヒップホ

ップダンス等）（サンチェリー） 

     ・ 運動会必勝塾（サンチェリー） 

     ・ 野球教室（佐伯総合スポーツ公園） 

     ・ 小学校駅伝大会（佐伯総合スポーツ公園） 

     ・ ジュニアフットサルスクール（佐伯総合スポーツ公園） 

キ 食に関する教育の充実 

生涯学習フェスティバルで、山陽女子短期大学が実物大料理模型を活用した栄養指

導、地元食材を使用したメニューの紹介、給食センターの有志等が廿日市市内の学校

の給食メニューの紹介等を行った。 

文部科学省が進める「早寝、早起き、朝ごはん」運動のリーフレットを廿日市市内

の小学校 1 年生全員に配布した。 

ク スポーツ・レクリエーション行事の実施 

スポーツ振興計画に掲げる「するスポーツ」の一環として、中学校女子はつかいち

駅伝大会、佐北駅伝大会、大野・宮島剣道大会、西日本少年柔道大会を支援し、ソフ

ト面の充実に取り組んだ。また、家族や幅広い年齢で参加できる大野グラウンドゴル

フ大会、佐伯地域体力測定会、廿日市地域ウォーキング大会、ニュースポーツフェス

ティバルをスポーツ推進委員の指導により実施し、健康維持にスポーツを取り入れる
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ようアピールした。 

ケ スポーツ国際大会の開催 

     ＡＳＴＣアジアトライアスロン選手権の平成 28年度開催に向けて準備を行った。 

コ 生涯学習講座の開催 

山陽女子短期大学、日本赤十字広島看護大学、県立広島大学、広島修道大学による

公開講座を開催した。 

大学名等 テーマ・講演者 開催回数 参加人数 

山陽女子短期大学 

第 35回 前期 

山陽女子短期大学公開講座 

「災害の現状と今後の備え 

～防災と減災のために～」 

第 1回 山﨑 健次 氏 

（広島県歯科医師会 常務理事） 

第 2回 近藤 健二 氏 

（公立みつぎ総合病院リハビリ部次長） 

第 3回 尾首 千代子 氏 

（広島市安佐南区厚生部 保健福祉課長） 

第 4回 有吉 澄江 氏 

（山陽女子短期大学 准教授） 

第 5回 清水 英俊 氏 

（広島中央保健生協 企画情報室長） 

5回 延 139 人 

山陽女子短期大学 

 

第 35回 後期 

山陽女子短期大学公開講座 

「からだのしくみを考える」 

第 1回 吉田 誉 氏 

（山陽女子短期大学 講師） 

第 2回 恵野村 明美 氏 

（山陽女子短期大学 准教授） 

第 3回 谷口 薫 氏 

（山陽女子短期大学 准教授） 

第 4回 岡村 美和 氏 

（山陽女子短期大学 講師） 

第 5回 木村 貴文 氏 

（京都大学 iPS細胞研究所  

基盤技術研究部門 教授） 

5回 延 252 人 

山陽女子短期大学 

 

マイクロ・オフィスを楽しむパソコン講座 

「写真入りのマイ名刺を作ろう」 

章 志華 氏（山陽女子短期大学 教授） 

1回 29 人 
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大学名等 テーマ・講演者 開催回数 参加人数 

日本赤十字広島看護

大学 

「地域で子どもを守る・育てる 

～事故防止・病気の予防～」 

山村 美枝 氏 

（日本赤十字広島看護大学 教授） 

1回 27 人 

県立広島大

学 

地域連

携セン

ター 

「お子さま連れで学べるマネジメント基

礎講座」 

第 1回 平野 実 氏 

（県立広島大学 

経営情報学部経営学科 教授） 

第 2回 粟島 浩二 氏 

（県立広島大学 

経営情報学部経営学科 教授） 

第 3回 村上 恵子 氏 

（県立広島大学 

経営情報学部経営学科 准教授） 

第 4回 和田 崇 氏 

（県立広島大学 

経営情報学部経営学科 准教授） 

4回 延 36 人 

県立広島大

学 

宮島学 

センタ

ー 

第１回「毛利元就の厳島信仰」 

秋山 伸隆 氏 

（県立広島大学 人間文化学部 教授） 

1回 161 人 

第 2回「大元神社の祭神と宮島の町人」 

松井 輝昭 氏 

（県立広島大学 名誉教授） 

1回 72 人 

第 3回「厳島絵馬鑑」を読む 

大知 徳子 氏 

（宮島学センター 助教） 

1回 55 人 

広島修道大学 

ひろしまカレッジへの提供講座 

「海外旅行を楽しむための使える英語」 

関根 幸雄 氏 

（広島修道大学 商学部 教授） 

1回 98人 

また、廿日市市合唱連盟と共催で合唱講習会、地元音楽団体と共催で音楽講座、文化

団体と共催で文化講演会等を開催した。 

 

(2)(2)(2)(2)    学習しやすい場の整備学習しやすい場の整備学習しやすい場の整備学習しやすい場の整備 

ア 各施設の運営 

文化施設であるはつかいち文化ホール（さくらぴあ）、はつかいち美術ギャラリーを、
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（公財）廿日市市文化スポーツ振興事業団の指定管理により管理運営を行った。また、

スポーツ施設であるスポーツセンター（サンチェリー）、峰高公園多目的広場、サッカ

ー場、佐伯総合スポーツ公園をポラーノグループ廿日市、パークゴルフ場をＮＰＯ法

人廿日市市スポーツ協会の指定管理により管理運営を行った。さいき文化ホール、大

野体育館は、市の直営で管理運営を行った。 

また、はつかいち文化ホール舞台機構設備ワイヤ更新工事、廿日市市スポーツセン

ター空調設備修繕工事、廿日市市スポーツセンター電話交換機更新工事、佐伯総合ス

ポーツ公園体育館屋上防水改修工事、峰高公園グラウンド防塵対策工事、廿日市市サ

ッカー場人工芝改修工事等を行い、各施設の維持整備に取り組み、利用者の安全性確

保に引き続き努めた。 

イ スポーツ少年団等への使用料免除 

スポーツ少年団等の子どもが、学校施設を使用する場合の使用料の免除措置を継続

して実施し、子ども達のスポーツ活動を支援した。 

 

２  数値目標の状況 

 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

市民向け講座の年間開催件

数 
435 講座    445講座 559講座 達成 

市民センターの年間利用者

数 

   421,273 人 

（409,718 人） 

※1 

521,000 人 

 

 

437,041 人 

 （423,714 人） 

※1 

未達成 

市民センターの主催事業の

参加者数 
 72,779 人 前年比増 75,054 人 達成 

図書館資料貸出点数（①はつ

かいち市民図書館、②はつか

いち市民大野図書館、③はつ

かいち市民さいき図書館） 

①   536,820 冊 

900,000 冊 

①  505,111 冊 

未達成 
②   165,302 冊 ②  134,220 冊 

③   47,643 冊 ③  44,094 冊 

計  749,765 冊 計 683,425 冊 

図書館来館者数（①はつかい

ち市民図書館、②はつかいち

市民大野図書館、③はつかい

ち市民さいき図書館） 

①   446,924 人 

前年度比増 

① 437,376 人 未達成 

② 156,305 人 ② 145,954 人 未達成 

③  35,780 人 ③  36,926 人 達成 

計   639 ,009 人 計 620,256 人 未達成 
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指標 
平成 26年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

文化ホールなどの年間利用者

数（①さくらぴあ、②美術ギ

ャラリー、③さいき文化ホー

ル） 

①    145,110 人 

前年度比増 

①   160,831 人 

達成 

②   37,642 人 ②   41,317 人 

③    18,083 人 ③    18,145 人 

計    200,835 人 計    220,293 人 

有料スポーツ施設の年間利用

者数（サンチェリー、佐伯総

合スポーツ公園、大野体育館、

大野テニスコート、パークゴ

ルフ場、サッカー場） 

   627,917 人 前年度比増   621,195 人 未達成 

社会体育施設の利用件数  8,688 件 前年度比増 8,472 件 未達成 

バリアフリー化対応館数 7館 9館 9館 達成 

 ※1 括弧内の数字は、選挙の投票のために市民センターへ来館した人数を除いたものである。 

 

３  点検・評価 

 

(1)(1)(1)(1)    多様な学習機会の充実多様な学習機会の充実多様な学習機会の充実多様な学習機会の充実 

ア 生涯学習情報の提供 

生涯学習情報の提供については、各部署がそれぞれ、紙ベースでの情報提供を行う

とともに、インターネットによる情報提供を行っているが、利用者が効率よく情報収

集できる仕組みを考える必要がある。 

また、新聞、タウン誌、ケーブルテレビ、青少年健全育成新聞（しゃぼん玉新聞）

などへの情報提供に力を入れた。青少年健全育成新聞「しゃぼん玉新聞」に関しては、

発行委員会にも参加し、配布先を増やしたり青少年関係の行事の際に配布を行ったり

するなど情報の周知に努めることができ、住民からの問合せも増えた。 

ＦＭはつかいちにおいて、週 1 回コーナーを確保して定期的に、生涯学習情報及び

青少年関係情報を提供することができた。 

イ 市民センターの活動 

市民に身近な施設として、市民の学習支援に取り組んだ。年間利用者数は 437,041

人、主催事業の参加者数は 75,054 人で、年間利用者数の目標数値は達成できていない

が、主催事業の参加者数は増加し目標値が達成できている。 

市民向け講座の開催数のうち、市民センターが催したものは 252 講座を提供してい

るが市民センターにおいて、皆で学ぶことへの意欲が持たれるよう、学習ニーズや地

域の課題を十分に把握した講座の企画を行うことが課題である。 

市民センターと事業の担当課が連携し企画した講座は、人権や福祉、防災等の取り

組みが増加し、地域の課題解決に向けた学習が充実した。引き続き地域の課題や学習
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ニーズを把握し、多様な機関との連携を行い、コーディネート力を発揮することによ

り講座の内容を充実させる必要がある。 

ウ 図書館の運営 

資料展示は、普段は、別々の書架に置かれている本をテーマに沿って一堂に展示す

るため、様々な分野の本に触れる機会を提供することができ、読書への関心を高める

ことができた。特に、平成 27 年度は戦後 70 年記念非核平和事業として、原爆にまつ

わる図書資料の展示、貸出しを行い、平和を継承する意識高揚を図ることができた。 

     ｢100 冊読書手帳｣は、昨年度に引き続き 3,000 部作成し、年度内に 100 冊達成者が

70人、200冊達成者が 12 人であった。 

また、今年度初めて企画した読書週間のスタンプカードは参加申込者が多く、1,166

人が達成し、同期間の貸出し促進に繋がった。来館者及び貸出しの減少が続く中で、

今後も利用増に繋がる事業を企画する必要がある。 

エ 文化施設の運営 

さくらぴあ、美術ギャラリー、さいき文化センターにおいて、前年度とほぼ同じ規

模の主催事業の実施及び貸館を行い、文化の普及活動を行った。主催事業実施時には、

アンケートを実施しており、概ね参加者からは好評を得ている。さくらぴあでは、会

員制度の見直しやインターネットを利用したチケット購入・施設予約などのサービス

を提供し利用者の利便性向上に努め、利用者も増加傾向となっている。 

オ スポーツ推進委員の活動 

幅広い年齢が参加できるニュースポーツの教室や大会を継続して実施することによ

り、多くの市民に体を動かす楽しさを感じてもらい、スポーツに親しんでもらえた。 

また、身体に過大な負荷をかけずに健康を維持できることをアピールした。 

カ 体育施設の運営 

子どもを対象としたダンス、ハンドボール、ミニテニス、水泳等、様々な種目のス

ポーツ教室や大会を指定管理や、総合型地域スポーツクラブが企画し、多くの子ども

たちにスポーツに親しんでもらえた。 

キ 食に関する教育の充実 

イベントの際に啓発コーナーを設けるなど社会教育の場における食育の普及を図る

ことができた。 

市民センター・学校への啓発パンフレット配布も行うとともに、給食メニューの料

理教室の事業企画を市民センターへ提供したことで、料理教室を開催し、保護者等へ

の啓発を図ることができた。 

ク スポーツ・レクリエーション行事の実施 

予定していた市民ロードレースが、交通状況の変化により開催できなかったものの、

それ以外の行事は前年と同様に実施し、いろいろなスポーツ・レクリエーションに触

れる機会の提供ができた。 

ケ スポーツ国際大会の開催  

初めての国際大会であるＡＳＴＣアジアトライアスロン選手権の開催に向けて、実

行委員会と協力し、大会の成功にむけて準備ができた。 
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コ 生涯学習講座の開催 

4 大学が地域への社会貢献として、それぞれの特色を生かした公開講座を行うことが

できた。 

その他、地元の文化団体、音楽団体などとも連携し、講座を開催することができた。 

 

(2)(2)(2)(2)    学習しやすい場の整備学習しやすい場の整備学習しやすい場の整備学習しやすい場の整備    

ア 各施設の運営   

各施設での事業や大会は、当初の計画どおり実施できた。なお、施設・設備の経年

劣化による老朽化を踏まえ、各施設の設備修繕や改修に取り組んだが、修繕や改修を

要する施設・設備が多く多額な費用を要するため、充分な対応ができていない。 

イ スポーツ少年団等への使用料の免除 

施設使用料を免除することで利用促進が図られ、青少年のスポーツ活動・振興に寄

与した。 

 

４ 今後の取組の方向 

 

(1)(1)(1)(1)    多様な学習機会の充実多様な学習機会の充実多様な学習機会の充実多様な学習機会の充実    

ア 生涯学習情報の提供 

引き続き市民に必要な学習情報を収集し、市のホームページ及びフェイスブックで

効果的に情報提供を行っていくとともに、学習相談についても積極的にＰＲし取り組

んでいく。 

青少年に関する情報については、必要に応じ学校を通じての情報提供を行うととも

にＦＭはつかいちと青少年健全育成新聞「しゃぼん玉新聞」で定期的に情報提供を行

うなどの情報提供システムの充実を図る。 

イ 市民センターの活動 

引き続き、社会や地域の課題とニーズを的確に把握することに努め、関係機関と連

携・協力を図り、コーディネーターとしての役割を果たし利用者や地域のニーズに沿

ったきめ細やかな学習機会の提供を行う。 

また、企画書の様式を変更した結果、事業の目的、成果と課題改善策の設定をした

上で事業を実施するサイクルは定着したが、その内容を深めるための研修を行い、地

域の課題解決に向けた取り組みを増加させる。 

ウ 図書館の運営 

子どもと本をつなぐための取組として、今後も子どもと本の講座を中心に学習機会

を設ける。 

資料展示により、普段は見過ごされている本に触れる機会を提供するとともに、市

民の多様な学習ニーズに応えられる資料の収集に努め、読書意欲の向上を図る。 

「100 冊読書手帳」は平成 28 年度も継続する。小・中学校への定期便による配布が

できること等広報し、子どもの読書推進と図書館利用の促進に活用していく。 

読書週間を起点にした読書啓発事業を企画し、子ども達が図書館に継続的に来館し、

本を借りる習慣付けを図る。 
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エ 文化施設の運営 

主催事業の企画をさらに精査していくほか、チケットの団体割引の導入、顧客の新

規獲得・底辺の拡大を目指す会員制度や、インターネットを利用したチケット購入・

施設予約など、利便性の向上を図る各種サービスを継続するとともに、ＰＲにも力を

入れ利用者増加に取り組んでいく。 

オ スポーツ推進委員の活動 

今後とも、スポーツ推進委員による幅広い年齢が参加できるニュースポーツの教室

や大会を実施し、スポーツに親しんでもらう。 

地域コミュニティ活動の場でニュースポーツの紹介を継続して取り組んでいく。 

カ 体育施設の運営 

     今後とも、指定管理者や総合型地域スポーツクラブが企画する様々な種目のスポー

ツ教室や大会など、子どもたちが気軽に参加できるスポーツイベントを実施する。 

キ 食に関する教育の充実 

     大学、ＰＴＡ、市民センターとの連携を図り保護者等を対象とした料理教室や食育

に関する啓発講座を開催するなど食育指導に取り組む。 

     また、引き続き、イベントの際にも食に関する啓発コーナーを設置していく。 

ク スポーツ・レクリエーション行事の実施 

今後とも、スポーツ振興計画に掲げる「するスポーツ」の一環として開催される各

大会を支援するとともに、家族や幅広い年齢で参加できるスポーツ・レクリエーショ

ン大会を支援し実施する。 

ケ スポーツ国際大会の開催 

ＡＳＴＣアジアトライアスロン選手権を平成 28年 4 月 29 日から 5 月 1 日にリオデ

ジャネイロオリンピックのアジア大陸別選考会として開催し、成功に導くことで、市

民のスポーツへの関心を高める。 

コ 生涯学習講座の開催 

市民の学習機会の充実を図るため、大学との連携講座の内容をより充実させるとと

もに引き続き大学以外の多様な主体とも連携して生涯学習講座や講演会などを実施す

る。 

 

(2)(2)(2)(2)    学習しやすい場の整備学習しやすい場の整備学習しやすい場の整備学習しやすい場の整備    

ア 各施設の運営 

供用開始から 20年を経過した施設も多く、引き続き安全な環境を保てるようにメン

テナンスを行っていくと同時に、優先順位を考慮した計画的な設備修繕や改修に取り

組む。また、文化やスポーツ活動を「する人」だけでなく、「見る人」や「支える人」

の目線にも立ち、利用しやすい施設の維持管理を行っていく。 

イ スポーツ少年団等への使用料の免除 

     活動支援は、今後とも継続する。 
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基本方針基本方針基本方針基本方針②②②②        学びにより人と人がつながる環境づくり学びにより人と人がつながる環境づくり学びにより人と人がつながる環境づくり学びにより人と人がつながる環境づくり    

    

    

    

    

１  平成 27 年度の取組 

 

(1)(1)(1)(1)    自主活動団体の育成支援自主活動団体の育成支援自主活動団体の育成支援自主活動団体の育成支援    

ア 市民センターが行う活動支援 

クラブ代表者・講師研修会を開催し、市民センターの目的や役割などの理解を深め

るとともに、市民センターだよりに活動の様子を紹介する取組を進めた。 

さらに、自主活動団体と連携協力し各団体の課題解決に向けた学習プログラムづく

りに取り組んだ。 

さらに、地域住民自治組織の会合や、情報の共有や課題の解決策などを話し合うた

めに開催される「円卓会議」（注 35）に協働推進課とともに参加し会議においてファシリ

テーター役を務めた。（2 箇所） 

イ 総合型地域スポーツクラブの活動支援 

     各地域の総合型地域スポーツクラブに、大会や活動の広報掲載等の側面支援を行っ

た。 

地域 クラブ 支援内容 

廿日市 廿日市スポーツクラブ 事業の広報、サッカー場の利用調整 

大 野 
妹背ウォーター 

フォールクラブ 
事業の広報、事務室の利用、体育館の利用 

佐 伯 ユアックさいき 事業の広報、事務室の利用、体育館の利用 

ウ スポーツ団体への活動支援 

     スポーツ振興を担う廿日市市スポーツ協会への支援を行い、スポーツ人口の増加に

取り組んだ。 

 

(2)(2)(2)(2)    学習活動を支える人材育成学習活動を支える人材育成学習活動を支える人材育成学習活動を支える人材育成    

ア 職員研修の実施 

社会教育に関わる職員が、地域づくりのための役割を担えるよう、職員研修会を実

施するとともに社会教育主事講習や人権教育に関する研修会等への参加を推進した。 

各市民センターからの要望にあわせて、社会教育主事による研修等を開催した。 

イ 市民センター職員の育成 

     市民センター職員を対象とした学習プログラムの充実を図るための研修を行うとと

もに、毎月、職員部会を実施し、窓口での業務が円滑に進むように意見交換を行った。 

企画書の様式を変更したことに伴い、目標を設定し評価と改善を図る学習プログラ

ムの基本的な循環を定着させた。 

また、地域住民がいつでも集い、学び合い、話し合う場をつくるとともに、学習し

た成果をまちづくりにつなげていく取組や地域主体で行うまちづくりの取組を、市民

(1) 自主活動団体の育成支援 

(2) 学習活動を支える人材育成 

② 学びにより人と人がつなが 

る環境づくり 
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センターの職員が支援することができるよう、各種団体が主催する次のような研修会

に参加した。 

研修名 参加人数 備考 

社会教育主事講習 １名 社会教育主事資格取得 

広島県公民館大会 12名 うち市民センター企画運営委員 3名が参加 

広島県公民館等職員研修会 7名 うち１名はコーディネーターとして参加 

全国公民館セミナー 2名  

広島県西部地区公民館連絡協

議会事業 交流研修会 
21名  

ウ 図書館の運営 

平成27年度は読み聞かせ会ボランティアの資質向上と保護者等が子どもと読書に親

しむことを目的に、全 3回の「子どもと本の講座」を開催した。 

また、ブックトークについては 26年度に引き続きボランティアの勉強会を行い、資

質の向上を図りながら派遣事業を実施した。 

 

２  数値目標の状況 

 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

スポーツ協会加盟員数  3,630 人 前年度比増  3,572 人 未達成 

スポーツ少年団加盟員数  1,307 人 前年度比増  1,376 人 達成 

文化協会加盟員数、スポーツ団体登

録員数、総合型地域スポーツクラブ

加盟員数 

 6,015 人 前年度比増  6,033 人 達成 

文化・スポーツに親しむ団体の登録

人数（計） 
  10,952 人 前年度比増   10,981 人 達成 

 

３  点検・評価 

 

(1)(1)(1)(1)    自主活動団体の育成支援自主活動団体の育成支援自主活動団体の育成支援自主活動団体の育成支援 

ア 市民センターが行う活動支援 

クラブ代表者・講師研修会を通して、市民センターにおける活動の意義について、

浸透を図ることができた。 

市民の学習ニーズや活動形態の多様化により、市民センター以外での学習を選択し

たり、高齢化が進み、次代へ引き継ぐことができなかったり、団体を維持できない状

況があるなかで、自主活動グループの新規登録や継続を考慮して、廿日市地域と大野

地域のクラブ登録要件の人数を 10人から 5 人に変更した結果、自主活動グループが継

続しやすくなった。自主活動グループの活動に興味が持たれるように市民センターだ

よりで活動の様子やまちづくりに取り組んでいる方を紹介するなどの工夫を行った市
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民センターもあり、この取組の拡充が必要である。 

また、参加者同士のつながりを深め、学習の成果の活用場面までを考えた講座を実

施することが課題であることから、広島県立生涯学習センターから講師を迎え、市民

センター職員を対象とした「参加型学習について」の研修を行うことにより、職員の

認識が高まった。 

イ 総合型地域スポーツクラブの活動支援 

各総合型地域スポーツクラブの実施する事業に対して側面的な支援を実施した結果、

スポーツに親しむ市民の裾野が広がりつつある。必要とされる支援内容は、それぞれ

の地域の団体で異なるが、各スポーツクラブと協議・連携し、引き続き活動を支援す

る必要がある。 

   ウ スポーツ団体への活動支援 

本市のスポーツ振興を担う、廿日市市スポーツ協会に対し支援を行っているが、競

技団体の登録者数やスポーツ少年団員数が減少傾向にある。要因として生活スタイル

の変化や少子高齢化の影響を受けていると考えられる。 

 

(2)(2)(2)(2)    学習活動を支える人材育成学習活動を支える人材育成学習活動を支える人材育成学習活動を支える人材育成    

ア 職員研修の実施 

社会教育に関わる職員が、研修で学んだことを実施事業や社会教育講座、生涯学習

講座の企画に生かすことができた。 

引き続き社会教育主事講習や人権教育に関する研修会等への参加を推進するととも

に現場の現状を把握し研修方法・内容等の見直しも行い、より効果のある職員研修を

実施していく必要がある。 

イ 市民センター職員の育成 

広島県立生涯学習センターとも連携しながら新たに職員研修を企画・実施したり、

広島県教育委員会／日本生涯教育学会（瀬戸内支部・生涯学習実践研究所広島支部）

主催の「広島県生涯学習研究実践交流会」において、職員研修についての事例発表を

行うことにより、学習プログラムの書き方の理解が深まり地域の状況を把握し、明確

な目的を定めコーディネートするという、企画・立案力が向上した。 

また、定例の職員部会を通じて市民センターにおける窓口の対応や業務の改善につ

いて考え「市民センターハンドブック（マニュアル）」の改訂を行うことにより、効率

的な市民センター業務の遂行に関する認識を共有化できた。 

ウ 図書館の運営 

平成 27 年度の講座の目的が、読み聞かせボランティアの資質向上を目的としていた

為、子どもと本の講座の参加者の中から新規ボランティア登録は無かった。平成 25 年

度はブックトーク、26 年度はブックスタートボランティアをテーマに取り上げた講座

とし、3年間で図書館の各事業の取り組みのレベルアップは図られた。 

ブックトーク派遣事業に対し、学校からの要望も多く、実践と勉強会の積み重ねに

より、各自のスキルアップが図られている。 
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４ 今後の取組の方向 

 

(1)(1)(1)(1)    自主活動団体の育成支援自主活動団体の育成支援自主活動団体の育成支援自主活動団体の育成支援 

ア 市民センターが行う活動支援 

活動者の固定化と高齢化が見られる自主活動クラブにあっては、新たな活動者を開

拓するよう、自主活動クラブのメンバー自身が活動の紹介と参加者の獲得の方法を考

える場を設定する等を行うとともに、市民センターのホームページや市民センターだ

よりに活動の様子を積極的に紹介する等の支援を行う市民センターを増やす。 

また、各講座に参加する学習者が、講座終了後には、互いに交流を深め、学習者同

士がつながり、主体的な学習の継続や講座で学習した成果を生かし、地域づくりにつ

ながるような講座の企画を行うとともに地域が持つ課題解決するための取り組みを地

域と協働で進める。 

さらに、引き続き円卓会議等の地域住民自治組織の会合に参加し、地域とのつなが

りを深めながら、協働によるまちづくりを進める。    

イ 総合型地域スポーツクラブの活動支援 

自立が目標の一つである総合型地域スポーツクラブであるが、設立の際には、市が

全面的に協力していた経緯もあり、支援の方法を再検討のうえ、側面的な支援を継続

して実施する。 

なお、各クラブが自主自立するためには、経営感覚を持つ必要があるため、引き続

き指導・助言を行うことが重要となる。 

   ウ スポーツ団体への活動支援 

少子高齢化やライフスタイルの変化から、スポーツ団体やスポーツ少年団への加入

数が伸び悩む傾向にあることを受け、支援の方法を検討し、スポーツ少年団などのス

ポーツ団体への助言を行う。 

 

(2)(2)(2)(2)    学習活動を支える人材育成学習活動を支える人材育成学習活動を支える人材育成学習活動を支える人材育成    

ア 職員研修の実施 

今後とも、様々な研修に参加する機会を増やすとともに、各職場内での研修や市民

センター職員の研修等を充実させ、社会教育に関わる職員の資質向上を図る。 

イ 市民センター職員の育成 

今後とも、様々な研修会に参加するとともに、所長会議、職員部会での研修を充実

させ、効果的な学習プログラムの企画力や市民センターが生涯学習とまちづくりの拠

点として、コーディネート機能が発揮できるよう人材育成に努める。 

講座の企画書を作成し、実施後は評価と改善を図るという基本的な循環を定着させ

ることにより職員のマネジメント能力の向上を図るため、市民センター職員を対象と

した実践研修会を開催する。 

ウ 図書館の運営 

今後も「子どもと本の講座」を通じて、ブックトーク、ブックスタート、読み聞か

せボランティアなど、新たな人材発掘や資質の向上を図り、活動の場を設ける。また、

この講座の主旨「子どもが乳幼児期から本に親しむ機会の提供づくりを行うことから
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豊かな心が育つことを講師から学び、実践する」を、一番身近で実践して欲しい保護

者に理解してもらう為、休日に講座を実施することにより、参加しやすい環境づくり

を図り、子どもと保護者と図書館が連携して読書環境を整える。 
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基本方針基本方針基本方針基本方針③③③③        学んだ成果をひとづくり・まちづくりにつなげる支援学んだ成果をひとづくり・まちづくりにつなげる支援学んだ成果をひとづくり・まちづくりにつなげる支援学んだ成果をひとづくり・まちづくりにつなげる支援    

 

 

 

 

 

 

 

１  平成 27 年度の取組 

 

(1)(1)(1)(1)    学習成果を発表する場の提供学習成果を発表する場の提供学習成果を発表する場の提供学習成果を発表する場の提供 

 ア 生涯学習フェスティバルの開催 

生涯にわたって行う学習について学習成果を発表し、また、学習への参加意欲を促

す場の提供として、生涯学習フェスティバルを開催した（延べ参加者数 5,000人）。 

開催日 内容 

11 月 7・8日 

図書館まつり、子どもまつり、市民文化祭、さくら賞表彰式 

みどりまつり、体験コーナー、紹介コーナー、食育コーナー、

生涯学習ステージ、VOICE2015（小・中学生による意見発表）、 

素敵なステージ！オペラとミュージカル、みんなで歌おう！

童謡・唱歌 

 イ 廿日市市美術展 

     美術ギャラリーにおいて、第 52 回廿日市市美術展を開催した。平成 27 年度より彫

刻も展示作品に加えることとした。 

日  程 9 月 9 日～9 月 20日 

出 展 数 209 点 

入場者数 1,975 人 

 ウ 市民スポーツ大会 

     スポーツ協会の主催により、市内各施設において第 28 回市民スポーツ大会を実施し

た。 

日  程 4 月 19 日～6月 7 日（スキー競技のみ平成 28 年 2月 11 日） 

種 目 数 23 種目 

参加者数 3,251 人 

 エ 市民センターまつり 

自主活動クラブを中心として実行委員会を形成し、学習成果の発表の場として市民

センターまつりを開催した。 

項 目 平成 26 年度 平成 27 年度 

市民センターまつりの実施数 18 18 

※市民センター：全 20館（宮島市民センターと宮島杉之浦市民センターは合同実施 

        中央市民センターは建替工事中のため実施していない。） 

③ 学んだ成果をひとづくり・ま 

ちづくりにつなげる支援 

(1) 学習成果を発表する場の提供 

(2) 学習成果を生かす仕組みづくり 

(3) 再チャレンジ等の支援 
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 オ はつかいちさくら賞の表彰 

生涯学習の普及及び推進を図ることを目的として、全国大会 1 位に入賞した人や生

涯学習の推進に貢献があった人を対象として、さくら賞選考委員会で検討し、はつか

いちさくら賞を授与した。 

 受賞者 功 績 

前
期
 

個
人
 

佐古 浩 氏 

2015 年世界マスターズウエイトリフ

ティング選手権大会 男子 60（60～64

歳）62kg 級で１位を受賞これまでも優

秀な成績を収められている。 

松本 憲治 氏 

はつかいち平和コンサートをはじめ

として、本市の文化振興・音楽文化の発

展に多大な貢献をされている。 

団
体
 

栗栖神楽団 

平成27年第36回中国地方選抜神楽競

演大会 旧舞の部で優勝。 

また、ハワイ公演を実施されるなど、

本市の文化振興・国際交流に多大な貢献

をされている。 

後
期
 

個
人
 

斉藤 丈蔵 氏 

（廿日市市立友和小学校 1 年生） 

第 68 回鈴木三重吉賞作文の部におい

て特選を受賞。 

土井 聖明 氏 

（広島学院高等学校 3年生） 

第 9 回 国際地学オリンピックブラジ

ル大会において 銀メダルを獲得。 

伴谷 晃二 氏 

（ヒロシマ・ミュージック・プロ

ジェクト代表） 

本市をはじめとして、広く 文化・芸

術の振興と生涯学習に多大な貢献をさ

れている。 

中国 瑚白 氏 

（廿日市市立七尾中学校３年生） 

平成 28 年用国土緑化運動・育樹運動

ポスター原画コンクール【中学の部】に

おいて特選 文部科学大臣賞を受賞。 

団
体
 

かおるっ子 

（廿日市市バウンドテニス協会） 

第 18 回日本バウンドテニス ゴール

ド熊本大会において優勝し、4連覇を達

成した。 

カ ヤングフェスティバルの開催 

青少年が自ら企画し、運営する「サマーフェスティバル」、「ウインターダンスクラ

ッシュ」、幼児から小学生を主な対象とした「遊びの玉手箱」を開催した。 

開催日 行  事  名 内    容 参加者数 

7 月 26 日 
サマーフェスティバル 作品展示、ステージ発表、バン

ド、コスプレ 
500人 

1 月 30日 
ウインターダンスクラ

ッシュ 

ダンスのステージ発表 
900人 
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2 月 7 日 遊びの玉手箱 
作品展示、体験コーナー、飲食

バザー、体験コーナーなど 
600人 

    

(2)(2)(2)(2)    学習成果を生かす仕組みづくり学習成果を生かす仕組みづくり学習成果を生かす仕組みづくり学習成果を生かす仕組みづくり    

ア  放課後子供教室の推進(再掲：学校教育の基本目標－施策の基本方針⑤－(2)、社会

教育の基本目標－施策の基本方針④－(2)） 

学校支援地域本部の取組内容の一つとして、地域の教育力による学習と体験、子ど

もの安全で安心な居場所の提供を目的に、学校支援地域本部の 4 本部が放課後子供教

室を 4 教室実施した。 

イ 学校支援地域本部事業(再掲：学校教育の基本目標－施策の基本方針①－(5)、学校

教育の基本目標－施策の基本方針⑤－(1)、社会教育の基本目標－施策の基本方針④－

(2)） 

地域の教育力による支援体制を整備し、地域の教育力の向上と学校が子どもと向き

合う時間を確保するため、学校、地域と協議を重ね、それぞれの地域の実態に合った

学校支援地域本部を新たに 2 本部開設し、14 本部となった。 

また、既存の 1 本部の事業実施校に中学校（大野東中学校）が加わり、中学校区で

の取組となった。 

書写、図工などの技術教科を中心とした学習支援、登下校時や校外学習時における

安全見守り支援、地域行事への参加など、学校と地域との協働による学校支援を推進

するために、地域又は学校に対し、助言などを行った。 

学校支援地域本部での取組を学校だより、コミュニティの情報誌等に掲載するなど

し、ＰＴＡや地域住民との情報共有を図った。 

ウ 市民センターの活動 

市民センターの自主活動クラブに対し、地域の高齢者サロンへの訪問や、学校支援

地域本部のボランティア活動や市民センターが行う主催事業への講師協力、地域行事

への参加など、学習の成果を地域に還元する活動への働きかけを行った。 

地御前市民センターでは、主催事業「チームじごぜん」を実施し～ささえあいの地

域づくりをテーマに私たちの地域を見直そう～をテーマにワークショップを開催した。

その後、ワークショップで考えた企画のうち「空き家問題」をテーマにしたプロジェ

クトが地御前地区自治会のバックアップで活動を開始した。 

エ 生涯学習人材バンク（注 36）制度の活用 

生涯学習人材バンク制度を市ホームページに掲載するとともに掲載した冊子を市民

センター、青少年育成団体等等へ配布した。 

可能な場合は個人登録を団体登録にするなど派遣希望者が利用しやすいように登録

を改めた。 
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(3)(3)(3)(3)    再チャレンジ等の支援再チャレンジ等の支援再チャレンジ等の支援再チャレンジ等の支援    

ア 市民センターの活動 

     全市民センターで 252 講座を開催している中、中高年を対象とした次のようなキャ

リアアップに役立つ講座を開催したほか、人権・男女共同推進課と連携し、話し方の

技術を磨いて就職活動や再就職活動にも役立つ講座を実施した。 

市民センター名 講   座   名 開催回数 延べ参加者数 

平 良 初心者のためのパソコン講座 11回 66 人 

佐 方 パソコン講座 24回 263 人 

友 和 パソコン初級講座 23回 151 人 

平 良 声力を磨いてあなたの魅力“アップ！”講座 6回 82 人 

  

イ 再チャレンジのための生涯学習講座の開催 

話し方、発声方法などについてのワークショップ 

開催日 講  座  名 参加者数 

3 月 27 日 壌晴彦ワークショップ 12 人 

 

女性再チャレンジ講座 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     高齢者のためのパソコン教室（大学公開講座） 

山陽女子短期大学 

マイクロ・オフィスを楽しむパソコン講座 

「写真入りのマイ名刺を作ろう」 

章 志華 氏 

（山陽女子短期大学 教授） 

1回 29 人 

    

県立広島大学 

地域連

携セン

ター 

「お子さま連れで学べるマネジメント基

礎講座」 

第 1回 平野 実 氏 

（県立広島大学 

経営情報学部経営学科 教授） 

第 2回 粟島 浩二 氏 

（県立広島大学 

経営情報学部経営学科 教授） 

第 3回 村上 恵子 氏 

（県立広島大学 

経営情報学部経営学科 准教授） 

第 4回 和田 崇 氏 

（県立広島大学 

経営情報学部経営学科 准教授） 

4回 延 36 人 
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２  数値目標の状況 

 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

市美展出品数    216点 前年度維持   209点 未達成 

市美展入場者数 1,813 人 前年度維持 1,975 人 達成 

生涯学習人材バンクの登録者数 

（1団体での登録は1人で集計） 
  106 人 120 人 54 人 未達成 

 

３  点検・評価 

 

(1)(1)(1)(1)    学習成果を発表する場の提供学習成果を発表する場の提供学習成果を発表する場の提供学習成果を発表する場の提供 

ア 生涯学習フェスティバルの開催 

昨年度始めた催し（オペラとミュージカル、みんなで歌おう！童謡・唱歌）の内容

を更に充実させ、体験学習コーナーの出展者を増やすなど、イベントを充実させるこ

とにより活性化できた。 

イ 廿日市市美術展 

廿日市市美術協会との共催事業として開催している。平成 27 年度は 52 回目の開催

であり、長年にわたり市の芸術文化振興の一翼を担っている事業である。 

広く市民から美術作品を公募し、作品を展示する場を提供することにより、市民の

芸術文化に対する意識の高揚を図るとともに、平成 27 年度は昨年度を上回る入場者数

となっており、市の芸術文化の振興を図ることができた。 

ウ 市民スポーツ大会 

市民スポーツ大会は、各団体が競技大会を継続して実施しており、市民のスポーツ

振興に貢献している。 

エ 市民センターまつり 

市民センターまつりは、自主活動クラブの活動成果を発表する場となっているとと

もに、自らの活動を振り返る機会にもなっている。市民センターまつりでの発表にと

どまらず、多様な場での学習成果を発揮する必要があり、生涯学習フェスティバルや

学校地域支援本部事業などでの活動の成果を還元する場は増えてきているが、さらに

地域へ還元しようとする意識の醸成に取り組むことが課題である。 

児童生徒がまつりに参加しており、子どもも地域の一員として、地域にアピールす

る機会になっている。 

オ はつかいちさくら賞の表彰 

市民に被表彰者の功績を紹介することができ、被表彰者の今後の活動の励みになっ

た。今年度も、前期の表彰式を生涯学習フェスティバルの際に大ホールのステージで

開催し、重みのある表彰式となるとともに、多くの方とその功績を祝うことが出来た。 

また、表彰式当日にホワイエで展示した、被表彰者の紹介パネルを表彰式後約 2 週

間、市役所 1 階市民ロビーでも展示し、被表彰者を市広報、ＦＭはつかいち等でも紹
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介するなど、功績を広めることができた。 

カ ヤングフェスティバルの開催 

ヤングフェスティバルを開催することで、青少年の自己実現の場を提供することが

できている。 

学校のクラブへ参加を募るなどを行った結果参加する青少年のグループも増えてい

る。出演団体で反省会を行うなど青少年が主体となって企画運営を行うことができつ

つある。 

 

(2)(2)(2)(2)    学習成果を生かす仕組みづくり学習成果を生かす仕組みづくり学習成果を生かす仕組みづくり学習成果を生かす仕組みづくり 

ア 放課後子供教室の推進 

     本年度、放課後子供教室を実施する本部が二つ増え、4 本部となった。 

大野学園学校支援地域本部と大野東中学校区学校支援地域本部で取り組む放課後は

つかいち寺子屋塾の 2 教室では、はし使いなど基本的な生活習慣習得のための取組や

宿題、体験活動を行い、子どもたちが生きる力を身につけ、のびのび過ごすことがで

きる場を提供した。また、2 教室合同の工作教室や宿題クラブを実施し相互の交流を図

ることができた。 

     阿品台東小学校・阿品台中学校学校支援地域本部が取り組む木曜塾では、復習や宿

題の支援を主な活動内容とし、地域の方との関わりの中でコミュニケーション力を育

んだ。 

原小学校区学校支援地域本部が取り組む木曜教室では、遊びや体操、料理、囲碁等

を行い、市民センターと連携して内容の充実を図り、地域が子どもを育てる仕組みづ

くり、環境づくりを進めることができた。 

イ 学校支援地域本部事業 

新たに、二つの学校支援地域本部を開設し、学習支援及び地域交流などに着手した。 

既存の学校支援地域本部は、それぞれが体制の見直しや事務分担の見直しなどを行

い自主的な運営を行えるようになってきており、支援ボランティアと学校との良好な

協調関係を保ちつつ、地域行事への児童生徒の参加など、支援活動が順調に継続実施

できた。 

      平良平良平良平良小学校区学校支小学校区学校支小学校区学校支小学校区学校支援地域本部が援地域本部が援地域本部が援地域本部が「「「「平成平成平成平成 27272727 年度優れた年度優れた年度優れた年度優れた『『『『地域による学校支援活動地域による学校支援活動地域による学校支援活動地域による学校支援活動』』』』

推進にかかる文部科学大臣表彰推進にかかる文部科学大臣表彰推進にかかる文部科学大臣表彰推進にかかる文部科学大臣表彰」」」」を受賞した。を受賞した。を受賞した。を受賞した。    

ウ 市民センターの活動 

学校支援活動や青少年の育成に関するボランティア活動を行う等、学習成果が生か

される場が増えた。さらに、他機関とも連携しながら学習の成果を生かそうという思

いが生まれるような工夫がされている講座を増やす必要がある。 

エ 生涯学習人材バンク制度の活用 

更に新しい登録者を増やす努力をしたが、目標値には達しなかった。利用のしやす

い人材バンクにするために、各登録者へ登録内容や更新の意向確認を行ったり、個人

登録であったものを団体登録へ変更するなどの整理を行っため、登録者数は減ったが、

実際に活動できる方が登録されたものとすることができた。 
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(3)(3)(3)(3)    再チャレンジ等の支援再チャレンジ等の支援再チャレンジ等の支援再チャレンジ等の支援    

ア 市民センターの活動 

市民センターにおける活動は、新たなチャレンジのきっかけづくりとなっており、

目標が同じ仲間同士の交流を図ることができた。高齢者向けのパソコン教室だけでな

く若い世代のキャリアアップに役立つ講座を増加させ再就業に向けた資格取得などの

学習機会に関する情報の提供を工夫する必要がある。 

イ 再チャレンジのための生涯学習講座の開催 

朗読のやり方、聞き取りやすい話し方、発声方法などについて学ぶワークショップ

と大学公開講座において女性を対象とした再チャレンジ講座、高齢者を対象としたパ

ソコン教室を実施でき、内容も好評であった。多くの人が参加しやすいように、実施

回数、内容などの充実を図る必要がある。 

 

４ 今後の取組の方向 

 

(1)(1)(1)(1)    学習成果を発表する場の提供学習成果を発表する場の提供学習成果を発表する場の提供学習成果を発表する場の提供 

今後とも、市美展や市民スポーツ大会等で市民参加の場を提供していくとともに、広

く市民に開催を周知するため、より効果的な広報の実施方法について検討していく。 

ア 生涯学習フェスティバルの開催 

市民協働で多様な主体がフェスティバルへ出展できるようにするとともに、フェス

ティバル運営に出展者が参加できるような体制作りを行う。引き続き、出典団体と調

整し来場者が関心を持って学習できるような内容のコーナーを充実させる。 

イ 市民センターの活動 

自主活動グループへは、市民センターまつりだけでなく、学校支援地域本部のボラ

ンティア等様々な機会と場での学習成果の活用を積極的に働きかける。 

市民センターで実施される講座は、終了後には学習の成果を生かそうという思いが

生まれるような講座が工夫できるよう、市民センター職員の講座の企画・立案力の向

上を図るための実践的な講座を実施する。 

ウ はつかいちさくら賞の表彰 

今後も被表彰者をマスメディアで紹介するとともに、はつかいち市民文化祭等のイ

ベントや市役所及び各支所において被表彰者の紹介資料を展示するなど被表彰者の功

績を広く市民に紹介していく。 

エ ヤングフェスティバルの開催 

多くの青少年が参加及び運営等に関わることができるよう学校クラブへの案内を充

実させるなどＰＲ等の見直しも行いながら、今後とも継続して実施する。 

 

(2)(2)(2)(2)    学習成果を生かす仕組みづくり学習成果を生かす仕組みづくり学習成果を生かす仕組みづくり学習成果を生かす仕組みづくり    

ア 放課後子供教室の推進 

     平成26年度に放課後子供教室を学校支援地域本部の取組内容の一つとして実施する

こととする整理を行ったが、引き続き、学校支援地域本部へ取組について働き掛けを

行い、放課後子供教室が実施されている校数の増を目指す。 
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イ 学校支援地域本部事業 

学校支援地域本部は、諸状況に配慮した上で、学校に対し、地域内における各機関・

団体が連携した支援体制を取れることが重要であり、そのためには、関係する機関ご

と、地域コミュニティごと、団体ごとに協議、調整及び意思統一が必要である。市内

全域への設置を目指しており、次年度また新たに学校支援地域本部を設置する地域に

ついても、これまで同様十分な事前調査と調整を行う。 

地域の教育力が様々な場面において発揮できるよう、学校のニーズに合わせた支援

活動を学校区（地域）で十分協議し、持続可能な学校支援地域本部を形成する。 

それぞれの地域の実態に合った持続可能な支援内容の組立てに努め、また、各々の

学校支援地域本部の自立を目指し、各本部の実践交流や研修の場をもつと同時に教育

委員会教育指導課、市地域政策課との連携・協力を強める。 

平成 30年度末までに中学校区として取り組んでいく体制の完成を目指しており、体

制方針の検討を行い、既存の各本部にその方向性を示していく。 

ウ 市民センターの活動 

市民センターで実施した講座の終了後、その成果を地域活動に生かしていこうとす

る意欲が育まれる講座づくりや自主グループの育成を行うとともに、学習者と生涯学

習人材バンクとの有機的な連携を図る。 

積極的な研修への参加と日々の学習プログラム（講座の企画書）づくりや地域住民

との関係づくりを通じて（ＯＪＴ）、学習成果を地域づくりに生かすことができる講座

の企画・立案力等の職員の資質・能力の向上を図る。 

エ 生涯学習人材バンク制度の活用 

活用しやすい人材バンク制度とするため、可能な場合は個人登録を団体登録へ変更

していくとともに、市民センターや青少年育成団体が開催を希望する講座講師の紹介

を行うなど、地域サロンや文化活動を行う登録者の活用を図り、人材バンク制度のＰ

Ｒに努める。 

      

(3)(3)(3)(3)    再チャレンジ等の支援再チャレンジ等の支援再チャレンジ等の支援再チャレンジ等の支援    

ア 市民センターの活動 

今後とも学習ニーズの把握に努め、各世代が必要とするキャリアアップや地域活動

への参加に役立つ講座開催数を増やす。また、学び直しや再就業に向けた資格取得な

どの学習機会に関する情報の提供を行う。 

イ 再チャレンジのための生涯学習講座の開催 

学び直しや再チャレンジのニーズは高いので、商工会議所、ハローワーク、市役所

担当課、ＮＰＯ等と連携し、引き続き再就職につながる講座等を継続して実施する。 

高齢者の講座については参加希望者が多く、パソコンの台数の関係で抽選による受

講となったので、実施回数を増やすなどを検討していきたい。 
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基本方針基本方針基本方針基本方針④④④④        地域の教育力を生かした子どもの健全育成地域の教育力を生かした子どもの健全育成地域の教育力を生かした子どもの健全育成地域の教育力を生かした子どもの健全育成 

    

    

 

    

    

１  平成 27 年度の取組 

 

(1)(1)(1)(1)    家庭・地域の教育力向上のための支援家庭・地域の教育力向上のための支援家庭・地域の教育力向上のための支援家庭・地域の教育力向上のための支援 

ア  家庭教育研修の実施 

広島県教育委員会が開発した「『親の力』をまなびあう学習プログラム」の活用や

広島県立生涯学習センターとの連携を通して、家庭教育講座の進行役となるファシリ

テーターの養成講座を開催するとともに、小学校、市民センター、幼稚園保護者会が

行う家庭教育講座へのファシリテーターの派遣及び運営協力を行った。 

講座名 内容・講師 開催回数 参加人数 

ファシリテーター 

養成講座 

1 日目＜基礎講座＞ 

2 日目＜応用講座＞ 

講義、演習、グループワーク 

広島県立生涯学習センター  

社会教育主事 里本 佳子 氏 

2回 延 41 人 

「家庭教育講座」へのファシリテーター派遣 

講座実施団体 対象 開催回数 参加人数 

大野東児童館 0～3歳の親子 2回 12 人 

友和児童館 0歳～小学 3 年生と保護者 1回 9 人 

宮園小学校 5 年生 小学 5 年生と保護者 1回 70人 

廿日市市子育て支援

センター 

子育て支援者（関心のある人） 
1回 20人 

イ 市民センターの活動 

市民センターにおいて、家庭教育を支援する学級・講座として、幼児教室や親同士

が集まって、家庭での教育に関する講話を聞いたり、参加者自らが実施する内容を考

えて実践したりする講座を実施した。 

ウ 廿日市市ＰＴＡ連合会への支援 

廿日市市ＰＴＡ連合会活動の促進と児童生徒の健全育成に関する事業の円滑な実施

を図るため、補助金を交付するとともに共催で教育講演会や夏季のパトロールのため

の事前研修等を開催した。 

事業費（決算額） 
青少年育成事業（廿日市市ＰＴ

Ａ連合会事業費補助金） 
1,658,000円 

 

④ 地域の教育力を生かした

子どもの健全育成 

(1) 家庭・地域の教育力向上のための支援 

(2) 地域社会全体で子どもを育てる取組の充実 
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(2)(2)(2)(2)    地域社会全体で子どもを育てる取組の充実地域社会全体で子どもを育てる取組の充実地域社会全体で子どもを育てる取組の充実地域社会全体で子どもを育てる取組の充実 

ア 放課後子供教室の推進（再掲：学校教育の基本目標－施策の基本方針⑤－(2)、社会

教育の基本目標－施策の基本方針③－(2)） 

学校支援地域本部の取組内容の１つとして、地域の教育力による学習と体験、子ど

もの安全で安心な居場所の提供を目的に、学校支援地域本部の 4 本部が放課後子供教

室を 4 教室実施した。 

イ チャレンジ学校づくり支援事業（再掲：学校教育の基本目標－施策の基本方針①－

(3)、学校教育の基本目標－施策の基本方針③－(7)） 

地域の教育力を生かしながら宿泊体験をしたり、自然や地域の伝統文化等に触れた

りすることで、児童の豊かな人間性、社会性や自ら考え行動できる力を育むことを目

指し、小規模小学校 2校において、相互交流を実施した。 

ウ 子どもの安全対策推進本部（再掲：学校教育の基本目標－施策の基本方針⑥－(2)） 

ＰＴＡや地域から通学路の安全対策について説明等の要望があったときに、情報提

供を行うとともに説明に出向いた。 

学校、ＰＴＡと連携し、通学路危険箇所を確認し、必要な場合は交通安全啓発看板

（電柱巻きつけ）、足型マークなどの設置を推進した。 

通学路の安全確保に向けた取組を継続するため、国・県・市の道路管理者、警察、

学校、ＰＴＡ等の関係機関による廿日市市通学路安全推進会議を開催し、「廿日市市

通学路安全推進プログラム」の更新、関係機関の連携が必要な危険箇所の合同点検及

び安全対策の検討を行った。 

エ 市民センターの活動 

青少年を対象とした講座は、小学生を対象とする講座の実施や放課後や夏休みの居

場所づくり等の取組を行った。（実施数 58 講座） 

また、小学生の活動へのボランティアの養成や、学校支援地域本部に参加する市民

センターもあり、活動の支援を行った。原市民センターでは、原小学校区学校地域支

援本部のコーディネーターとしてかかわり、学校・地域が一体となった青少年育成に

取り組んだ。串戸市民センターでは、地域と協働で毎月実施している土曜朝市で子ど

ものコーナーを設置し、子ども向けの主催事業では中学生が出展者として参加するな

ど地域を巻き込んだ子どもの育成を実施している。 

オ おはなし会（注 37） 

図書館内で、読み聞かせボランティアとともに毎月定期的におはなし会を行ったり

美術ギャラリーやあいプラザプレイルーム、移動図書館車が巡回する保育園等でおは

なし会を行った。また、このおはなし会の案内を、昨年度に引き続いて市広報、図書

館だより、地域の育児情報誌、児童課の子育て支援サイト「スマイルばんびっこ」へ

掲載し、ブックスタート実施時にも案内した。おはなし会に来館できなかった利用者

にも情報提供するため、年齢別おはなし会に適した絵本の紹介を、はつかいち市民図

書館では常設展示で、絵本コーナーに設置した。大野図書館では移動図書館車等巡回

により保育園で行った出前おはなし会で取り上げた絵本の展示を行った。 

カ スポーツ推進委員の活動（再掲：社会教育の基本目標－施策の基本方針①－(1)） 

家族、幅広い年齢層が参加できるニュースポーツの教室や大会を実施した。 
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キ 体育施設の運営（再掲：社会教育の基本目標－施策の基本方針①－(1)） 

体育施設の運営を委託している指定管理者が地域貢献の一環として、子ども対象の

スポーツ教室、大会を実施した。 

ク 様々な体験交流活動の促進（再掲：学校教育の基本目標－施策の基本方針①－(3)、

学校教育の基本目標－施策の基本方針③－(7)） 

農山村地域の体験施設等で、企画実施している自然体験、農業体験など様々な体験

交流活動を推進するため、学校、子ども会、青少年育成団体などにＰＲを行った。 

ケ 体験活動の場を提供する青少年育成団体の活動支援 

青少年育成廿日市市民会議、ボーイスカウト、廿日市市子ども会育成連絡協議会、

青少年夢プラン実行委員会に補助金を交付し、活動を支援するとともに青年リーダー

養成への協力、野外キャンプや雪山などでの自然体験活動など各団体の実施する体験

活動への協力を実施した。 

事業費（決算額） 青少年育成事業 7,351,417円 

コ 学校支援地域本部事業（再掲：学校教育の基本目標－施策の基本方針①－(5)、学校

教育の基本目標－施策の基本方針⑤－(1)、社会教育の基本目標－施策の基本方針③－

(2)） 

地域の教育力による支援体制を整備し、地域の教育力の向上と学校が子どもと向き

合う時間を確保するため、学校、地域と協議を重ね、それぞれの地域の実態に合った

学校支援地域本部を新たに 2 本部開設し、14 本部となった。 

書写、図工などの技術教科を中心とした学習支援、登下校時や校外学習時における

安全見守り支援、地域行事への参加など、学校と地域との協働による学校支援を推進

するために、地域又は学校に対し、助言などを行った。 

学校支援地域本部での取組を学校だよりやコミュニティだよりに掲載しに掲載する

などし、ＰＴＡや地域住民との情報共有を図った。 

 

２  数値目標の状況 

 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

おはなし会参加人数（①はつ

かいち市民図書館、②はつか

いち市民大野図書館、③はつ

かいち市民さいき図書館） 

① 1,220 人 

前年度比増 

① 1,040 人 未達成 

② 3,870 人 ② 3,909 人 達成 

③   859 人 ③  871 人 達成 

計 5,949 人 計 5,820 人 未達成 
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３  点検・評価 

 

(1)(1)(1)(1)    家庭・地域の教育力向上のための支援家庭・地域の教育力向上のための支援家庭・地域の教育力向上のための支援家庭・地域の教育力向上のための支援    

ア 家庭教育研修の実施 

家庭教育講座の進行役となるファシリテーターの養成講座を開催し、派遣できる人

数を増やすことができた。また、市民センター、小学校等が、開催する講座にファシ

リテーターを派遣することができた。 

イ 市民センターの活動 

各市民センターにおいて親子で活動する体験の場づくりは、通年で教室を開催する

等積極的に取り組み、保護者同士をつなぐことができた。青少年向けの講座について

は、昨年度より取り組みの数が増加している。 

参加型の講座の参加者からは高い評価を得られるものの参加者は集まりにくい状況

が続いている。この参加型の講座を企画する市民センターを増やすとともに映画会や

健診など、様々な機会をとらえて実施することで、新たな参加者の開拓を図る必要が

ある。 

ウ 廿日市市ＰＴＡ連合会への支援 

廿日市市ＰＴＡ連合会活動に対しての補助金により、教育講演会の開催、夏季のパ

トロール、会員の研修参加、交流会を実施するなど、学校・家庭・地域の連携の中核

を担う団体として、児童生徒の健全育成に関する活動の円滑な実施を図ることができ

た。 

教育講演会開催に関しては、共催者として参加者募集のＰＲの強化及び開催場所の

確保を行った。 

 

(2)(2)(2)(2)    地域社会全体で子どもを育てる取組の充実地域社会全体で子どもを育てる取組の充実地域社会全体で子どもを育てる取組の充実地域社会全体で子どもを育てる取組の充実 

ア 放課後子供教室の推進 

     4 教室となり、各教室において地域の教育力を生かした内容の活動となるよう、支援

を行なうことができた。 

     また、学校支援地域本部事業の活動の一環として取り組むこととし、地域住民とと

もに、放課後の子どもたちの居場所づくりを進めることができた。 

イ チャレンジ学校づくり支援事業 

学校と地域の協力連携が良好であり、事業が円滑にできており、子どもたちは、自

分の住んでいる地域や交流相手校のある地域への愛着を感じている。 

地域の支援者との交流や宿泊体験により、児童の社会規範の習得・コミュニケーシ

ョン能力の向上につながった。 

環境の異なる地域での自然体験や交流を通じて、子どもの視野が広がり、児童自身

が自己課題を発見し、解決する力の育成につながっている。 

事業実施にあたり、地域と十分話し合い、地域に過度な負担がかからないように取

組を進めることができた。 

ウ 子どもの安全対策推進本部 

      道路管理者、警察、学校、ＰＴＡなどの関係機関が連携して、通学路の安全確保を
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図るため、「廿日市市通学路安全推進会議」を開き、合同点検や安全対策の検討を行っ

た。 

  安全対策については、歩道の拡幅、標識の設置といったハード面での対策のみでな

く、地域の方などの見守り活動の充実や学校での交通安全指導などソフト面での対策

強化も必要である。 

エ 市民センターの活動 

子どもや親子を対象とした昔遊びや生活体験を行う講座では、地域の積極的な参

加・協力が得られ、世代間交流が図られ、地域社会全体で子どもの育ちを支える環境

づくりに寄与している。 

しかし、中学生以上の青少年など若い世代の参加を促すことができる内容を工夫し

た講座を企画する必要がある。 

原市民センターは「第 68 回優良公民館表彰」において、地域人材を積極的に活用し、

将来のまちづくりの担い手となる子どもを地域全体で育てる取り組みを推進している

ことが評価され、優良公民館表彰を受賞した。 

オ おはなし会 

市広報、図書館だより、地域の育児情報誌やホームページ、ブックスタートでの案

内などを利用して広報した。おはなし会の参加者は、3館合計約 5,800人余りで、本館

以外は微増した。ただし、これらの増加分はイベント等による一過性のものが多く、

継続的な参加に至っていない。今後は、おはなし会の広報活動をより一層工夫してい

く必要がある。 

カ スポーツ推進委員の活動 

幅広い年齢が参加できるニュースポーツの教室や大会を継続して実施することによ

り、多くの市民に体を動かす楽しさを感じてもらい、スポーツに親しんでもらえた。 

キ 体育施設の運営 

子どもを対象としたダンス、ハンドボール、ミニテニス、水泳等、様々な種目のス

ポーツ教室や大会を指定管理者が企画し、多くの子どもたちにスポーツに親しんでも

らえた。 

ク 様々な体験交流活動の促進 

学校、子ども会、青少年育成団体などに日帰りで実施できるプログラムを中心にＰ

Ｒを行い、体験活動の促進を図った。 

ケ 体験活動の場を提供する青少年育成団体の活動支援 

補助金を交付することにより、それぞれの団体が、野外キャンプや雪山などでの自

然体験活動、子どもたちが中心となり企画・運営するイベントの開催など、子どもた

ちが普段できない体験や交流の場を提供することができた。 

青年リーダーの養成についても研修会開催の協力などを行うことができた。参加者

募集については、学校へのチラシ配布や市広報等でのＰＲ協力を行った。また活動内

容についての助言等の協力も行った。 

コ 学校支援地域本部事業 

新たに、二つの学校支援地域本部を開設し、学習支援及び地域交流などに着手した。 

既存の学校支援地域本部は、それぞれが体制の見直しや事務分担の見直しなどを行
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い自主的な運営を行えるようになってきており、支援ボランティアと学校との良好な

協調関係を保ちつつ、地域行事への児童生徒の参加など、支援活動が順調に継続実施

できた。 

    平良小学校区学校支援地域本部平良小学校区学校支援地域本部平良小学校区学校支援地域本部平良小学校区学校支援地域本部がががが「「「「平成平成平成平成 28282828 年度優れた年度優れた年度優れた年度優れた『『『『地域による学校支援活動地域による学校支援活動地域による学校支援活動地域による学校支援活動』』』』

推進にかかる文部科学大臣表彰推進にかかる文部科学大臣表彰推進にかかる文部科学大臣表彰推進にかかる文部科学大臣表彰」」」」を受賞した。を受賞した。を受賞した。を受賞した。    

 

４ 今後の取組の方向 

 

(1)(1)(1)(1)    家庭・地域の教育力向上のための支援家庭・地域の教育力向上のための支援家庭・地域の教育力向上のための支援家庭・地域の教育力向上のための支援    

ア 家庭教育研修の実施 

広島県教育委員会及び広島県生涯学習センター、養成したファシリテーターと連携

し、学校、ＰＴＡ、保育園、幼稚園、市民センターなどに広く呼び掛け、学習機会の

充実を図る。広島県教育委員会が行うファシリテーターステップアップ研修に養成し

たファシリテーターが参加し、ファシリテーター能力が向上できるようにすすめてい

く。 

引き続き家庭教育講座開催に関して市民センターへの情報提供、大学、青少年育成

団体との連携による家庭教育講座の実施をすすめていく。 

イ 市民センターの活動 

親子で触れ合ったり、体を一緒に動かしたりして楽しむ講座に加え、参加者が家庭

での教育について意見交換を行い、お互いに学び合う参加型の講座の実施の取組を進

める。そのため、職員研修などで職員のファシリテーターとしての技術の向上を目的

とした研修を行う。 

ウ 廿日市市ＰＴＡ連合会への支援 

廿日市市ＰＴＡ連合会が主催する教育講演会、夏季のパトロール、会員研修会など

の事業に指導・協力を行っていく。 

 

(2)(2)(2)(2)    地域社会全体で子どもを育てる取組の充実地域社会全体で子どもを育てる取組の充実地域社会全体で子どもを育てる取組の充実地域社会全体で子どもを育てる取組の充実    

ア 放課後子供教室の推進 

放課後子供教室の実施本部の増を目指し、学校支援地域本部への実施の働き掛けを

行い、地域ぐるみで子どもを育てる環境づくりを進める。 

イ チャレンジ学校づくり支援事業 

小規模校の児童が普段は体験できない同世代の子ども同士の交流ができていること、

地域の人や伝統文化との触れ合いにより、コミュニケーション能力の向上が図られ、

子どもたちが地域に愛着を感じていることなどの事業効果が得られている。 

しかし、実施校が 2 校のみとなったこと、学校支援地域本部の設置などを考慮し、

学校、地域の意向を踏まえながら事業のあり方について検討を行う。 

ウ 子どもの安全対策推進本部 

通学路の危険箇所について、関係機関が一同に会しての合同点検は、関係機関の連

携が必要な危険箇所について引き続き実施していく。その他、必要に応じ現地での状

況確認、関係機関での対策協議も実施する。 
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通学路改善情報を速やかにＰＴＡ・学校等に提供し、地域と連携して、その後も危

険箇所の効果的な把握と安全対策の実施を継続していく。 

交通安全啓発看板（電柱巻きつけ）に関しては、現状では「学童多し注意」、「ス

ピード落とせ」の 2 種類の看板しか購入しておらず、そのいずれを設置することとし

ているが、必要に応じ他の表示内容の看板も準備し設置する。    

エ 市民センターの活動 

地域における学習拠点として、子どもを取り巻く環境に関する課題の解決に向けた

意見交換を行う場を設定し、学校とも連携を深めながら中学生以上の若い世代の参加

を促すことができる講座の企画を行うとともに、地域全体で子どもを育てるという意

識を高めていく。 

オ おはなし会 

     おはなし会は、読み聞かせボランティアと協力しながら継続して行う。 

子どもが絵本の楽しさと出会うことによって読書へ関心を持ってもらえるように市

広報や図書館だより、児童課の子育て支援サイト「スマイルばんびっこ」、地域の育児

情報誌など、色々な媒体を使っておはなし会の広報を行う。 

年齢別おはなし会に適した絵本に紹介した本を、児童コーナーの一角に展示し、常

時閲覧できるようにする。 

カ スポーツ推進委員の活動 

今後とも、スポーツ推進委員による幅広い年齢が参加できるニュースポーツの教室

や大会を実施し、スポーツに親しんでもらう。 

キ 体育施設の運営 

     今後とも、子どもたちが気軽に参加できるスポーツイベントを実施する。 

ク 様々な体験交流活動の促進 

学校、子ども会、青少年育成団体などのそれぞれのニーズに合わせた活用しやすい

各種体験交流活動プログラムを体験施設と協力してＰＲしていく。 

また、青少年育成団体が実施している体験活動について、多くの子どもが参加でき

るように学校等にＰＲを行う。 

ケ 体験活動の場を提供する青少年育成団体の活動支援 

体験活動の運営に関して各種助言・協力等を行うなど青少年育成団体の活動支援を

継続して行うとともに、引き続き活動の中心となる青小年リーダーの養成についても

取り組んでいく。 

コ 学校支援地域本部事業 

学校支援地域本部は、諸状況に配慮した上で、学校に対し、地域内における各機関・

団体が連携した支援体制を取れることが重要であり、そのためには、関係する機関ご

と、地域コミュニティごと、団体ごとに協議、調整及び意思統一が必要である。市内

全域への設置を目指しており、次年度また新たに学校支援地域本部を設置する地域に

ついても、これまで同様十分な事前調査と調整を行う。 

地域の教育力が様々な場面において発揮できるよう、学校のニーズに合わせた支援

活動を学校区（地域）で十分協議し、持続可能な学校支援地域本部を形成する。 

それぞれの地域の実態に合った持続可能な支援内容の組立てに努め、また、各々の
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学校支援地域本部の自立を目指し、各本部の実践交流や研修の場をもつと同時に教育

委員会教育指導課、市地域政策課との連携・協力を強める。 

平成 30年度末までに中学校区としてのとりまとめの完成を目指しており、とりまと

め方針の検討を行い、既存の各本部にその方向性を示していく。 
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基本方針基本方針基本方針基本方針⑤⑤⑤⑤        文化財の継承・活用文化財の継承・活用文化財の継承・活用文化財の継承・活用    

    

    

    

    

 

１  平成 27 年度の取組 

 

(1)(1)(1)(1)    文化財の保存・保護文化財の保存・保護文化財の保存・保護文化財の保存・保護 

ア 文化財の有無確認・特別史跡及び特別名勝厳島の現状変更 

     開発事業に伴い、埋蔵文化財の有無確認を実施した。 

     特別史跡及び特別名勝厳島の現状変更許可申請事務 120件を処理した。 

項 目 平成 26 年度 平成 27 年度 

埋蔵文化財の有無確認件数 46件 39件 

 

事業費（決算額） 埋蔵文化財発掘調査事業 495,498円 

イ 指定文化財への補助 

     国重要文化財厳島神社宝蔵ほか 2棟修理事業補助を実施した。 

ウ 民俗芸能団体への補助 

     眺楽座、宮島芸能保存会、廣田神社獅子天狗舞保存会、各地神楽団へ補助を行った。 

事業費（決算額） 文化財保存・保護事業 14,405,092円 

   エ 特別史跡及び特別名勝厳島の現状変更許可及び埋蔵文化財に関する事務の権限移譲 

     伝統的建造物群保存地区制度の開始に伴い、埋蔵文化財に関する事務や特別史跡及

び特別名勝厳島の現状変更許可の権限が移譲されるため、その準備として、埋蔵文化

財に関しては、10月より埋蔵文化財の専門職員を新たに配置し、廿日市市埋蔵文化財

取扱規則を制定した。また、特別史跡及び特別名勝厳島の現状変更に関しては、権限

移譲に備え管理のための計画（厳島管理計画）を策定するとともに、スムーズに権限

移譲が受けられるよう、歴史まちなみ推進室のほか文化庁や県教育委員会とも協議を

行った。 

 

(2)(2)(2)(2)    文化財の活用文化財の活用文化財の活用文化財の活用    

宮島・佐伯・吉和歴史民俗資料館を運営した。 

宮島歴史民俗資料館では、厳島神社と平清盛に関する史料、宮島の神事、伝統的な工

芸や暮らしぶりに関する資料などを中心に常設展示を行うとともに、県立広島大学と共

催して企画展示を行った。また、市民センターと共催して、庭園で篠笛や平家琵琶の演

奏会を行った。その他、館内案内モニターを資料館入口に設置して、誘客に努めた。 

吉和歴史民俗資料館では、吉和地域の行事で資料館を開館したところ 2 日間で 75名の

参加があった。 

⑤ 文化財の継承・活用 (1) 文化財の保存・保護 

(2) 文化財の活用 
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事業費（決算額） 郷土資料室管理運営事業 18,854,002円 

 

２  数値目標の状況 

 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

地域の歴史と文化を継承し

ていくための活動を行って

いる人数（民俗芸能団体で

活動する人数） 

   200 人 200 人  211 人 達成 

歴史民俗資料館など年間入

館者数（宮島・佐伯・吉和

歴史民俗資料館） 

17,631 人 19,000 人 17,918 人 未達成 

 

 

３  点検・評価 

 

(1)(1)(1)(1)    文化財の保存・保護文化財の保存・保護文化財の保存・保護文化財の保存・保護 

ア 文化財の有無確認・特別史跡及び特別名勝厳島の現状変更 

経済の動向から、開発事業等がやや増加したが、文化財の有無確認を行うことで埋

蔵文化財の保存・保護が図られた。 

「特別史跡及び特別名勝厳島保存管理計画」（平成 19 年広島県教育委員会）に基づ

いて、宮島地域の現状変更許可申請 120 件を処理することで、特別史跡及び特別名勝

「厳島」の文化財的価値の保存・保護が図られた。 

イ 民俗芸能団体への補助 

少子高齢化・人口減少傾向の中、民俗芸能団体へ補助金を支出することで、団体の

活動維持が図られた。 

   エ 特別史跡及び特別名勝厳島の現状変更許可及び埋蔵文化財に関する事務の権限移譲 

     平成 28年度からの権限移譲に備え、埋蔵文化財関係の体制整備にも目途が立ち、特

別史跡及び特別名勝厳島の現状変更許可の権限移譲に関しても、管理のための計画（厳

島管理計画）を策定するなどスムーズな権限移譲に向けての準備が行えた。 

 

(2)(2)(2)(2)    文化財の活用文化財の活用文化財の活用文化財の活用    

歴史民俗資料館全体の入館者数は 17,918人で、当初の目標を下回ったが、宮島歴史民

俗資料館の主に外国人入館者の増加などにより、前年度入館者数を若干上回った。 

宮島歴史民俗資料館は、体系的で継続的な常設展示を行うことにより、宮島の文化財

を発信・活用する拠点となっている。さらには県立広島大学等との連携事業として企画

展示「知られざる宮島の魅力」を開催し、新たな宮島の発見・発信に努めた。また、庭

園での演奏会は、資料館の特色を活かした催しとなっている。 
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吉和おさんぽギャラリーの開催に合わせて開館した吉和歴史民俗資料館では、75 人（前

年度 115 人）の入館者があり、地域の歴史や暮らしなど知ることができる文化財の活用

が図られた。 

また、大野民具庫の収蔵資料や佐伯歴史民俗資料館を地元小学生が見学することによ

り、郷土の歴史や昔の暮らしぶりを知るための学習の場を提供できた。 

※宮島歴史民俗資料館入館者数：平成 26年度 17,388人 平成 27 年度 17,477 人 

 

４  今後の取組の方向 

 

(1)(1)(1)(1)    文化財の保存・保護文化財の保存・保護文化財の保存・保護文化財の保存・保護 

文化財所有者、伝承団体等に対し、補助を実施し、保存・保護を図っていく。 

     宮島地域の伝統的建造物群保存地区制度関係の事務を行っていた歴史まちなみ推進室

が、組織改変により教育部生涯学習課に統合されたことにより、伝統的建造物群保存地

区制度の開始や重要伝統的建造物群保存地区の選定を目指し事務を進めるとともに、権

限移譲される特別史跡及び特別名勝厳島の現状変更許可及び埋蔵文化財に関する事務を

処理することにより、文化財の保存・保護を継続的に図る。 

 

(2)(2)(2)(2)    文化財の活用文化財の活用文化財の活用文化財の活用    

歴史民俗資料館等歴史資料、民俗資料、考古資料の保存管理施設を引き続き確保し、

展示等の充実を図るとともに、資料館等入館者数の増加に努める。 

     宮島歴史民俗資料館では、タイムリーなホームページの更新や館内案内モニター設置

などでわかりやすい施設概要や展示内容の情報発信に努めている。また、県立広島大学

等との連携による特色ある企画展や季節ごとの庭園演奏会などの開催により、入館者数

が前年を若干上回った。今後も、このような取組を継続しながら、文化財の効果的な発

信・活用に取り組んでいく。 

    また、吉和歴史民俗資料館や佐伯歴史民俗資料館、大野民具庫での取組みについては

今後も継続し、地域の歴史や暮らしなどを知ることができる文化財の活用を積極的に図

っていく。 
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用語解説（本文中に（注）印をつけた用語の解説) 

 

1 【専決処分】 

地方自治法により、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らか

である場合などに地方公共団体の長（教育委員会の場合教育長のこと）がその議決すべき事

件を処分することができ、その場合、次の会議において議会に報告し、その承認を求めなけ

ればならないとされている。 

 

2 【総合教育会議】 

  平成 27 年 4 月の地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正により、平成 27 年

（2015）4 月から、各都道府県・市町村に設置された、地方公共団体の長と教育委員会という

対等な執行機関同士の協議・調整の場である。 

 

3 【教育大綱】 

  平成 27 年 4月の地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正により，地方公共団

体の長が，国の教育振興基本計画を参酌し，地域の実情に応じて，当該地方公共団体の教育、

学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱を定めることとされたもの。 

 

4 【学校評価システム】 

学校の教育活動その他の学校運営について、各学校が、その成果・課題などについて検討

し、改善する取組をシステム化することにより、信頼される開かれた学校づくりを進めるこ

と、一定水準の教育の質を保証し、その向上を図るもの 

 

5 【眺楽座（ちょうらくざ）】 

広島県指定の無形民俗文化財。江戸時代に発祥した音曲「説教源氏節」人形劇で公演する

一座 

 

6 【つながり支援プロジェクト】 

  平成 27 年度に本市で始めた取組で、子ども同士のかかわりを教師が意図的に設定し、認め

合える集団づくりを通して、子どもの自己有用感を高めることを目的としている。 

 

7 【学校支援地域本部事業】 

地域の教育力による学校応援を行う支援体制システムのこと。具体的には、地域住民によ

る学校支援ボランティアが、学習支援、部活動指導又は登下校の見守りなどを行う。 

 

8 【キャリア教育】 

子ども達が、激しい社会の変化に対応していく能力、主体的に自己の進路を選択・決定で

きる能力、社会人・職業人として自立していくために必要な意欲、態度や能力を育成するた

めの教育 
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9 【ＰＤＣＡサイクル】 

ＰＬＡＮ（企画立案）、ＤＯ（実施）、ＣＨＥＣＫ（点検・評価）、ＡＣＴＩＯＮ（改善）を

順次行い、次のＰＤＣＡサイクルにつなげ、継続的な改善をしていく。 

 

10 【Ａ問題、Ｂ問題】 

Ａ問題：主として「知識」に関する問題で、実生活において不可欠であり、常に活用できる

ようになっていることが望ましい知識・技能 

Ｂ問題：主として「活用」に関する問題で、知識・技能等を実生活の様々な場面に活用する

力などにかかわる内容 

 

11 【通過率】 

問題ごとに正答又は準正答（完全な誤りでなく、正答として考えられるもの）であった児

童生徒の割合をもとめたもの 

 

12 【広島版「学びの変革」アクション・プラン】 

  変化の激しい社会を行き抜くために、意欲・態度、価値観等の資質・能力の育成を目指し

た主体的な学びの充実を図る、広島県独自の新しい教育モデル 

 

13 【プログレス研修】 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 45条等の規定により、教職員の資質向上を図

るため、平成 17年度から市主催で実施している研修 

 

14 【ＥＳＤ】 

  Education for Sustainable Development の略で、持続可能な開発のための教育（持続発

展教育） 

  現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組むことにより、それら

の課題の解決につながる新たな価値観や行動を生み出すこと。そしてそれによって持続可能

な社会を創造していくことを目指す学習や活動のこと 

 

15 【ＩＣＴ】 

  Information and Communication Technology の略で、コンピュータや情報通信ネットワー

クなどの情報コミュニケーション技術 

 

16 【学校図書標準冊数】 

文部科学省が、公立義務教育諸学校の学校図書館に整備すべき蔵書の標準として、平成 5

年 3 月に定めたもの（例）小学校 18学級の場合：10,360冊 中学校 15学級の場合：12,160

冊 
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17 【ブックトーク】 

特定のテーマに沿って何冊かの本を組み合わせて行う本の紹介の手法の一つ。単なる内容

紹介ではなく、それらの本への読書意欲を起こさせることを目的とし、本の選定、紹介順序

の構成や興味をそそるような紹介の仕方など、工夫が必要とされる。 

 

18 【廿日市市子どもの読書活動推進計画】 

国や県の動向、本市の子どもの読書活動の実情を踏まえ、学校図書館を中心とした子ども

の読書活動の推進を図るための計画。平成 23年 2 月に策定した。 

 

19 【生徒指導アシスタント】 

  児童の朝の出欠席の確認等、小学校の生徒指導主事の補佐的な役割として、小学校に配置

している市の非常勤職員 

 

20 【青少年指導員】 

  廿日市市こども相談室（適応指導教室）において、児童生徒の指導に当たる者。青少年の

指導を行うことに必要な学識経験を有する者のうちから、教育委員会が任命する。 

 

21 【心の教室相談員】 

生徒が心のゆとりを持てるような環境を提供するため、予算の範囲内で中学校に相談員を

配置している。 

 

22 【新体力テスト】 

国民の体力やスポーツ活動の基本となる運動能力の現状を確かめるテスト。文部科学省に

より、文部省時代の平成 11 年度（1999 年度）から実施されている。 

小学生：握力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・20ｍシャトルラン 

50ｍ走・立ち幅とび・ソフトボール投げ  （8 種目） 

中学生：握力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・持久走・20ｍシャトルラン 

50ｍ走・立ち幅とび・ハンドボール投げ  （9種目） 

23 【栄養教諭】 

小・中学校などに配置されている、児童生徒の栄養の指導及び管理をつかさどる教員 

 

24 【ひろしま給食 100万食プロジェクト】 

学校給食を活用した「おいしく食べる」「学校で食べる」「みんなで食べる」の３つをキー

ワードにし、民間企業・関係団体と連携して県民が一体となって取り組んでいくプロジェク

ト。県民みんなで広島ならではの給食メニューを食べることで「食」に関する理解や意識を

高める。主題の「ひろしま給食」は全県共通、副菜は廿日市市で考案した。 

 

25 【特別支援教育コーディネーター】 

特別支援教育に関して、学校内の関係者や福祉・医療等の関係機関との連携・調整及び保

護者の相談窓口を担うために校内で指名された教員 
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26 【特別支援教育士】 

ＬＤ（学習障がい）・ＡＤＨＤ（注意欠陥・多動性障がい）、高機能自閉症等について児童

生徒の状況を把握し、どのような援助活動を行うかなどの指導に関し、専門的知識を有する

者 

 

27 【特別支援教育支援員】 

小・中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒や通常学級に在籍する発達障がい（ＬＤ（学

習障がい）、ＡＤＨＤ（注意欠陥・多動性障がい）、高機能自閉症等）のある児童生徒の学習・

生活支援、身体に障がいを持つ児童生徒の介助を行っている市の非常勤職員 

 

28 【生徒指導規程】 

生徒指導に係る指導基準や指導方針等を明確化したもの 

 

29 【要請訪問】 

指導主事等が学校の要請により学校を訪問し、校内研修等において指導助言をすること 

 

30 【ＮＩＥ】 

Newspaper in Educationの略で、学校などで新聞を教材として活用する学習のこと 

 

31 【放課後子供教室】 

地域の大人の協力を得て、学校等を活用し、緊急かつ計画的に子ども達の活動拠点（居場

所）を確保し、放課後や週末等における様々な体験活動や地域住民との交流活動等を支援す

る活動。 

 

32 【スクールガードリーダー】 

児童生徒を対象にした防犯活動で、スクールガード（学校安全ボランティア）を統率して

指導・助言を行う人。近年、全国各地でスクールガードの組織化が進んでおり、警察官ＯＢ

などが指導官として就任している。地域学校安全指導員ともいう。 

 

33 【ＤＢＯ】 

Design-Build-Operateの略で、公設民営方式の一つで、公共が資金を調達し、設計、建設、

運営、維持管理等を民間に一括して発注する事業方式。 

 

34 【指定管理（指定管理者制度）】 

市民サービスの向上と経費の節減を図ることを目的として、「公の施設」の管理運営を自治

体が指定する民間事業者やＮＰＯ法人、市民グループ等の団体が代行する制度 
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35 【円卓会議】 

市民やまちづくり活動団体、事業所、行政などが対等な立場で参加し、お互いの意見を尊

重しながら信頼関係を築いていく場で、情報の共有や課題の解決策、役割分担などを話し合

い、それらを実践していく。 

 

36 【生涯学習人材バンク】 

文化・芸術・スポーツなどの生涯学習活動をしたい方と、専門知識や技能を持つ方（人材）

の橋渡しを行うため、あらかじめ指導者を登録した名簿。市のホームページ、冊子により情

報提供し、団体・サークル・個人の生涯学習活動の学習相談に応じている。 

 

37 【おはなし会】 

図書館などで、子どもに本の世界の素晴らしさと豊かさを伝えるために、時間と対象年齢

を決めて定期的に絵本の読み聞かせなどを実施する事業 
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資料 

数値目標の一覧 

※  「平成 27 年度目標数値等」の欄の数値は、平成 24年 4 月に策定した廿日市市教育振興

計画（後期計画）で定めた平成 27年度の目標値を達成するために、それぞれの年度におい

て目標とする値を示しています。 

 

● 学校教育の基本目標 夢と志をもち、社会をたくましく生きる『はつかいちっ子』の育成 

基本方針１ 地域や小・中学校が連携した教育体制の確立 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

小・中学校が共通目標を設定して指導し

ている中学校区 
  10 中学校区 10 中学校区   10 中学校区 達成 

小中合同研究会開催中学校区  8 中学校区 8 中学校区 10 中学校区 達成 

チャレンジ学校づくり支援事業実施校数  2 校 2 校 2 校 達成 

移動文化教室開催校数  2 校 2 校  2 校 達成 

学校関係者評価実施校数   29 校 27 校   27 校 達成 

学校支援地域本部の設置数 

（家庭及び地域による支援体制が整って

いる学校が存在する中学校区数） 

  12 か所 

(8 中学校区) 

14 か所 

(8 中学校区) 

  14 か所 

( 8 中学校区) 
達成 

（中学校区：全 10校区  小学校：全 17 校  中学校：全 10校） 
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基本方針２ 教育内容の充実 

指標 区分 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

基礎学力が定着（通過率 60％

以上）している児童生徒の割合

（広島県「基礎・基本」定着状

況調査） 

(  )内は県平均 

 

（通過率が 60％以上であれ

ば、基礎学力が概ね定着してい

ると判断している。） 

小 

国 
  78.4% 

90%以上 

84.3% 
未達成 

(81.4%) (85.2%) 

算 
  87.5% 83.6% 

未達成 
(85.0%) (84.1%) 

中 

国 
  82.4% 

85%以上 

85.6% 
未達成 

(77.8%) (84.3%) 

数 
  78.2% 78.7% 

未達成 
(75.8%) (75.6%) 

英 
  82.1% 75.3% 

未達成 
(73.7%) (72.1%) 

学校の授業の復習をする子ど

もの割合（広島県「基礎・基本」

定着状況調査） 

(  )内は県平均 

小 
61.9% 

  63.0% 
64.4% 

達成 
(63.8%) (65.6%) 

中 
53.5% 

  55.0% 
55.9% 

達成 
(55.3%) (57.3%) 

今住んでいる地域の行事に参

加している児童生徒の割合（全

国学力・学習状況調査）( )内

は県平均 

小 
72.2% 

前年度比増  70.3% 未達成 
(69.5%) 

中 
42.2% 

前年度比増  48.9% 達成 
(45.5%) 

小学生を対象に実施したアン

ケートにおいて、「外国の人と

廊下で会ったらどうしますか」

との問に対し、「英語で挨拶す

る」と答えた児童の割合 

（市教育委員会によるアンケ

ート調査） 

小   78.3% 79.5％   79.9% 達成 

将来の夢や目標を持っている

児童生徒の割合（広島県「基

礎・基本」定着状況調査）( )

内は県平均 

小 
  91.7% 

  93.6％ 
 92.0% 

未達成 
(91.3%) (91.8%) 

中 
  75.7% 

  80.3％ 
  75.9% 

未達成 
(75.8%) (76.9%) 

本を読むのが好きな児童生徒

の割合（広島県「基礎・基本」

定着状況調査） 

(  )内は県平均 

小 
  79.3% 

  79.8％ 
  82.1% 

達成 
(80.8%) (81.6%) 

中 
  74.0% 

  78.7％ 
 73.5% 

未達成 
(72.2%) (73.8%) 
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指標 区分 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

児童生徒一人あたりの学

校図書年間貸出冊数 

小   49.0 冊 50.0 冊   50.1 冊 達成 

中   9.8 冊 10.0 冊   9.3 冊 未達成 

 

基本方針３ 子どもが健やかに育つ環境づくり 

指標 区分 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

学校や社会のルールを守っている

児童生徒の割合（広島県「基礎・基

本」定着状況調査） 

小   90.9%   90.2%  92.7% 達成 

中  93.3%   95.0%  94.0% 未達成 

1,000 人あたりのいじめ認知件数 

(  )内は県平均 

〔 〕内は全国平均 

小 

  7.2 件 

県平均以下 

  6.3 件 

未達成 （5.0 件） （5.0 件） 

〔18.8 件〕 〔23.1 件〕 

中 

  10.3 件   7.0 件 

達成 （8.2 件） （7.6 件） 

〔15.8 件〕 〔17.1 件〕 

不登校児童生徒の割合 

(  )内は県平均 

〔 〕内は全国平均 

小 

 0.66% 

県平均以下 

 0.63% 

未達成 （0.47%） （0.45%） 

〔0.39%〕 〔0.42%〕 

中 

2.92% 3.70% 

未達成 （2.56%） （2.60%） 

〔2.76%〕 〔2.83%〕 

1,000 人あたりの暴力行為発生件

数 

(  )内は県平均 

〔 〕内は全国平均 

小 

 8.2 件 

前年度比減 

 7.0 件 

達成 （3.6 件） （3.1 件） 

〔1.7 件〕 〔2.6 件〕 

中 

   19.9 件 

前年度比減 

   21.0 件 

未達成 （12.0 件） （9.2 件） 

〔10.7 件〕 〔9.5 件〕 
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指標 区分 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

新体力テストの結果において、小

学校は 5 年生男女それぞれ 8 種目

の計 16 種目、中学校は 2 年生男女

それぞれ 9 種目の計 18 種目のう

ち、県平均を上回った割合 

小   25.0% 31.3%   25% 未達成 

中  33.3% 40.0%  44.4% 達成 

毎日朝食を食べている児童生徒の

割合（広島県「基礎・基本」定着

状況調査） 

(  )内は県平均 

小 
  97.5% 

98.0% 
  97.2% 

未達成 
（96.9%） （ 96.6%） 

中 
  96.1% 

98.0% 
  95.0% 

未達成 
（94.8%） （ 95.1%） 

給食残食率（副食）（廿日市学校

給食センター分） 

小  2.7% 

前年度比減 

3.1% 未達成 

中 6.1% 4.8% 達成 

 

基本方針４ 教職員の資質・指導力の向上 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

廿日市市教育研究委嘱校数  5 校 4 校  5 校 達成 

（小学校：全 17 校、中学校：全 10校） 

 

基本方針５ 地域による学校支援や子どもの成長を支える仕組みづくり 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

放課後子供教室が実施さ

れている校数 
2 校 4 校 4 校 達成 

（小学校：全 17 校、中学校：全 10校） 
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基本方針６ 安全・安心な教育環境の確保 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

非木造 2 階建以上又は非

木造の 200 ㎡超の小・中

学校施設の耐震化率 ( )

は県平均  

[  ]は全国平均 

  85.0 % 

(83.5 %) 

[95.6%] 

100.0% 

   96.5% 

(91.7%) 

[98.1%] 

未達成 

通学路点検実施校数   29 校 27 校   27 校 達成 

（小学校：全 17 校、中学校：全 10校） 
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● 社会教育の基本目標 市民の学びを支え 文化を育む ひとづくり・まちづくり 

基本方針１ 誰もが学習しやすい環境づくり 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

市民向け講座の年間

開催件数 
  435 講座   445 講座 559 講座 達成 

市民センターの年間

利用者数 

  421,273 人 

（409,718 人） 

※1 

  521,000 人 

437,041 人 

（423,714 人） 

※1 

未達成 

市民センターの主催

事業の参加者数 
72,779 人 前年度比増 75,054 人 達成 

図書館資料貸出点数

（①はつかいち市民

図書館、②はつかい

ち市民大野図書館、

③はつかいち市民さ

いき図書館） 

①  536,820 冊 

900,000 冊 

① 505,111 冊 

未達成 

②  165,302 冊 ② 134,220 冊 

③  47,643 冊 ③ 44,094 冊 

計 749,765 冊 計 683,425 冊 

図書館来館者数（①

はつかいち市民図書

館、②はつかいち市

民大野図書館、③は

つかいち市民さいき

図書館） 

① 446,924 人 

前年度比増 

① 437,376 人 未達成 

② 156,305 人 ② 145,954 人 未達成 

③ 35,780 人 ③ 36,926 人 達成 

計 639,009 人 計 620,256 人 未達成 

文化ホールなどの年

間利用者数（①さく

らぴあ、②美術ギャ

ラリー、③さいき文

化ホール） 

①  145,110 人 

前年度比増 

①  160,831 人 

達成 

②  37,642 人 ② 41,317 人 

③  18,083 人 ③  18,145 人 

計  200,835 人 計  220,293 人 

有料スポーツ施設の

年間利用者数（サン

チェリー、佐伯総合

スポーツ公園、大野

体育館、大野テニス

コート、パークゴル

フ場、サッカー場） 

   627,917 人 前年度比増   621,195 人 未達成 

社会体育施設の利用

件数 
 8,688 件 前年度比増 8,472 件 未達成 

バリアフリー化対応

館数 
7館 9館 9館 達成 

※1 括弧内の数字は、選挙の投票のために市民センターへ来館した人数を除いたものである。 
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基本方針２ 学びにより人と人がつながる環境づくり 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

スポーツ協会加盟員数  3,630 人 前年度比増 3,572 人 未達成 

スポーツ少年団加盟員数  1,307 人 前年度比増 1,376 人 達成 

文化協会加盟員数、スポーツ団

体登録員数、総合型地域スポー

ツクラブ加盟員数 

 6,015 人 前年度比増 6,033 人 達成 

文化・スポーツに親しむ団体の

登録人数（計） 
  10,952 人 前年度比増  10,981 人 達成 

 

基本方針３ 学んだ成果をひとづくり・まちづくりにつなげる支援 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

市美展出品数    216点 前年度維持    209点 未達成 

市美展入場者数  1,813 人 前年度維持  1,975 人 達成 

生涯学習人材バンクの登録者数 

（1団体での登録は 1 人で集計） 
  106 人  120 人  54 人 未達成 

 

基本方針４ 地域の教育力を生かした子どもの健全育成 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

おはなし会参加人数（①はつか

いち市民図書館、②はつかいち

市民大野図書館、③はつかいち

市民さいき図書館） 

① 1,220 人 

前年度比増 

①  1,040 人 未達成 

② 3,870 人 ②  3,909 人 達成 

③   859 人 ③    871 人 達成 

計 5,949 人 計 5,820 人 未達成 

 

基本方針５ 文化財の継承・活用 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 27 年度 

目標数値等 

平成 27 年度 

実績 

達成 

状況 

地域の歴史と文化を継承して

いくための活動を行っている

人数 

（民俗芸能団体で活動する人

数） 

200 人 200 人  211 人 達成 

歴史民俗資料館など年間入館

者数（宮島・佐伯・吉和歴史

民俗資料館） 

17,631 人 19,000 人   17,918 人 未達成 

 


